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Abstract 
 

The purpose of this research is to develop a service-based theoretical model for managing 

individual knowledge as collective knowledge. It is made possible by situating the new concept 

of perceptual signs [Merkmal] in knowledge management research. Specifically, the concept of 

disaster prevention value of phase-free has been used to elucidate and verify the factors behind 

the success of local disaster prevention. It has contributed to the disaster prevention education in 

the City of Naruto, Tokushima Prefecture, where the concept of phase-free has been introduced 

in school education. Through this experience, the concept of perceptual signs [Merkmal] is 

positioned in the field of service research, which promotes value co-creation.  

Japan is known as a disaster-prone country, the lessons learned from the Great East Japan 

Earthquake have reaffirmed the importance of school facilities as evacuation centers as well as 

learning centers in the community. Currently in Japan, disaster education is provided in most of 

the primary and secondary schools, but the decision of the education is left to each region and 

each school. For teachers who are not experts in disaster education, there is a wide variety of 

official portals, guides, supplementary readers and case studies. Numerous studies have shown a 

certain level of effectiveness in implementing disaster education. On the other hand, a survey of 

boards of education across Japan has pointed out issues in the related field, such as teachers' low 

knowledge and awareness of disaster prevention, lack of time for disaster education, and the 

mannerism of teaching subjects. Against this setting, existing research on disaster education 

focuses on institutional (static) disaster education based on official curricula and discusses 

disaster education from the perspective of the creator of the system/framework. However, few 

papers have addressed the issue of dynamic knowledge creation activities, such as teacher 

ingenuity in creating disaster education curriculum. This research therefore sheds light on the 

process of teachers' lesson planning and discusses the implementation of effective disaster 

education from the perspective of the center of disaster education.  

This research investigates knowledge management to improve the quality of disaster education 

in Naruto City, (Phase Free Education: hereinafter referred to as PFC Education). Later, a question, 

has been raised, ‘Why was PFC education institutionalized in Naruto City?’ and analyzed the 

factors that enabled PFC education to be institutionalized through six years of research, focusing 

on interviews with the administration, school board, teachers, other relevant parties, and teacher 

training. It has discovered the existence of concepts connecting diverse teacher contexts in the 

PFC education ecosystem. This research refers to the concept that facilitates the sharing of 

people's knowledge as perceptual signs [Merkmal]. Perceptual signs are <signs> of rationality 

accessible to all actors and are the key to increasing resource density in practices of service 

exchange.  

 Theoretically, this research has proposed a new theoretical model (Coordination Model of 

Service Ecosystem) which situates perceptual signs [Merkmal] in the discussion of institutions in 

service research. Practically, this research has shown that knowledge management by school 

boards contributes to disaster management education in the community. 

 

Keywords: Merkmal, S-D logic, service ecosystem, knowledge management, disaster education, 

phase-free 

 

  



要旨 

本博士論文 (以下、本論文という。) の目的は、知識マネジメント研究に知覚標識 [Merkmal] 

という新たな概念を位置づけることで、一人ひとりの知識を集団の知識としてマネジメントす

るための、サービスを基盤とする理論モデルを構築することにある。具体的には、フェーズフリ

ーという防災価値の概念を学校教育に取り入れている、徳島県鳴門市の取り組みを対象として

防災教育の普及プロセスを解明・検証する。この経験を通じて、サービス研究の分野に、多様な

アクターのサービス交換を促進する概念を位置づけ、これを知覚標識 [Merkmal] という言葉に

よって説明する。 

災害大国と呼ばれる我が国では、とりわけ東日本大震災による災害の教訓を受け、学校施設が

地域に果たす機能の重要性が再認識されている。学校施設は避難場所としての機能とともに、学

習の場として重要な役目を担っている。現在、我が国の殆どの小中学校で防災教育が実施されて

いるが、その実施内容は各地域や各校に任されている。防災教育の専門家ではない教師が、防災

教育を実施するためには、公的なポータルサイトや手引き、副読本や事例集などが豊富に存在し、

数多の研究によって一定の効果が認められている。その一方で、教師の防災に対する知識が不足

している、時間がない、カリキュラムのマンネリ化、実感のもたせ方がわからないというような

現場の課題が、教育委員会を対象とした全国規模のアンケート調査から明らかになっている。 

このような中、既存の防災教育研究の中心は、公的なカリキュラムに基づいた制度的 (スタテ

ィック) な防災教育に光を当て、制度・枠組みの作り手の視点から防災教育を議論している。数

多の研究者が公的なプログラムが防災教育の実施に影響を与えることを示唆している一方で、

教師の創意工夫がそのような活動を推進することの実証的な検証はほとんどない。この現場目

線での防災教育の体系化は、重要な課題の一つであると考えられるものの、先行研究では十分な

議論がなされていない。そこで本研究では、フェーズフリー (Phase Free Concept: PFC) という防

災価値の概念が、防災教育の実施に影響を与えるプロセスに光を当てることで、教師の創意工夫

による学校防災の実現に関する議論の体系化を図る。PFC とは日常時と非常時という区別を取

り払い、普段使用しているモノやサービスを非常時にも役立てるという考え方である。 

本論文は、「なぜ鳴門市の学校防災で PFC 教育が制度化できたのか」という問いを立て、行政、

教育委員会、教師など関係者のインタビューや教員研修のフィールドワークを中心に、2018 年

からおよそ 6年にわたる質的調査によって PFC教育が制度化できた要因を分析した。その結果、

PFC 教育のエコシステムにおいて、多様な教師の知識共有を促進する概念を発見した。本論文

は、この概念を知覚標識 [Merkmal] と呼んでいる。知覚標識とは、あらゆるアクターにアクセ

ス可能な合理性の<しるし>であり、サービス中心の交換の世界において資源密度を高める要点

である。研究の成果として、学術的にはサービス研究における制度の議論に知覚標識を位置づけ

る理論モデル (サービスエコシステムの調整モデル：Coordination Model of Service Ecosystem) を

構築している。実践的には、教育委員会による知識マネジメントが地域社会の防災教育に貢献す

ることを提示している。 

 

キーワード：知覚標識・S-D logic・サービスエコシステム・フェーズフリー・知識マネジメント・

防災教育 
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1 

第1章  序論 

1.1 わが国の学校防災 

東日本大震災などの災害の教訓を受け、学校施設が防災拠点として地域に果たす役割

が再認識されてきた。防災教育の重要性も高まりつつあり、児童生徒が如何なる状況下

でも主体的に行動し、自らの命を守り抜く態度を育成する教育が各地の学校で実践され

ている (文部科学省, 2013; 2019) 。学校における防災教育は、安全計画の一部として位

置付けられ、学習指導要領の枠組みの中で、主に教科学習や総合的な学習の時間、ある

いは学校行事において実施されている (文部科学省,2021a) 。「学校安全の推進に関する

計画に係る取組状況調査 (令和 3 年度実績) 」によると、全国 45,038 校のうち、学校安

全計画に安全指導について盛り込んでいる学校は 99.8%であり、災害安全教育を実施し

ている学校は 94.9%であることから、概ね防災教育が実施されているといえる (文部科

学省, 2021b)。 

文部科学省は、児童生徒の発達の段階に応じた防災教育のねらいを三つ提示している。

一つが「防災に関する基礎的・基本的事項を系統的に理解し、思考力、判断力を高め、

働かせることによって防災について適切な意思決定ができるようにすること」、もう一

つが、「将来予測される防災に関する問題を中心に取り上げ、安全の保持増進に関する

実践的な能力や態度、さらには望ましい習慣の形成を目指して行うこと」、である (文

部科学省, 2013, p.6) 。つまり防災教育のねらいとは、災害の理屈を知り、地域と社会の

実態を知り、防災の備え方や災害発生時の対処の仕方を学ぶことで、将来予測される災

害への対応力を備える児童生徒の育成を目指すものである。このような背景を受けて、

防災教育は各地の教育委員会や学校が設定したカリキュラムに基づき実施されている 

(文部科学省, 2021a)。ただし、防災教育は教科化されていないため、授業づくりを行な

う教師においては一定の授業時間の確保、学習内容の系統性、教育の質における課題が

指摘されている。一定の時間の確保とは、学校生活の中で防災教育に対応する時間を確

保することである。 

まず、一定の時間の確保について説明する。全国の 47 カ所の都道府県教育委員会お

よび約 1,788 カ所の市町村教育委員会を対象とした「教育委員会の防災教育に関する調

査」によると、33.1%の教育委員会が防災教育は不足していると認識しており、その理

由としては「時間がない」という回答が 70.9%で最も多かった。時間の確保については、

理科や社会などの既存の教科の中に防災の題材を開発することが可能であるが、同調査

から 75.6%の教育委員会が、防災教育に関する知識を持った職員が配置されていないと

回答している (一般財団法人防災教育推進協会, 2018) 。学習内容の系統性とは、系統

的・段階的に上の学年につながっていくとともに、螺旋的・反復的に繰り返しながら学

習し、能力の定着を図ることを基本する考え方で新学習指導要領の要点の一つでもある。   



2 

次に学習内容の系統性について説明する。防災教育の実施状況について、全国の 545

校の小中学校、高等学校を対象とした「防災教育に関する取り組み等の調査」によると、

小学校で 82.7%、中学校で 71.6%、高等学校で 61.6%が防災教育 (火災避難訓練を除く) 

に取り組んでいると回答している (柴田ほか, 2020) 。ただし、防災教育の年間実施回数

は 1 回から 3 回程度という学校が殆どであることから、系統的な教育がなされていない

ことが示唆されている。 

最後に教育の質の差について説明する。教育の質の差とは、防災教育を支える教材の

質や教師の知識の差である。たとえば、全国規模の小中高等学校に対する防災教育の実

施内容について調査した柴田ほか (2020) の報告によると、防災教育が難しいと感じて

いる学校は、小学校で 90%、中高等学校では 80%以上であることが明らかになってい

る。また、約 10 年以上継続して防災教育に熱心に取り組んでいる小学校の教師を対象

として、防災教育の教材について調査した岡田・矢守 (2019, p.250) の報告によると、

教師が手元にある教科書や副読本を使用して、多忙な時間の中で授業づくりをしている

実態が示唆された。 

以上の議論から、現状の防災教育は一定の授業時間の確保、学習内容の系統性、教育

の質の差の解消の面で、学校現場にとって取り組みづらい構造であるといえる。文部科

学省 (2007) の述べるように、防災教育が “学校や教職員の努力” によって成り立って

いることを踏まえると、多忙な教師が如何にして知識や能力を総動員し、防災教育を実

施するのかについては検討の余地がある。 

このような中、防災教育の取り組みづらさの解消に、一定の効果を上げている地域が

ある。それは、フェーズフリー (Phase Free Concept: PFC) という考え方を学校防災に導

入した徳島県鳴門市の取り組みである。鳴門市では、PFC という考え方を取り入れた防

災教育を、市内 25 箇所のの公立幼稚園・小中学校に導入し、児童生徒と教師の両方が、

主体的に防災に取り組める仕組みが構築されている。本博士論文 (以下、本論文という) 

では、PFC を応用した学校防災の取り組みを PFC 教育と呼ぶ。PFC 教育は、平時の授

業の質の向上が主目的で、それがそのまま災害時にも有効活用できることから、新たな

投資を必要とせずに、ふだん通りの授業を通じて防災教育の質を高めるという意味で、

行政が導入しやすいアプローチであるといえる。 

しかしながら、鳴門市における PFC 教育の普及は三つの疑問を抱かせる。第一に、防

災教育は学校教育における不可欠なカリキュラムの一部であるが、PFC とはもともと防

災教育としての位置づけがない。それにも関わらず、教師は主体的に PFC 教育を実施

するようになるのは何故なのか。第二に、防災教育のカリキュラムは、既に学習指導要

領の制度・枠組みに基づいて専門家が作成した教材が豊富に存在する。また、一般に教

師の防災教育に対する知識は、専門家と比べて高いと言えるものではないと考えられる。

それにも関わらず、教師が PFC 教育に沿った新たな教材づくりに取り組むのは何故な
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のか。第三に、一般に防災教育は、理科や社会などの防災と親和性の高い教科を中心に

実施されている。しかしながら、PFC 教育は音楽や図工、美術などの教科や、幼稚園も

含む幅広い学校種で実施できるのは何故なのか。このように鳴門市では、教育現場で培

われてきた個々人の知識が、共有され、集団の知識となるようなことが起きていた。ど

うしてこれが起きたのかという問いに対し、「教育委員会による知識マネジメントが教

師の主体性を誘ったことが主要因である」という仮説を立て、その検証を行った。この

仮説は、鳴門市においては PFC 教育を実施する個々の教師の知識が集団の知識になる

ように、知識の共有や活用（知識マネジメント）が行われていたとするものである。こ

こでの知識の共有や活用を促進したものは、フェーズフリーという新しい概念を説明す

る言葉 [Merkmal] であり、この言葉が現場における自律的な知識マネジメントを促進

したと考えるものである。 

 

1.2 本博士論文の目的 

 本論文の目的は、知識マネジメント研究に知覚標識 [Merkmal] という概念を位置づ

け、定義することで、個々の知識を集団の知識としてマネジメントするための新たな理

論モデルを説明することにある。具体的には、PFCという防災価値の概念を取り入れた、

防災教育の成功の要因を解明・検証することで、PFC という知覚標識が知識マネジメン

ト研究に適用可能であることを示す。知識マネジメントとは、組織の成員一人ひとりが

持つ知識や経験を蓄積・共有し、更に活用することで組織業務の効率化や、アウトプッ

トの向上を図る知識科学研究の枠組みである。 

一方、知覚標識 [Merkmal] とは、もともと生物学者であり哲学者である Uexküll (1934; 

1970) が提唱する環世界という考え方で使用されている言葉である。本論文における

Uexküll (1934; 1970) の引用は、日高・羽田による翻訳版 (岩波文庫, 2020) を採用する。

環世界という言葉の由来、意味については第 2 章で詳しく述べるが、一言で言えば主体

を中心とした相互作用を理解するための観念的な枠組みである。Uexküll (1934; 1970) の

思想は、環境とは周囲から与えられる世界ではなく、自ら創り出した世界であると捉え

ている。この中で [Merkmal] は、生物が獲物との接点を認識するための“しるし” とし

て位置づけられている。 

 環世界および [Merkmal] の考え方は、Vargo and Lusch (2004; 2016) が提唱するサービ

スを基盤とした交換の論理 (Service Dominant Logic: S-D logic) における環境の捉え方と

重なるところがある。なぜならば環世界では、生物が主観的に見ている世界を捉え、S-

D logic では人々の訓練と教育による世界を捉えている。だとすれば、環世界も S-D logic

も主体の実践知の範囲の問題を議論している。そこで本論文では、環世界 [Umwelt] と

S-D logic の視座を重ねて、主体の実践知を軸とするエコシステムの調整メカニズムを

探索していく。具体的には、環世界の議論で使用されている [Merkmal] という概念が、
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人々のサービス交換を誘う概念であるという仮説から、知覚標識をサービスエコシステ

ムにおけるイノベーションを生み出す様相その一つとして位置づける。そのために実証

研究によって  [Merkmal] の仮説、すなわちフェーズフリーが防災価値を表す 

[Merkmal] となって、これまで言語化されていなかった防災の考え方が現場の共通認識

として普及し、それが現場における知識の創造や共有、活用が自律的につながり、最終

的にそれらが制度という形で集団の知識となったという仮説を検証し、知識科学研究の

文脈で使用するための課題と可能性を検討したい。 

 なお、 [Merkmal] は観念対象を示す用語であるため、文脈が異なることによる解釈

の多義性という問題を含んでいる (田中, 2005, p.28) 。観念対象とは、「意思決定や共有

信念や意味のように、指示対象そのものがどこかにあるというわけではなく、むしろそ

れが何であるかを記述することによってのみ、その指示対象 (観念対象) が明らかにな

るという名詞群 (同) 。」である。そこで第 2 章において [Merkmal] という言葉の意味

と機能を、複数の日独辞典から整理し本論文で議論する [Merkmal] を定義しておく。 

 

1.3 問題の所在と背景 

1.3.1 防災教育の現状と課題 

 防災教育は単なる知識の取得だけではなく、実践的な訓練や地域との連携を通じて、

より効果的な防災意識を育むことに期待され、防災教育の実施をめぐる学校現場の実態

については、これまで数多の調査結果が公表されている。たとえば、教員の勤務実態に

ついては、全国の小中高 (計 2,700 校) の教員を対象とした「教員勤務実態調査 (令和 4

年度) の集計 (確定値) 」 (文部科学省, 2024) から確認できる。その調査によると、平

成 28 年度 (2016 年) の同調査と比較して全ての校種において在校等時間が減少したも

のの、主に授業、朝の業務、学習指導の時間の増加などにより、依然として長時間勤務

の教師が多い状況が報告されている。あわせて社会の急激な変化が進む中で、教師の働

き方を見直す動きが進んでいる。それでは多忙な学校現場が、いつ防災教育を行ってい

るのかについて文部科学省 (2018) の調査を確認すると、教科での実施が小学校で

55.5%、中学校で 56.2%、高等学校で 38.9%であり、とりわけ高等学校においてカリキュ

ラムの余裕がないことが示唆されている (図 1-1) 。 
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図 1-1 防災教育を実施する時間 

(出所 : 文部科学省, 2018 をもとに著者作成) 

 

このような状況において、文部科学省は 2002 年から総合的な学習の時間を導入し、

理科や社会などの既存の教科ではない形で防災を取り上げることを可能としている。し

かしながら、総合的な学習の時間は防災教育だけではなく、金融教育・法教育・環境教

育などが広く含まれるため、それらのテーマと防災教育の調整が課題となる。同様に、

学校行事にも入学式などの儀式的行事や遠足などの校外学習も含まれ、学級活動は清掃

や給食などの活動も含まれる。他方、2020年度以降に IT と英語が必修化されたことに

よって、各学校も防災教育の時間を確保することがいっそう困難となっている (文部科

学省, 2021c) 。 

防災教育を実践するための時間の問題に加え、防災教育の質の向上の面では児童生徒

の学年齢や地域の特性を踏まえた教材づくりも欠かせない。しかしながら、防災教育は

教科化されていないため、教師が入手可能な情報を頼りに自ら教材づくりを行っている

という現状がある。そのために、ポータルサイトや副読本などの公的な情報が豊富に提

供されている (国土交通省, 2024) 。たとえば、内閣府 (2016) の学習教材「防災まちづ

くり・くにづくり」、消防庁 (2013) の「わたしの防災サバイバル手帳」、国土交通省 

(2024) の防災教育ポータルサイト、気象庁 (2024) のワークショップ運営マニュアルな

どは教師の授業づくりを支援するものである。あるいは自治体が作成した事例集として

は、地震や火山噴火、洪水が発生する仕組みを教える理科の授業や、山に囲まれている、

海に近いというような特徴から、どのような災害が想定されるのかを教える地理の授業、

あるいは安全な行動を身につけさせるという体育の授業は、地域性を踏まえた授業づく

りを支援している。しかしながら、これらの教材は教師が防災教育に取り組む方法を読

み取ることができても、児童生徒の習熟状況に合わせた授業づくりの方法は示されてい

ない (藤岡, 2017) 。それに加え、防災教育で何を教えるかという面だけではなく、どう
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教えるかについては踏み込んでいない (岡田・矢守, 2019, p.245) 。 

教師の授業づくりの困難さについては、池田ほか (2021) による全国 2,217 校から収

集した指導案の内容分析の調査結果から裏付けることができる。指導案とは、教師が日

常の授業の実践に際して作成し、使用する文書であり、学習目標や使用教材、活動内容、

評価方法等を含む具体的な学習内容である。池田 (同) の調査によると、災害、教科、

学校種・学年によって取り組み方の偏りが見られたことや、対象災害の傾向として気象

災害を対象とした指導案が少ないことが明らかになった。この調査から池田 (同) は、

防災教育の質のバラツキが生じていることを指摘している。 

阪上・村田 (2019) は、防災研究がこれまでどのようなテーマを扱っているのかをレ

ビューした。それによると、防災の理論的研究や実践的研究ともに防災教育研究が東日

本大震災以降、増加傾向にあると報告している。たとえば、望月・村越 (2022) は、学

校における安全教育 (文部科学省, 2019) の調査結果から、公的なカリキュラムや専門

家が作成した教材が、教師の授業づくりに一定の効果を挙げていることを示唆している。

一方で、阪上・村田  (2019) が指摘するように、学習指導要領を含む防災教育の制度・

枠組みの研究は増加傾向にあるものの、防災教育を担う教員に焦点を当てた研究は依然

として少ないという議論もある。たとえば、全国の小中学校、高等学校の防災教育の実

情と課題について、アンケート調査 (n=376) を実施した柴田ほか (2020) によると、回

答した半数以上の学校が防災教育の難しさを感じている、やや感じていると回答してい

る (図 1-2) 。 

 

 
図 1-2 防災教育の難しさ  

(柴田ほか, 2020, p.28, 図 12) を転載 

 

小：n=101 

中：n=126  

高：n=149 
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防災教育の難しさとは、防災教育の時間がない、教職員の知識不足、生徒が積極的で

ない、良いかどうかわからない、実感の持たせ方がわからない、教材がない、という回

答が挙げられている。この調査の結果は、教育現場において発生しうる防災教育の取り

組みづらさを示唆するものである (図 1-3) 。 

 

 

図 1-3 防災教育の課題 

(柴田ほか, 2020, p.29, 図 13) を転載 

 

このような問題に対し、防災教育の教科化という考えが幾度となく議論されている。

今野 (2022) によると、防災教育の教科化は 2011 年度と 2014 年度の指導要領改定とと

もに検討されていた。しかしながら、文部科学省が各都道府県の教育委員会に対して実

施した「防災教育の教科化に関する調査」の結果から、防災教育が既存の教科での対応

が可能なこと、成績評価が困難なこと、全国の半数以上の都道府県が教科化に賛同しな

かったという理由によって、2017年度を境に教科化は見送られている。 

このように考えてみると、防災教育は学校安全の重要なテーマとして位置付けられ、

公的な制度と学校現場の努力を背景に実践されている。そして、防災教育の実践を支援

するためのコンテンツや教材も豊富に提供されている。しかしながら、社会の急激な変

化が進む中で、果たして学校現場主体の防災教育を維持できるといえるのか疑問である。 

 

1.3.2 防災教育と教育委員会 

防災教育は、教育委員会が策定する学校防災計画に基づいて展開される。PFC 教育も

学校防災計画の中に位置づけられ、鳴門市教育委員会が PFC 教育を推進している。そ

こで本節では、まず学校防災における教育委員会の位置づけ、および役割と機能を確認
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中：n=126  

高：n=149 
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する。教育委員会は、地域防災の目標と学校現場との橋渡しの役割を持ち、学校防災の

知識マネジメントを行う主体である。学校防災の充実に関する教育委員会の役割につい

て、防災業務計画 (文部科学省, 2023) を参照すると、次の三つの役割が示されている。 

第一に、学校に対する適切な指導・助言、避難所としての学校のあり方における関係

者との連携、第二に、災害時に必要とされる業務内容の整理や学校に対する避難所の指

定、第三に、災害発生後の関係部局との協議および連携である。そのための具体的な活

動としては、危機管理担当者研修会、地域と連携した学校安全教育の実施、あるいは学

校防災アドバイザーの派遣等がある。これらの取り組みを通じて、教育委員会は教師が

防災教育の目的を読み取れるように、防災教育の実施枠組みを提供している。ところで、

防災の専門家ではない教師が、教師が災害や防災教育の情報をどのように収集するのか

について、元吉 (2015, p.6) の調査によると、テレビやインターネット、新聞に次いで

学校での研修を頼りにしていることが確認されている。たとえば、各都道府県・政令市

教育委員会が作成した学校安全のマニュアル・手引等が 215 編、実践事例集は 48 編存

在し、それらの資料は教員研修等で活用されていることが示されている (文部科学省, 

2021b) 。他方、池田ほか (2021) は全国規模の調査によって、教育委員会が保有する

2,217 件もの防災教育の指導案を収集し、既存の防災教育教材の全体像を量的に明らか

にした。そして公的な教材を使用した授業が、防災教育の効果を高めていることが数多

の研究によって明らかになっている。このような状況から、従来の防災教育研究は、公

的なカリキュラムに基づいた制度的な防災教育の実施に光を当て、制度・枠組みの作り

手の視点を軸に展開されている。これに対して、本論文は教師の主体性を引き出す知識

マネジメントに光を当て、防災教育の担い手の視点を軸に議論を展開したい。そこで次

項では、本論文が調査対象として取り上げる PFC の概念、および PFC を教育サービス

に応用した PFC 教育について説明する。 

 

1.4 フェーズフリー 

フェーズフリー (Phase-Free Concept: PFC) とは、フェーズ (phase: 時期、段階、局面) 

と、フリー (free: 開放する) を組み合わせた造語で、平時に使用しているモノやサービ

スを災害時にも活用するという意味を持つ。この新しい用語は、2014 年に社会起業家

の佐藤唯行によって提唱された。PFC は、製品やサービスに対する認証制度、表彰制度

や、取り組みに賛同するサポーター制度、EC サイトを運営する一般社団法人フェーズ

フリー協会が、製品やサービスの社会実装による普及を目指している 

(https://phasefree.or.jp/) 。フェーズフリー協会は PFC の考え方を、フェーズフリー5 つの

原則 (以下、PFC の 5 原則) として体系化している。表 1.1は、PFCの 5 原則とそれぞ

れの原則に対応する製品やサービスの評価項目を示している。 
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表 1.1 フェーズフリーの 5 原則と評価項目 

(出所) フェーズフリー協会 (2024) をもとに著者作成 

 
 

 

企業や自治体は、PFC の 5 原則に基づいた製品や公共施設、サービスを生成すること

で消費者 (市民) の理解を得やすくなる。そのために PFC の合理性を示すために PFC

認証を表示することができる。2024 年 1 月現在、PFC 認証を取得して製品やサービス

の付加価値向上に活用している企業は 48 社ある (付録) 。また、PFC を市の防災計画

に導入し、地域ぐるみで PFC に取り組んでいる自治体は、鳴門市と東京都調布市があ

る。このように PFC は、日用品や公共施設などのモノを対象とした応用が広がってい

るが、PFC は教育のようなサービスにも応用できるものである。鳴門市教育委員会が展

開する教育のフェーズフリー (以下、PFC 教育という。) は、全国で初めて PFC を学校

防災に応用した先行事例である。PFC 教育は、学校現場における防災教育の取り組みづ

らさの解消に一定の成功をおさめている。 

 

 

1.5 フェーズフリーと学校防災 

 鳴門市による PFC を導入した学校防災の事例について説明する。鳴門市は、四国の

東部、徳島県の東北端に位置し、鳴門海峡を隔てて淡路島に対峙している。同市の面積

は 135.66ｋ㎡、人口は 54,736 人 (2022 年 12 月末) である (鳴門市, 2023a) 。この地域

は南海トラフ巨大地震の発生が高い確率で想定され、中央構造線断層帯による地震の可

能性、および津波による浸水や直下型地震による危険にさらされている (内閣府, 2014) 。 

日常時の汎用性 場所 Where・時 When・対応課題 Why・対象 Who

非常時の汎用性 場所 Where・時 When・対応課題 Why・対象 Who

日常時のQOL影響能力 日常時の課題に対するQOL向上の影響能力が高い

非常時のQOL影響能力 非常時の課題に対するQOL向上の影響能力が高い

機能面のデザイン 日常に利用したいと感じる機能的価値をもったデザインである

情緒面のデザイン 日常に利用したいと感じる情緒的価値をもったデザインである

入手容易

販売容易 製造、輸送、保管等をる久米、販売の困難性が低い

方法理解 直感的に利用の仕方が分かるデザインである

場面理解 直感的に使う場面（シーン）が分かるデザインである

限度認識 使用限界、消耗、交換時期が分かりやすい

災害想起

開発促進

意識向上

新規創生

価値共有

フェーズフリー5つの原則 フェーズフリーの評価項目

01 常活性

日常時だけでなく、非常

時にも快適に活用するこ

とができる

汎用性

有効性

02 日常性

日常の暮らしの中で、そ

の商品やサービスを心地

よく活用することができ

る

日常において、同じ対応課題が設定されている商品と比べて

手に入りやすい商品である

03 直感性

使用方法や消耗・交換時

期などが分かりやすく、

誰にも使いやすく利用し

04 触発性

フェーズフリーな商品・

サービスを通じて、多く

の人に安全や安心に関す

る意識を提供する

利用者が災害に対するイメージをより具体的に描けるように

なる商品・サービスである

利用者にとって、新しい商品・サービス開発のためのきっか

けとなっている

利用者同士で非常時の事前相談・ルール作成などの会話や行

動のきっかけとなっている

05 普及性

安心で快適な社会をつく

るために、誰でも気軽に

活用・参加できる

その利活用方法に新しさ、面白さを感じる商品・サービスであるか

利用者にとってハードルが高くない、シェアしやすくクール

な商品であるか
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また、鳴門市が直面する課題として人口減少は防災の財源と担い手の減少に直結する1。

近年の人口減少と防災対策の資本減少は、地方都市の喫緊の課題である (中川, 2021) 。 

このような背景から、鳴門市は平成 29 年度の『平成 30 年鳴門市地域防災計画：2018

年 2 月 8日発令) 』 (鳴門市, 2018a; 2018b) において、地域防災の強化および質の向上

を目的として、PFC を重点取り組み課題として導入した。具体的には、まず『鳴門市立

地適正化計画 (令和 5 年度) 』において PFC を防災指針として展開し、次に公共施設に

おける PFC の実装をおこなった (鳴門市, 2022; 2023b, p.55) 。たとえば、公共施設であ

る道の駅「くるくるなると」は、鳴門市の津波避難場所に指定され、海に面したフェー

ズフリーな道の駅として 24 時間開放されている。敷地の中の緑の坂と呼ばれる緩やか

なスロープは、普段は親子連れなどがソリで滑り降りて遊ぶ場所であるが、非常時には

高齢者が高い所まで避難しやすい構造になっている。このように普段は遊び場、いざと

なったら避難経路というように、単なるスロープに非常時と日常時の両方に役に立つ機

能が埋め込まれている。また、道の駅で販売されているお土産や食料品は、非常時の備

蓄用食料として使用される仕組みが構築されている。 

このように、日常と非常時の 2つの局面で役に立つ機能を発揮する PFCの考え方は、

既存の資源を再利用して防災対応力の維持・強化を図ることを可能とし、しかも大きな

投資を伴わずに防災対応力の維持・強化につながることから、限られた財源で市民の安

全を守る手段として、行政が取り組みやすい構造になっている。鳴門市において、PFC

はまず公共施設に導入され、続いて教育サービスに応用された。教育サービスの具体的

な応用は、2021 (令和 3) 年度に鳴門市教育委員会が策定した「学校防災の取り組みにお

ける重点事項」の中に示された PFC の学校教育への導入を端緒としている。PFC を応

用した防災教育の合理背が、行政によって保証されると、次に教育委員会の下に PFC 教

育を実施する仕組みが整備され、続いて公立幼稚園・小中学校において教師が PFC を

組み入れた防災教育を実施するようになった。 

 

1.5.1 鳴門市の挑戦 

 鳴門市は、2018 年に公布した「地域防災計画 (鳴門市, 2018) 」の中に PFC の考え方

を導入し、市庁舎や道の駅などの公共施設の設備で PFC を導入している (秦, 2021; 鳴

門市, 2022, p.83) 。教育サービスへの PFC の導入は、学校防災計画 (鳴門市教育委員会, 

2018) の中で、教育委員会が PFC の合理性を保証したことを皮切りに、学校現場に PFC

が周知され、教師の授業づくりに取り入れられるようになった。PFC教育の実施により、

 
1 鳴門市の総人口は 1995 (平成 7) 年の 64,923 人をピークに減少傾向にあり、2020 年 (令和 2

年)の国勢調査では 54,622 人となっている (鳴門市, 2023a) 。また生産年齢人口 (15～64 歳) 

は、1990 年の 43,008 人をピークに減少傾向が続いており、1995 年 (平成 7 年) から老年人口

が年少人口を上回っている (鳴門市, 2015) 。 
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防災教育の時間がない、教職員の知識不足等の防災教育現場の課題が解消されているこ

とに加え、児童生徒の学力向上と、教育の質 (QOS) の向上にもつながることが示唆さ

れている (谷村, 2022; Shimbo et al, 2022) 。しかしながら、防災教育現場に携わる教育

委員会や教師が、さまざまな知識をどのように総動員して創意工夫を行い、PFC 教育を

実施するのかという、防災教育の質向上に向けた知識マネジメントについては学術的に

まだ明らかではない。

 

1.5.2 フェーズフリー教育の具体例 

PFC 教育には次のようなものがある。算数の授業では、津波の速度を取り上げ津波が

50m進む速さと児童が 50mを走るときの速さを比較している。このようにすることで、

児童は速さの概念を具体的に理解するだけでなく、津波の速度が予想以上に速いことを

体感することが可能となる。これは速度の概念を理解するという算数の授業の目的を達

成すると同時に、防災に関する知識を獲得できる仕組みである。表 1.2は、PFC 事例集

から抜粋したコンテンツを示している。 

PFC 教育のように、平時の授業の質の向上が主目的で、それがそのまま災害時にも有

効活用できるという手法は、既に各地の防災教育の副読本にも掲載されている。たとえ

ば、呉市教育委員会は「防災教育のための手引き」の中で、地域が直面する土砂災害の

危険を踏まえて、「土石流が到着するまでの時間を計算で求めることができる」という

学習項目を掲載している (呉市教育委員会, 2018, p.9) 。しかしながら、これらの手引書

は教科書の内容理解を優先しがちであり、児童生徒や教師が取り組みたくなるようなテ

ーマが軽視されてしまうことが少なくない。これに対して PFC は、現場教師の得意分

野の知識を再利用するため、児童生徒にとって効果的な教育を実践できる可能性が高い。

また、PFC の考え方は「フェーズフリー5 つの原則」として体系化され、明文化されて

いるため、従来の理科や社会、体育など一部の教科ではなく音楽や国語、図工など幅広

い教科で応用できるのである。 

鳴門市教育委員会は、全教職員から収集したコンテンツを、「いつもともしもがつな

がる学校のフェーズフリー (鳴門市教育委員会, 2021) 」 (以下、PFC事例集という) に

まとめた。PFC 事例集に掲載されているコンテンツは、教職員が自らの得意分野の知識

を総動員して作成したものである。PFC 事例集は、令和 2 年度文部科学省委託の「学校

安全総合支援事業」の下に冊子として発刊され全教職員に配布されている。こうした学

校防災の取り組みは、優れたフェーズフリーの製品・サービスを表彰する「フェーズフ

リーアワード 2021 (フェーズフリー協会主催) 」の事業部門で金賞を受賞している。 
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表 1.2 フェーズフリー教育のコンテンツ 

(出所) 鳴門市教育委員会 (2021)をもとに著者作成 

 

教

科 

単元 目標 フェーズフリーの視点から考える手立て 

算

数 

速さ 速さの概念や、速さ・道の

り・時間の求め方などを理

解する 

津波の速さや到達までの時間などを問題に織り込む。津波

は陸上を時速 36km、100m を 10 秒で進む。 

音

楽 

発声練習 頭声発声により、やわらか

できれいな大きな声を出す 

無理のない発声の仕方で、遠くまで届く大きな声を出すこ

とができるようにする。 

国

語 

慣用句 慣用句の意味や使い方を辞

書で調べ短文づくりをする 

「念には念を入れる」などの非常時に役立つ例題を加え、

慣用句に込められた先人の教えを知ったり、短文づくりを

したりしながら、慣用句をより身近な生きた言葉として学

ぶ。 

社

会 

県の地図

を広げて 

県の地図から「山が多い」

「大きな川がある」「海が近

い」などの土地の特徴に気

づく 

条 件 か ら 起 こ り う る 自 然 災 害 に つ い て 考 え る 。      

自分の地域の特徴を踏まえた適切な避難のしかた等につ

いて考える機会とする。 

 

 

1.5.3 フェーズフリー教育の実施枠組み 

鳴門市における防災教育への PFC の導入は、教育委員会が旗振り役となっている。

校長会・教頭会における周知や、教員研修、自主防災会との連携を後押しとして、全て

の公立幼稚園・小中学校で実施されている (図 1-4) 。 

 

 

図 1-4 フェーズフリー教育の実施枠組み 

(出所) 著者作成 

家
庭
・
地
域

  ・  

   

      

     

      

知識の蓄積

ふだんの授業

授業   

     

  

  
    

    

フェーズフリー  

の推進

フェーズフリー
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図 1-4 に示す左上枠の教育委員会は、「主体的な姿勢で防災に向き合い、家庭や地域

ととともに自分の命を自分で守る子どもの育成」という目標を掲げて PFC 教育を推進

する。左下枠の教師は、PFC を使ってふだんの授業に防災の意味付けを行う。そして中

央の枠は、教師がふだんの授業で、得意分野の知識を再利用して PFC教育を実施し、新

しい教育実践の知識として蓄積することを表している。その結果、児童生徒と教師の両

方に防災を自分事として捉える姿勢が生まれるとともに、PFC が家庭や地域にも広がる

というものである。PFC教育の最大の特徴は、防災の専門家ではない教師でも、得意分

野の知識を活かして授業づくりを実施できること、そして個々の教師が作成した PFC

教育のコンテンツが、結果が学校種・教科の枠を超えて広がっていることである。 

一般に教師の防災に対する知識は、専門家と比べて高いと言えるものではないものの、

多忙な教師がふだんの授業の中で PFC 教育のコンテンツを生成し実施できるのは何故

なのか。また、PFC は教師にとって新しい概念であるため、PFC 教育の実施方法を学ぶ

ために教師の校務負荷を増やす可能性がある。それにも関わらず、教師が主体的に PFC

を使用するのは何故なのか。 

PFC 教育が、教育委員会による教師への働きかけによって実施されている事実を踏ま

えると、教育委員会の知識マネジメントという観点から、PFC 教育が実施される要因を

検証する余地がある。 

 

 

1.6 リサーチクエスチョンと仮説 

 PFC 教育は、PFC の合理性を教育委員会が保証したことを端緒としている。しかしな

がら、PFC 教育の合理性という論点だけでは、PFC 教育が学校教育の現場で制度化する

要因を説明できないと考える。その論点は三つある。一つ目が、防災教育は、学校教育

における不可欠なカリキュラムの (公的カリキュラム) の一部であるが、PFC には、も

ともと防災教育としての位置づけがないこと。二つ目が、既存の防災教育の時間は維持

されたまま PFC 教育が実施されていること。三つ目が、特定の学校種や教科の枠を越

えて全ての公立幼稚園・小中学校で PFC 教育が実施されていることである。以上の 3 つ

の論点を踏まえ、本論文では、PFC 教育の実施における教師の授業づくりと実施におけ

る主体性に注目した。ここで教師の主体性に影響を与える、教育委員会の知識マネジメ

ントの要点を整理するために、次のメジャーリサーチクエスチョン  (Major Research 

Question: MRQ) および 3 つのサブシディアリーリサーチクエスチョン  (Subsidiary 

Research Question: SRQ) 、そして研究仮説を研究課題として設定した。 

 

(メジャーリサーチクエスチョン)  

MRQ：なぜ鳴門市の学校防災でフェーズフリーが制度化できたのか。 
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 (サブシディアリーリサーチクエスチョン)  

SRQ1 : 教師の主体性に影響を与えるフェーズフリーの特性とは何か。 

SRQ2 : 教師の主体性に影響を与える教育委員会の知識マネジメントには、どのような

ものがあるのか。 

SRQ3: 教師の主体性と教育委員会の知識マネジメントは、どのように発揮されるのか。 

 

(仮説)  

教育委員会の知識マネジメントが鳴門市のフェーズフリー教育の制度化に影響を与え

た。すなわち、フェーズフリーという言葉が [Merkmal] となることで、学校教育のエコ

システムにおける知識マネジメントが進み、その結果、個々の教師の知識が制度化を通

じて、集団の知識となった。 

 

以上の研究課題を解決するために、本論文ではフェーズフリー教育の実施メカニズム

を調査、分析する。この一連の検討を通し、知識科学研究の枠組みに知覚標識 [Merkmal]

という概念を定義することを目指すものである。本研究が構築する [Merkmal] は、知

識科学研究の世界観を下支えする重要な要素としても、なかんずく効果的な防災教育の

実施に影響を及ぼす強力な要因となりうると考えている。この要因を解明するために、

本論文は Vargo and Lusch (2004) で使用されている制度化 (institutionalization) という用

語を用いて、PFC 教育の広がりを理解する。制度化とは、Vargo and Lusch (2004; 2016) 

が提唱するサービス・ドミナント・ロジック (Service Dominant Logic: S-D logic) および

サービスエコシステムの世界観において、人々のサービス交換が実現している状態を意

味している。制度化の定義は、Lusch and Vargo (2014, p.18) を参照する。 

 

「制度化 (institutionalization) とは、概念、意味、規範的行動を共有することである。

そしてゲームのルールを提供することで協調を可能にする。また、人間の限られた計算

能力に負担をかけることなく、「考え」、「伝え」、「行動する」ことを可能にする。(Lusch 

and Vargo, 2014, p.18) 

 

なお、本論文における  (Lusch and Vargo, 2014：SERVICE-DOMINANT LOGIC: 

PREMISES, PERSPECTIVES, POSSIBILITIES, Cambridge University Press.) の引用は、庄

司・田口による翻訳、井上監訳版 (『サービス・ドミナント・ロジックの発想と応用』

同文舘出版, 2016.) を採用し、以降 (Lusch and Vargo, 2014= 2016) と表記する。また、S-

D logic の世界観およびサービスエコシステムは第 2 章で詳しく説明する。 
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1.7 本博士論文の構成 

本博士論文は 7章から構成される。第 1章 (本章) では、本論文の問題意識を説明

しリサーチクエスチョン (RQ) と仮説を設定した。 

続く第 2章は、RQ：なぜフェーズフリー教育が制度化できたのか、を理解するため

の理論編である。第 2章のはじめに PFC の考え方と重なる生活防災 (矢守, 2005) の概

念について触れ、読者の誤解のないように生活防災と PFC の類似点と相違点を明確に

しておく。その後に、問い (RQ) に関連する研究分野として、防災教育研究、サービ

ス研究、行動変容研究、環世界の 4 つの論理を順に調査する。まず防災教育研究で

は、日本国内の防災教育の事例研究を中心に調査する。先行研究から日本の防災教育

研究の特徴は、公的なカリキュラムをベースとした制度・枠組みの作り手側の視点か

ら防災教育を理解し、公的カリキュラムに従うことが防災教育を客観的に理解してい

ると捉えている。これに対して、本論文は教師の主体性を引き出す知識マネジメント

をベースとした防災教育の担い手の視点から議論することを述べる。そして防災教育

の担い手の視点を捉える理論として、Thornton (2004) の教師のゲートキーピング理論

を援用し教師の主体的な授業づくりのプロセスを理解する。 

次に、サービス研究を調査する。サービス研究とは、サービス (知識・能力) が生

成され共有される論理についての研究である。本論文では(Lusch and Vargo, 2014= 

2016) によるサービス・ドミナント・ロジック (S-D logic) の世界観を理解し、本研究

が S-D logic のレンズを使用する理由と、S-D logic を構成する公理と基本的前提 

(Fundamental Premises: FP ) を説明する。S-D logic では、サービスエコシステムと呼ば

れる交換の範囲の中で、交換の主体と客体とのサービスがどのように行われるのかを

捉える。その際に個人は既存の制度に従う一方で、自身の信念 (サービス) に基づい

て意思決定を行うと捉えている。ここでは、制度とサービスの 2つの概念が交換に影

響を及ぼすと理解し、それを FP11「価値創造はアクターが創造した制度、制度配列を

通じて調整される (Lusch and Vargo, 2014= 2016, p.46」として理解する。一方で、 

Vargo and Lusch (2017) 自身が、S-D logic によってすべての交換が説明できるわけでは

ないと認めているように、FP11 は、人々が既存の制度とサービス (知識・能力など) 

をどのように調整し、自らの行動を正当化することの説明はなされていない。ただ

し、これまでの S-D logic 研究によって、FP11 が追加されていることを鑑みると、サ

ービスエコシステムの中に制度とサービスを調整する何らかの概念が存在する可能性

がある。そこで本論文では、S-D logic およびサービスエコシステムの枠組みのもと

に、PFC 教育が鳴門市で制度化されるプロセスを議論する。 

続いて、PFCと教師の行動変容の関係を調査する。PFC 教育は教育委員会が合理性

を保証しているが、PFCを授業づくりに活かすかどうかは教師の主体的な行動に依拠

するものである。そこで、教師が PFC教育を実施する要因を捉えるために、既存理論
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から仕掛学の理論 (松村, 2013; 2016) を援用する。仕掛学とは、人々の行動変容を促

す要素を体系化したものである。仕掛学の特徴は、従来の従来の選択肢を残したま

ま、新たな行動の選択肢を追加し優先順位を上げることが、行動変容につながると考

えている。その意味で、PFC は一つの対象に 2 つの価値がある特殊なサービス価値創

造の事例であり、この特殊性を強調するために仕掛学の考え方を参照する。さらに、

行動変容研究の基礎研究まで遡ってナッジ理論 (Thaler and Sunstein, 2009) と仕掛学の

関係を説明する。また、人々の購買行動からマーケティング分野では知覚品質 (薄井, 

2011) という言葉がある。そこで知覚品質と知覚標識の違いも説明に加える。  

 そして、先行文献のレビューの最後に環世界の論理を説明する。ここでは、環世界

における知覚標識 [Merkmal] という概念が、どのような学問分野でどのように意味づ

けられ、使用されているのかについて複数の日独語辞典をもとに整理し、本論文で定

義する [Merkmal] という言葉の基礎を築く。さらに PFC という話し言葉の特性にも注

目し、音の知覚標識 (Uexküll, 1934; 1970= 2020, p.128) についても確認する。他方、環

境と生物の関係については、Gibson (1979; 2014= 佐々木, 2015) によるアフォーダンス

の論理がある。そこで、アフォーダンスにおける環境の捉え方と、本論文が述べる知

覚標識 [Merkmal] の関係を踏まえておく。第 2章の最後に、本研究の問いと仮説の適

用範囲を設定する。本論文は単一埋め込みケーススタディ設計 (embedded case study 

design; Yin, 2018, pp.51-53) を採用するが、PFC 教育の制度化という特定の事例から知

識マネジメント研究の論理を導出しようとするために、中範囲の理論 (Merton, 1936; 

1968) およびMerton (同) を解説した保城 (2015) を援用する。 

第 3 章では、実証研究のデータ収集と分析方法を述べる。鳴門市の関係者に対する

インタビューおよび公的ドキュメントを中心とした質的データを収集する。 

続く第 4章では、分析結果を述べる。本博士論文では、Braun and Clarke (2022) によ

る再帰的テーマティックアナリシス法 (Reflexive Thematic Analysis Method : TA) およ

び、田村 (2023) による出来事生起表から、PFC教育の制度化を促進する知識マネジ

メントの要点を導出する。前者は質的研究におけるデータ分析手法の一つであり、後

者は、PFC 教育の制度化に関連するトピックを時系列に整理したものである。そして

第 4 章の最後に、PFC 教育の制度化プロセスの定式化を行ない、教育委員会による知

識マネジメントの要点を提示する。 

第 5 章では、本論文の仮説である、PFC 教育の制度化と教育委員会の知識マネジメ

ントとの関係性について考察する。PFC 教育は、個々の教師の主体的な授業づくりが

鍵となるが、教職員の異動や社会状況の変化によって取り組みが中断しないような仕

組みづくりが鍵となる。本章では、PFC 教育が学校種や教科観の壁を越えて複製され

る仕組み、および教師の知識・能力構築の具体的な方法についても検討する。これら

の考察によって PFC教育の本質を捉える。すなわち PFC とは、既に存在していたもの
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の今まで気づかれていなかった防災教育のニーズを捉えたものであり、PFC が公的な

カリキュラムにはないからこそ、教師が自由に PFC 教育に取り組める環境が作られ、

その結果、主体的な授業づくりと理想の授業の実現、そして教師の満足につながって

いることが示唆された。このプロセスでは、PFCという言葉が教師同士の文脈をつな

ぐ [Merkmal] となっていることを述べる。この考察は、PFC教育の成功を説明するた

めの理論的な根拠を示すと同時に、その持続可能な条件を提示することにもなる。 

結論となる第 6章では、RQ の答えを明示した後に、 [Merkmal] についてより具体的

に考察する。まず PFC 教育が授業の質を維持し、学校種・教科の壁を越えて再現できる

ためには、教師同士を無意識にサービス交換に誘う“しるし”が必要である。そのしるし

が、PFC という [Merkmal] でありサービスエコシステムにおける資源密度を高める要

点であると結論した。そして、最終的には防災教育における知識マネジメントの実践モ

デルとして、サービスエコシステムの調整モデル  (Coordination Model of Service 

Ecosystem: CMSE) を構築する。このような考察を通じて、知識マネジメントにおける 

[Merkmal] の機能と役割を提示するとともに、サービス研究の文脈に [Merkmal] を位

置づける。最後の第 7 章では、インプリケーションと残された課題を述べる。以上の議

論から、本論文を構成する各章の流れを (図 1-5) として整理した。 
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図 1-5本博士論文の構成と流れ 
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1.8 用語の定義 

 本博士論文は、サービス研究および、行動経済学、社会科教育学、環世界という異な

る分野を横断しているため、それぞれの分野で使用されている用語を定義しておく。併

せて、本博士論文が使用するテーマティックアナリシスの用語は Braun and Clarke (2022) 

を参考に定義する。 

 

1.8.1 サービス研究 

サービス研究に関する用語は(Lusch and Vargo, 2014= 2016) 、および Vargo and Lush 

(2016) 、井上 (2021) 、野中・竹内 (2020) [1996] を参考に次のように定義する。 

 

アクター (actor)  

サービスエコシステムの中で、サービス交換に関与する行為者。アクターの実体 

(entities) はすべて資源統合とサービス交換を行う (井上, 2021) 。 

エンゲージメント (engagement)  

特定のサービス・リレーションシップにおいて、焦点エージェント／対象 (たとえ

ばブランド) とのインタラクティブで共創的な顧客経験によって引き起こされる

顧客特有の心理状態 (Brodie et al., 2011, p.258; 井上, 2021, p.124)。 

オペランド資源 (operand resource)  

サポートを手にするためにアクターが働きかける大賞としての資源 (井上, 2021, 

p.6) 。 

オペラント資源 (operant resource)  

効果を生み出すために他の資源に働きかける大賞としての資源。無形のナレッジや

スキルを指す言葉 (井上, 2021, p.6) 。オペラント資源は、Arnould et al.,(2006, pp.93-

94) によって 3 つの資源として分類されている。感情や知力・体力を含む身体的オ

ペラント資源、他社との関係性のネットワークを含む社会的オペラント資源、専門

化されたナレッジとスキルを含む文化的オペラント資源である。 

サービス (service)  

別の実体 (entity) または entity 自体の利益のための行為、プロセス、およびパフォ

ーマンスを通じた専門的な能力 (知識とスキル) といった資源を使用すること。

(Lusch and Vargo, 2014, p.12, p. 56= 2016, p.14, p.65) 。 

サービスエコシステム (service-eco-system)  

共有された制度配列とサービス交換による相互の価値創造によって結びついた、資

源統合アクターの比較的自己完結型の自己調整システム(Lusch and Vargo, 2014, 

p.24= 2016, pp.10-11) 。サービスによる交換の枠組みを意味する用語で、サービス 
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(service) とエコシステム (ecosystem)という言葉を掛け合わせた造語である。エコ

システムとは、文字どおり生態系という意味のエコシステム (ecosystem) を価値シ

ステムとして比喩的に用いたものである。 

サービス交換 (service exchange)  

サービスエコシステムの枠組みの中で、アクター同士が資源 (知識やスキル) を交

換すること。 

制度 (institution)  

行動を可能にしたり制約したり、また社会を予測することを可能にしたり、意味あ

るものにしたりする、人によって作られたルール、規範、信念 (Vargo and Lusch, 2016, 

p.11) 。人的に考案された統合可能な資源を具現化したもの。価値共創プロセスを

理解するのに不可欠な要素 (Lusch and Vargo, 2014= 2016, p.17) 。 

資源 (resource)  

有形材あるいは無形財がどのように扱われるのかあるいは使われるになるのかに

ついての関数 (井上, 2021, p.6) 。有形財あるいは無形財がどのように扱われるのか

あるいは使われるようになるのかについての関数であり、モノ自体の関数ではない。 

資源統合 (resource integration)  

市場向けの源泉、民間および公共の源泉から得られた資源の統合を行うアクターの

役割 (Koskela-Huotari and Vargo, 2018) 。 

知識 (knowledge)  

正当化された真なる信念 (justified true belief) (野中・竹内, 2021, p.36) 。 

ナラティヴ (narrative)  

S-D logic を生み出す世界観、解釈の枠組みとしての物語 (井上, 2021, p.46) 。 

ベネフィット (benefit)  

価値のことであり、ある特定のアクターの福利の増大。(Lusch and Vargo, 2014= 2016, 

p.66)  

 

1.8.2 行動経済学 

行動経済学の観点から行動変容に関する用語は松村  (2015) 、Thaler and Sunstein 

(2009; 2021) およびその邦訳 (2022) を参考に次のように定義する。 

 

仕掛け (shikakeology)  

社会的または個人的な問題を解決するための行動変容の具体化されたトリガ 

(Matsumura et al, p.419) 。 

ナッジ (nudge)  

「選択を禁じることも、経済的なインセンティブを大きく変えることもなく、人々
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の行動を予測可能な形で変える選択アーキテクチャのあらゆる要素」 (Thaler and 

Sunstein, 2009; 邦訳, 2022 ) 。 

損失回避性 (loss aversion)  

人は損失を、より避けたがること。 

 

1.8.3 社会科教育学 

社会科教育学に関する用語は Thornton (2004) とその邦訳 (渡部ほか, 2012)、および紙

田 (2023) を参考に次のように定義する。なお、本論文における Thornton (2004) の引用

は、渡部ほか (2012) による翻訳版 (春風社, 2012) を参照し、以降の引用を (Thornton, 

2004= 2012) と表記する。 

 

授業観 (teachers perspective on teaching)  

学習や指導に対して内的に持っている教師の信念。 

教育目標 

学習指導要領に基づく授業の到達目標。 

カリキュラム (curriculum)  

学校教育などで学習活動のために準備された教育の内容を目的や段階に応じて配

列したもの。教育課程。 

カリキュラムの決定 (curricular decisions)  

適切な指導目標とそれに到達するための経験の決定と定義 (Thornton, 2004, p.1) 。 

教師のゲートキーピング (teachers gatekeeping)  

教師によるカリキュラムや授業の主体的な調節者としての働き (堀田ほか, 2012, 

p.25) 。 

カリキュラム調整力 (紙田, 2023)  

用意されたカリキュラムや教材を自らの授業観に基づいて組み替える授業設計力。 

主体性  

自分事として取り組む姿勢。 

自律性  

裁量を与えられて取り組む姿勢。 

学校生活 

学校における一定の時間と一定の空間において展開される人間的行為の全体。 

なお、生活概念については、学術的にもさまざまに議論されているが本博士論文で

は三浦 (1986, p.27) による生活の定義から学校生活を理解する。 
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1.8.4 環世界 

環世界に関する用語は、Uexküll (1934; 1970) とその邦訳 (日高・羽田, 2005; 2020)、

および中島 (2012) を参考に定義する。 

 

環世界 (Umwelt) 

環境とは人間が動物たちの周りに広がっていると思っている環境 (Umgebung) で

はなく、動物自身が作り上げられた知覚物で埋め尽くされた世界 (Umwelt) である

という見方、考え方  (Uexküll, 1934; 1970= 2020, p.28） 。 

知覚世界 (Merkwelt） 

身体が知覚するものはすべて知覚世界のもの ( (Uexküll, 1934; 1970= 2020, p.7) 。あ

らゆる生き物はそれぞれの感じた世界を捉えその生き物ならではの世界で生きて

いるという考え方。  

作用世界（Wirkwelt)  

我々が作用するものは全てその作用世界になる ( (Uexküll, 1934; 1970= 2020, p.7) 。 

知覚標識 (Merkmal)  

感覚器によって知覚される世界と、身体を使って働きかける世界を連動させるため

の概念 (p.18) 。 

トーン (Tone)  

音の知覚標識のこと (Uexküll, 1934; 1970= 2020, p.128)。Tone は、ギリシア語のトー

ノス (弦を引っ張って楽器を調律する) に遡る言葉。Ton は音律、音調、旋法を意

味する。 

 

1.8.5 再帰的テーマティックアナリシス 

再帰的テーマティックアナリシスに関する用語は Braun and Clarke (2022, p.283-297) 

および、Braun and Clarke (2006; 2016, 2019; 2021) を参考に定義する。 

 

コード 

分析ツールであり、アウトプットである。リサーチャーがデータに体系的に関与す

ることで得られた分析的洞察を捉える。コードとはテーマティックアナリシスにお

けるテーマの構成要素である。 

コーディング 

コードとコードラベルを使用して、リサーチクエスチョンに関連するデータの (潜

在的な) 意味を捉えるプロセス。 

コードレベル 

コードによって捉えられた分析的アイデアとデータの意味を簡潔に要約したフレー



23 

ズ。 

テーマ 

似通った意味や概念を持つコードを分類し分析的な洞察を加えたもの。少なくとも

一部の定性データセットにわたってパターン化された、共有された多面的な意味で

ある。中心的な組織化概念またはアイデアによって統合された、いくつかの関連す

る分析的洞察をカプセル化して導出する。 

コードブック 

二構造化されたコードまたはラベルの集合で、データの分析、または (ある程度の) 

データの習熟後に差育成されたデータに適用される。コーディングは通常、テーマ

の開発の前段階というよりも予め決められたテーマにデータを割り当てるプロセ

スとして概念化される。コードブックは、コード化されたデータを図表化し、マッ

ピングし、表示するために使用することもできる。 

セマンティックコード 

データの表面的または明白な意味を捉えるコード。テーマに結びつく意味的コード

としてデータの表面的または明白な意味を捉える。 

潜在的なコード 

データに含まれる暗黙的な意味や、表立った明白な意味を文字通り「意味づける」

ための基礎となる概念を捉えたコード。ただし (心理学者によって) 無意識の意味

を指すとされることもあるが、一般的にこの用語の意図は異なる。 
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第2章  先行研究 

2.1 学校防災における知識マネジメント 

本章では、リサーチクエスチョン「なぜ鳴門市の学校防災で PFC 教育が制度化でき

たのか」と知識マネジメントに関連する先行研究を調査する。 

本章は 9つの項から構成される。まず本項 (第 1項) で本章の構成を述べる。第 2 項

では、フェーズフリーという概念と混同される「生活防災 (矢守, 2011)」についてレビ

ューする。生活防災は、ふだんの生活の中に防災にも役立つ備えを埋め込んでおくとい

う考え方である。このアプローチは、PFCの思想と重なるものであるが、PFC と生活防

災はその普及と啓発において本質的な思想が異なっている。そこで両者の思想を混同し

ないように、それぞれの考え方の相違点を明確にしておく。 

次に第 3 項から第 6 項では、知識マネジメントに関連する 4 つの先行研究を議論す

る。まず第 3 項では、防災教育研究をレビューする。これまで多くの研究者が学習指導

要領に基づいた防災教育の実施を調査し、それらのカリキュラムが教育の質の向上に影

響を与えることを示唆している。しかしながら先行研究では、防災教育の授業づくりで

発揮される教師の創意工夫と、教育委員会の知識マネジメントの関係を検証したものは

見当たらない。この先行研究の穴を埋めるために、本論文では教師の主体的な防災教育

の授業づくりに注目し、既存研究から教師のゲートキーピング理論 (Thornton, 2004= 

2012) によって PFC の実施を理解する。そして第 4 項ではサービス研究をレビューす

る。PFC 教育は、教員レベルの PFC への理解に沿った防災教育法の工夫が知識として

集積されることで、学校種や教科の壁を超えて市内全域で防災教育の実施に成功してい

る事例である。そこで本論文では、教師の知識や能力というようなサービスを基盤とす

る交換の世界観から PFC 教育の制度化を理解する。そのための方法として、サービス・

ドミナント・ロジック (Service-Dominant Logic: S-D logic) の論理を援用する。ここでは

S-D logic の公理と基本的前提 (FP) を踏まえ、交換の基盤となるサービスエコシステム

の枠組み、および公理 5、基本的前提 11 の制度 (institution) の論理に注目する。 

続く第 5項では、PFC という考え方そのものが人々に与える影響を捉えるために、仕

掛学の理論 (松村, 2016) およびナッジ理論 (Thaler and Sunstein, 2009) を参照する。PFC

は一つの対象に 2 つの価値がある特殊なサービス価値創造の事例である。そこで、ふだ

ん利用しているモノやサービスを、もしものときにも役立てるという特殊性を、仕掛学

とナッジの理論から理解する。そして第 6 項では、サービスエコシステムの制度と、サ

ービスエコシステムを構成する人々の内側にある制度との関係を捉えるために、環世界

の論理をレビューする。環世界とは、Uexküll (1934; 1970= 2020) による生物と環境との

関係を捉える観念的な論理である。環世界の論理では、生物がそれぞれの感覚や身体を

通じて主観的に認識し経験する世界が環境であるとする。であるならば、主体が構築し
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た世界を起点にサービス交換が行われる。この観点は、ふだんは隠れて見えない教師の

内側の信念を理解できるものである。たとえば、教師がサービスエコシステムの中でど

のように PFC を認識し、PFC を使用してみようとするのかを環世界の観点から理解で

きる可能性がある。そのうえで本論文は、環世界で使用されている知覚標識 [Merkmal] 

という言葉に注目する。知覚標識とは、生物が外の世界とつながるために認識する<し

るし>という意味を持っている。本論文では、主体が個々のサービスを認識するための

<しるし>という意味で、環世界で使用されている知覚標識 [Merkmal] という言葉を使

用する。この知覚標識 [Merkmal] という言葉は、医学や生物学などの幅広い分野で目

印や指標というような意味で使用されているため、サービス研究の文脈で使用する知覚

標識という言葉を第 6項で定義する。 

以上の議論を踏まえ、第 7 項では本論文の学術的な位置づけを述べ、第 8項では本論

文の新規性を提示し第 9項では本章を小括する。 

 

2.2 フェーズフリーと生活防災 

 ふだん利用しているモノやサービスを、もしもの時に役立てるという PFC の考え方

は用語としては新しいものの、その考え方については、既に矢守 (2011; 2022) が「生活

防災」の概念として提示したものと重なるものである。PFC と生活防災の関連性につい

ては、生活防災を提唱した矢守自身が「PFC と生活防災の主旨は同じである」と述べて

いる (公共広報コミュニケーション研究会, 2023) 。しかしながら，PFC と生活防災はそ

の本質的な思想が異なっている。 

まず、生活防災とは、「生活総体に根差した防災・減災実践のことであり、生活文化

として定着した防災・減災にかかわる基本原則 (矢守, 2011, p.1) 」である。いいかえる

と生活防災とは、日常の暮らしが「まさか」のときの備えになるような、生活＝防災を

目指そうとする取り組み (矢守, 2022) である。例えば、生活防災を題材とした研究とし

ては、教育分野では石原・松村 (2014) は生活防災の考えを埋め込んだ防災ゲームを開

発・実践し、生徒に対するアンケート調査から生活防災の有用性を確認している。ある

いは、被災地の廃棄物処理能力に対処するために日常的なごみを減らす (矢守, 2011)と

いう取り組みや、加古川市の集合住宅における防災意識の醸成 (Kitagawa et al., 2019)な

ど、特定の課題を対象とする際にも生活防災が活用できる。たとえば、生活防災は福祉、

環境、教育といった生活全体の中に浸透・混融した防災 (矢守, 2005) という思想に基づ

いているので、生活防災に関心を持った人々の行動変容に結びつけばよいと捉えている。

したがって生活防災は、情報の開示方法を工夫することで概念的に啓発するものである 

(矢守, 2022) 。 

一方 PFC は、市場や社会における QOL (Quality Of Life) を向上させようとする思想
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に基づいている。そして、PFC を使用した製品やサービスの社会実装によって、その思

想が広がることが望ましいと捉えている。そのための認証制度や表彰制度、あるいは

PFC の思想に賛同するサポーター制度などの PFC の広がりを促進するインセンティブ

の機会を設けている。また、PFC は行政サービスとも親和性がある。例えば、東京都調

布市総合計画 (2023-2026) や、環境省 (2022) による「平時の脱炭素化と災害時の安心

を実現するフェーズフリーの省 CO2 独立型施設支援事業 (令和 4 年度) 」の取り組み、

あるいは 2024 年 1 月 1 日に発生した能登半島地震に関連する「石川県創造的復興プ

ラン (2024) 」に、フェーズフリーという用語が使用されるなど発展的な展開も見られ

る (Shimbo et al., 2024) 。 

このように考えてみると、PFC と生活防災の考え方は防災に寄与するという主旨は共

通しているが、そのための手段や思想が異なっている。本項では、これまで防災教育研

究で論じられてこなかった PFC の機能に注目し、知識マネジメントの観点から PFC 教

育の制度化プロセスを調査する。次項では PFC 教育の制度化を議論する起点として、

防災教育研究をレビューする。

 

2.3 知識マネジメントと防災教育研究 

 既存の防災教育研究は、防災教育がどのようにカリキュラムに組み込まれ実施される

のかを軸に蓄積されている。そして数多の先行研究が、学習指導要領を含めた制度・枠

組みなどの静的 (スタティック) な側面に着目し調査を遂行している。例えば、小田ほ

か (2023) は高等学校の地理総合が 2022 年度から必履修化されたことを受けて、防災

教育の展開のための教員研修プログラムを開発している。その中で、ウェブ GIS を活用

した授業づくりを行える力量を持った教師の育成の重要性を示唆している。あるいは冨

田ほか (2020) は、学校教育における多様性への理解の高まりを受けて、避難所生活を

題材として高等学校家庭科のユニバーサルデザイン (UD) 教育のプログラムを実践し

ている。その結果、生徒が UD の重要性や避難所における災害関連死の実態を知ること

を通じて、安心・安全な避難所のあり方についての理解を深めていることが示唆された。 

あるいは、総合的な学習の時間における教科横断的な防災教育の実践 (河野, 2021) 、

児童館において防災教育のプログラムを指導する実践者の背景や環境等を調査した研

究 (佐藤ほか, 2020) や、小学校理科のプログラミング学習の授業づくり (三井ほか, 

2020) 、炭酸飲料をマグマに見立てて噴火の様子を再現する実験 (保坂, 2016) というよ

うに、教科書の単元と紐づけられた防災教育プログラムの開発が、授業における防災教

育の実践の基礎となってきた。このことは池田ほか (2021) が述べるように、防災教育

研究は公的な教育カリキュラムを前提として設計された、授業づくりとその実践が議論

の前提にあるといえる。その意味で、防災教育の制度・枠組みを構築する側の研究者や

行政の視点で、防災教育のあり方を分析した事例が蓄積されている。 
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これに対して、教師の経験や認識というような動的 (ダイナミック) な側面に注目し

た調査・研究も報告されている。例えば元吉 (2015) は、全国の小中・高等学校の教師

1,600 名に対して，防災教育の内容や保有する知識や認識に対する web アンケートを実

施した。その結果、防災教育の研修が教師に与える影響が大きいこと、防災教育経験の

ある教師ほど災害に関する知識量が大きいことを明らかにし、適切な教材開発や研修の

重要性を示唆している。他方、防災教育の枠に留まらず，教師教育の基礎研究まで先行

研究の調査を行うと、社会科教育研究における (Thornton, 2004= 2012) による教師のゲ

ートキーピングの理論（後述）により、授業づくりの創意工夫というようなダイナミッ

クな側面を特定できると考えられる。 

防災教育は多様な関係者が影響し合う地域のシステムとして、動的 (ダイナミック) 

な相互作用が行われていると考えられる。そこで防災教育の担い手側の視点から、鳴門

市における PFC 教育の実施を調査した Shimbo et al. (2023) によると、学習指導要領の

改正のようなトップダウンの静的な概念では、その成功の理由を評価することは困難で

あり、教育現場レベルでのボトムアップの動的な知識創造と、それを可能にした教育委

員会の知識マネジメントを分析することが、その成功要因の理解につながることを示唆

している。ただし、Shimbo et al. (2023) の研究では、教育委員会の知識マネジメントの

核心には踏み込んでいない。そこで、PFC教育における教師の主体的な授業づくりに光

を当てることで、制度化に影響を与える教師の信念やフロネシス (実践的知恵) という

ような、通常は隠れていて見えない教師の内側にある観念に踏み込める可能性がある。 

そこで次節では、教師の主体的な授業づくりと教育実施のプロセスに踏み込むために、

教師のゲートキーピング理論 (Thornton, 2004= 2012) を参照する。 

 

2.3.1 教師のゲートキーピング理論 

本論文は、防災教育の実施における知識創造のダイナミックな側面を捉えるために、

Thornton (2004= 2012) による教師のゲートキーピング理論を参照する。教師のゲートキ

ーピングとは、「教師によるカリキュラムや授業の主体的な調整者としての働き 

(Thornton, 2004= 2012, p.25) 」と定義されている。この調整という意味は、さまざまな

設定に対応できる柔軟性と、社会科カリキュラムのさまざまな見解に対応できる包括性

を備えたカリキュラム (=toward a balanced and flexible curriculum) であり、教師が教育

現場や授業の中でどのような教育内容や価値観を選択・排除・提供するかを決定する役

割や行為 (Thornton, 2004, p.57) である。Thornton (2004= 2012) は、教師によるカリキュ

ラムの調整について、従来、教師は教室においてさまざまな意思決定をしているのであ

り、社会科の教育的意義は教室で実際に行われているカリキュラム (enacted curriculum) 

に、まず見いだされるべきものであると述べている (同) 。そのうえで Thornton (2004= 
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2012) は、教師によるカリキュラムの調整機能をゲートキーピングと称した。そして教

師が主体的にゲートキーピングに従事することが、質の高い授業づくりと教師の満足に

結びつくと主張している。Thornton (2004= 2012) の議論から、教師のゲートキーピング

のプロセスを整理し (図 2-1) に示している。 

 

 

図 2-1 教師のゲートキーピングのプロセス 

 

 

左から教科観の省察 (reflection) 、講義を通じて形成したい教科観の再構築、教育目

標のプランニングと教育目標の実践の順に進むとされる。reflection とは、日本語で内省、

省察、振り返りなどの言葉にあたるが、分野によって様々な定義がなされている。たと

えば、認知科学辞典 (認知科学学会編, 2002) では、省察を「自分自身の考えや行動に関

して、意図的に吟味するプロセス」と定義し、平嶋・堀口 (2004) は「自身の行動や思

考を再検討し、それらを生み出した知識を再構成する活動」と定義する。あるいは、教

育心理学辞典 (辰野ほか編, 1986) では「さまざまな経験を繰り返す過程で、その活動の

論理を引き出す思考」という定義もある。いずれの考え方も reflection とは、自身の経

験をもとにした主体的な知識創造活動であるとする点で共通している。そこで本論文で

は、主体的な知識創造活動を強調する定義として、足立・久保 (2023,p.14) による「こ

れまでの枠組みでは説明できない経験をした時に、自らに問うて望ましい状況に変えよ

うと考え、新たな枠組みを見出すこと」を省察の定義とする。なお、省察という言葉の

意味は、吉永 (2017) が 3 つの水準 (技術的省察・実践的省察・批判的省察) に分類し

ているが、本論文ではそれらをまとめて省察 (reflection) として理解する。この reflection

における思考のプロセスは、数多の研究者によって理論モデルが提唱されている2が、

それぞれの議論については本論文では踏み込まない。また防災教育は現状まで公的な教

科として独立していないため、本論文では教科観という用語ではなく知識を教え授ける

 
2 たとえば Gibbs (1988) のリフレクティブ・サイクルなどがある。 
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営みとしての授業観という用語を使用する。授業観とは、よい授業に関する信念 (林ほ

か, 2019,p.17) である。 

以上の議論から、知識マネジメントと防災教育研究の関係としては、個々の教師がゲ

ートキーピングを通じて、PFC に関する防災価値のエッセンスを教育に盛り込もうとし

ているが、それを促進するのが PFC 教育の知識マネジメントであったと考えられる。

その理由としては、教師が PFC を使用して主体的にゲートキーピングしているとすれ

ば、教師は自身の授業観と教育目標を調整しながら授業づくりを行う際に、自らの知識

を総動員して PFC 教育を正当化する行動に出ている可能性がある。本論文は、教師が

PFC 教育を主体的に取り入れる要因を解明することで、知識マネジメントの要点を特定

したい。先行研究では、防災教育がどのようにカリキュラムに組み込まれ実施されるの

かを議論の中心に据えていることに対して、本論文はなぜ教師が主体的に PFC を使用

し防災教育を実施するのかに注目する。そのうえで、教育委員会の知識マネジメントが

PFC 教育の制度化を促進するという仮説を検討する。 

 

2.4 知識マネジメントとサービス研究 

サービス研究とは、サービスを軸とした人々の相互作用と自己調整システムについて

の科学的研究である。この議論におけるサービスとは、(ナレッジ：知識・スキル・能力) 

であり、サービス研究ではナレッジを価値共創の資源として理解することを特徴とする。

サービス研究の目的は、サービスエコシステムにおける個人や組織の知の交換メカニズ

ムを資源交換の結果として捉え、交換による価値創造を理解することにある。そして、

サービスを中心とする交換の見方 (レンズ) として、Vargo and Lusch (2004) は、サービ

ス・ドミナント・ロジック (Service Dominant Logic: S-D logic) を提唱している。 

S-D logic の特徴は、価値創造の重要な源泉となるのは商品ではなく、提供者の知識と

スキル (能力) であると捉えることにある。そして、この考え方を構成するのが 5つの

公理と基本的前提である (Vargo and Lusch (2008b, p.257) 。S-D logic では、サービス交

換はアクター間の関係によって影響を受け、さらにそれらのアクターの行動場面が組み

込まれているもっと広範な文脈によって影響を受けるとされる (Lusch and Vargo, 2014= 

2016, pp.191-198) 。であるならば、PFC 教育の制度化は PFC 教育のサービスエコシス

テムにおける、アクター (教師・教育委員会) のサービス交換の結果であり、サービス

交換の要因は S-D logic のレンズによって識別することができるものである。そこで本

論文は、S-D logic のレンズを用いて知識マネジメントを議論する。そこで次節から、S-

D logic の世界観、サービスエコシステムと制度、制度と自己調整機能の順に議論を掘り

下げ、知識マネジメントとサービス研究との関係を理解する。 

なお、サービス研究ではサービスを交換する行為者をアクターと呼び、サービスを基
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盤とした交換の枠組みをサービスエコシステムと呼んでいる。サービスエコシステムと

は「共有された制度配列とサービス交換による相互の価値創造によって結びついた、資

源統合アクターの比較的自己完結型の自己調整システム(Lusch and Vargo, 2014, p.24= 

2016, pp.10-11) と定義されている。サービスエコシステムという言葉は、 文字通りサ

ービス (service) とエコシステム (ecosystem)という言葉を掛け合わせた造語であり、エ

コシステムとは、生態系という意味をもつエコシステム (ecosystem) を、価値システム

として準え比喩的に用いたものである。 

 

2.4.1 サービス・ドミナント・ロジックの世界観 

S-D logicとは、知識や能力、情報というようなサービスを中心 (ドミナント) として、

顧客との共創を通じて価値を創造していくというマーケティング分野の概念である。こ

の論理は、Vargo and Lusch (2004) が Journal of Marketing に発表した “Evolving to a New 

Dominant Logic for Marketing” を端緒としている。S-D logic とは、従来のマーケティン

グの前提にあるモノを中心とした交換の考え方から、サービスを中心とした交換への概

念的転回によって、マーケティングにおける交換の世界観を拡張することに貢献した。

概念的転回とは、企業と顧客による交換の動機づけとなる理論の転回である。では、ど

のような展開が起こったのかであるが、従来のマーケティングの前提には、「商品中心 

(Goods-Dominant Logic: G-D logic)の論理」によって交換現象を理解していた。ここでは

モノを作って顧客に提供し、価値はモノ自体に内在するという考え方によって交換を理

解するものであった。ここで顧客は、企業から提供された商品を購入する受動的な存在

として位置づけられている。 

これに対して S-D logic は、「サービス中心 (Service-Dominant Logic: S-D logic) の論

理」によって交換を理解する。ここでは、企業と顧客がともに価値を創造し、価値は顧

客の経験 (サービス経験) を通じて生まれるという考え方によって交換を議論する。こ

こで顧客は、価値共創を行う能動的な存在として位置づけられている。S-D logic では、

「サービス中心 (S-D logic) の論理」によって、アクターの関係や行動場面が組み込ま

れている広範な文脈が交換に影響を与えるものである (Vargo and Lusch, 2016, p.191-

198) 。ようするに S-D logic とは、サービスを中心とした交換の世界 (サービスエコシ

ステム) における交換の論理をなぞり、価値生成に説得力を持たせるレンズとして機能

するものである。たとえば、S-D logic 影響と方向性をレビューした庄司 (2018) は、S-

D logic の学究的価値を 2つ挙げている。一つが、マーケティングの諸理論を統合し、マ

ーケティング理論の限界を克服するための枠組みを提供することであり、もう一つが、

本来の企業と顧客との関係を検討する、というマーケティングの本質を追求することで

ある。 
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G-D logic と S-D logic の考え方の相違点については、Vargo and Lusch (2008a)、Vargo 

and Lusch (2017, p.48) 、Akaka and Vargo (2014) など数多の議論が蓄積されているが、

根幹をなすポイントとしては、価値創造のプロセス、価値の中心的な見方、価値創造の

参加者、中心的資源、価値創造の文脈がある (表 2.1) 。 

 

表 2.1 G-D logic と S-D logic の考え方 

Akaka and Vergo (2014, p.371, Table 1) より著者作成 

 
 

表 2.1 の上から順に説明を加える。 

(1) 価値創造のプロセスとは、価値の方法と時間である。ここで G-D logic は付加価値活

動を対象とするが、S-D logic は人と人との相互作用を対象とする。 

(2) 価値の中心的見方とは、価値創造がどこで生じるのかである。ここで G-D logic は、

交換の結果得たモノやサービスを対象とするが、S-D logic は顧客が製品やサービス

を使用するプロセスが価値を最大化すると捉える (Akaka and Vargo, 2014; Vargo and 

Lusch, 2016) 。 

(3) 価値創造の参加者とは、価値創造を行なう主体である。ここで G-D logic は、企業が

価値創造を行なうと捉えていることに対し、S-D logic は複数の利害関係者が価値創

造に参加すると捉える。 

(4) 中心的資源とは、交換の資源をどのように理解するかである。S-D logic で使用され

る資源という言葉について「有形財あるいは無形財がどのように使用されるのか、

あるいは使われるようになるのかについての関数であり、モノ自体の関数ではない。 

(Vargo and Lusch, 2004, p.2)」したうえで、G-D logic における資源をオペランド資源 

(operand resauce) 、S-D logic における資源をオペラント資源 (operant resource) と呼

んでいる。前者は一般に静的なもので、価値を提供するには行為が施される必要の

ある資源である。たとえば、金はオペランド資源の典型である。なぜならば、「金

は発見され、採掘され、精製され、成形され、使用されなければ価値を提供するこ

とはない (Vargo and Lusch, 2014= 2016, p.16)」からである。これに対して後者は、あ

る所与の適切な状況の下で価値を創造するために他の資源に行為を施すことのでき

る資源である。たとえば、人間の知識とスキルはオペラント資源の典型である。な
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ぜならば、「金を発見し、採掘し、生成し、成形し、使用する能力のように、価値

創造という行動の中で利用される (Vargo and Lusch, 2014= 2016, p.16) 」からである。 

(5) 価値創造の文脈とは、価値が生成される文脈をどこに置くのかである。ここで G-D 

logic では企業の文脈を重視する。これに対して S-D logic は、サービスエコシステ

ムで生成される文脈を重視する。 

 

S-D logic の公理と基本的前提の関係を (図 2-2) に整理する。 

 

 

図 2-2 S-D logic の公理と基本的前提 

(出所) Vargo and Lusch (2017) を参考に著者作成 

公理1　（FP1)

(FP2)

(FP3)

(FP4)

(FP5)

公理2　（FP6)

(FP7)

(FP8)

公理3　（FP9)

公理4　(FP10）

公理5　（FP11)

価値は常に受益者によっ 独 にか
つ現象学的に判断され 

価値共 はアクターが 造 た制度や
制度配列 通じ 調整され 

公
理
 
基
本
的
前
提

サービスが交換の基本的前提であ 

顧客は常に価値の共 者であ 

 業体は価値 提供す こ はでき
ず、価値提案 かできない

サービス中心の考 方は、元来、顧客
志向的であ 関係的であ 

間接的交換は交換の基本的基盤 見
 な    まう

グッズはサービス提供のための手段で
あ 

オペラント資源が競争優位の基本的源
泉であ 

すべ の経済がサービス経済であ 

すべ の経済的および社 的アクター
が資源統合者であ 
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ここで S-D logic の変遷を確認しておく。S-D logic は、Vargo and Lusch (2004) に 4 つ

の公理と 10 の基本的前提の提示を始まりとして、以降議論の蓄積によって改定され現

在も進化を続けている。2024 年 12 月現在、S-D logic は 5 つ公理と 11 の基本的前提 

(Foundational Premises: FP) から構成されている。公理とは、交換の枠組みを S-D logic に

よって理解する際の仮定であり、基本的前提とはサービスを基盤とする交換の本質を捉

える概念である。井上 (2021) は S-D logic を形成期、改良・洗練期・発展期に分類し、

それぞれの区間における S-D logic の変化を整理している (表 2.2) 。 

形成期とは S-D logic の 8 つの基本的前提が提起された 2004 年から 2007 年である。

改良・洗練期とは、資源統合者をアクターという用語で表現するとともに、FP10 が追

加された 2008 年から 2011 年である。発展期とは 4 つの FP (FP4、FP6、FP7、FP8) の

表現が修正され、さらに 11 番目の FP として制度の概念が追加された 2012 年から 2017

年までである。FP11 とは制度の概念であり、エコステム間の共同および調和、対立や

和解というような理解を深めている (Vargo and Lusch, 2014= 2016, p.17) 。FP11 は、多

様なアクターの制度が調整されるメカニズムを説明する重要な概念である。次節では

FP11 (制度) の議論をレビューし、FP11 を PFC 教育の制度化における鍵概念として議

論する。 
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表 2.2 S-D logic の変遷 

Vargo and Lusch (2016, p.8, table 1) および井上 (2021, p.20-36) を参考に著者作成 

 

 
 

 

2.4.2 サービスエコシステムと制度 

本論文では、サービス交換の世界における人々の相互作用が、どのような制度・慣習

によって機能するのかについて S-D logic の制度 (FP11) から理解する。S-D logic では、

サービス交換の世界観をサービスエコシステムという言葉で理解する。サービスエコシ

ステムとは、アクターが相互に連携し価値を共創するためのネットワークであり、サー

ビスを基盤とする交換の枠組みである。もともとはサービス (service) とエコシステム 

(ecosystem)という言葉を掛け合わせた造語である。エコシステムとは、文字どおり生態

系という意味のエコシステム (ecosystem) を、価値共創のシステムとして比喩的に用い

たものである。 

サービスエコシステムという考え方のもとに、アクターが手元の資源を持ち寄って共

同で新しい価値を生成する、あるいは課題を解決できるため、市場や社会のニーズに応

じた新たな価値の展開や、課題を解決するサービスの展開を検討できる。たとえば、S-

サービス中心の考 方は、元来、受
益者志向であ 関係的であ 

サービス中心の考 方は、元来、顧
客志向的であ 資源統合者であ 

アクターは価値 提供す こ はでき
ず、価値提案の 造 提示に参加す
 こ  かできない

企業は価値 提供す こ はでき
ず、価値提案 かできない

専門のスキル ナレッジの適応が交
換の基本単位であ 

価値は受益者 含む複数のアクター
によっ 常に競争され 

（変更な ）

（変更な ）
すべ の経済はサービス（service）

経済であ 

2012ー2017年

発展期

FP11 公理5 - -
価値はアクターが み出す制度 制
度配列 通じ 調整され 

（変更な ）
間接的な交換は交換の基本的基盤

 見 な す 

（変更な ）サービスが交換の基本的基盤であ 

オペラント資源は戦略的ベネフィット
の基本的源泉であ 

オペラント資源は競争優位の基本的
な源泉であ 

（変更な ）（変更な ）

基本的前提

Foundational Premise

2004-2007年

形成期

2008-2011年

改良・洗練期

FP9 公理3
すべ の経済的および社 的アク
ターが資源統合者であ 。

すべ の社 的アクター 経済的ア
クターが資源統合者であ 

（変更な ）

FP10 公理4
価値は常に受益者によっ 独 にか

つ現象学的に判断され 
価値は受益者によっ 独 にかつ現

象学的に判断され 
（変更な ）

FP7 企業は価値提案 かできない

FP8
サービス中心の視点は顧客志向であ
 関係的であ 

FP5
経済はすべ サービシーズ
（services）経済であ 

FP6 公理2 顧客は常に価値共 者であ 

FP3
グッズはサービス提供のための伝達
手段であ 

FP4
ナレッジは競争優位の基本的源泉で
あ 

FP1 公理１

FP2
間接的な交換は交換の基本単位 
見 な す 
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D logic と親和性のある議論としては、中範囲理論、制度理論や実践理論、システム理論

およびミクロレベルの研究としてのオムニチャネルや効果理論などがある (Vargo and 

Lusch, 2017, p.64) 。いずれも交換の世界観を S-D logic によって拡張できる可能性があ

る分野である。 

S-D logic によって、多様なアクターのサービス交換を理解するためには、サービスエ

コシステムを構成する制度と制度配列の概念を理解する必要がある。S-D logic におけ

る制度とは、「行動を可能にしたり制約したり、また社会生活を予測することを可能に

したり、意味あるものにしたりする、人によって作られたルール、規範、信念」である。

そして制度配列とは、「相互に関連のある制度の集合  (制度の束： institutional 

arrangements ) である (Vargo and Lusch, 2016, p.11) 。制度の束とは、制度や相互に関連

のある制度の集まりである。制度の集まりの中には、言葉や慣習、規範、人々の価値観

も含まれる。したがって価値創造は、アクターが創造した制度や制度配列を通じて調整

されるものであるとする。ここで人々の相互作用によってルールが変化する、あるいは

調整されることでサービスエコシステムが形成される。S-D logic の FP11 は、サービス

交換の世界観にネットワーク概念を採用することによって、多様なアクターの相互作用

を包括的に捉えるものである (図 2-3) 。 

 

 

 

 

図 2-3 サービスエコシステムと制度 

Vargo and Lusch (2014= 2016, p.198) を加筆 

 

 

 

サービスエコシステムは、サービス交換を行う主体としてのミクロ (micro) 、メソ 

(meso) 、マクロ (macro) という 3 つのシステムから構成される。ミクロとはサービス

を購入する主体、メソとはサービスを供給する主体、マクロとはシステムを結びつける
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主体である。この枠組みから PFC 教育の制度化を理解すると、ミクロ (児童生徒) ・マ

クロ (教育委員会) ・メソ (教師) のサービス交換が成立して、PFC 教育の制度化が起

こったと考えることができる。 

Vargo and Lusch  (2014, p.85) および Chandler and Lusch (2015) によると、異なるシ

ステムのサービス交換は価値提案、エンゲージメント、サービス経験によって実現する

とされる。価値提案 (Value Proposition: VP) とは、ベネフィットのために企業と関わり

を持つことの招待状 (Vargo and Lusch, 2014，p.66; p.84) であり、エンゲージメントとは

マーケティングの分野で顧客エンゲージメント (Customer Engagement: CE) と呼ばれる

概念で、エージェント、オブジェクト (ブランドなど) とのインタラクティブで共同創

造的な顧客経験によって発生する心理状態である (Brodie et al, 2011, p.260; Storbacka et 

al., 2016) 。そしてサービス経験 (Service Experience: SE) とは、サービス交換の結果で

ある (Chandler and Lusch, 2015, p.12) 。VP (価値提案) が CE (エンゲージメント) を引き

出し SE (サービス経験) が生じるというプロセスは、消費者 (ミクロ) と生産者 (メソ) 、

制度 (マクロ) との関係から変化するものである。 

たとえば、顧客経験 (service experience) の変化を捉えた研究としては、Chandler and 

Lusch (2015, p.13) による「サービス経験の 4 つのフェーズ」がある。Chandler and Lusch 

(同) よると、サービス経験は単一のパターンによって進化するのではなく、複数のつな

がりと時間の経過によって変化すると主張する。サービス経験の 4 つのフェーズは、刺

激 (stimulation) 、複製 (replication) 、同期 (synchronization) 、散逸 (dissipation) という

概念から構成される (図 2-4) 。 

 

 

 

図 2-4 サービス経験の 4 つのフェーズ 

（出所）Chandler and Lusch (2015, p.13, Figure 1) 
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 図 2-4 の一つ目の刺激フェーズは、高い価値提案の強度と増加するエンゲージメン

トを特徴とする。二つ目の複製フェーズは、エンゲージメント曲線と価値提案強度曲

線の交差点で、アクターが互いにエンゲージメントしはじめた状態である。三つ目の

同期フェーズは、価値提案の強度が低く、エンゲージメントの強度が高いことに特徴

がある。ここでは、複数のアクターがサービス交換を行うための調整、および適応を

行っている。そして四つ目の消散フェーズは、エンゲージメントされた連携が崩れ始

めると、価値提案の強度が増加しはじめることを示している。 

 以上の議論に加え、顧客経験をテーマとした研究については、Becker and Jaakkola 

(2020) が 142 の研究をレビューし分析視座を 8 つに分類している (表 2.3) 。 

 

 

 

表 2.3 顧客経験を研究する 8 つの分析視座 

（出所）Becker and Jaakkola (2020, p.635, Table 4)から抜粋 

 

Schmitt (1999)

Brakus et

al.(2009)

Pine and Gilmore

(1998)

Hamilton and

Wagner (2014)

メタ理論の前提対応す 現象

代表的な文献

定性的および定量的
方法

想い出に残 体験 演出  魅
力的なサービス 作成す 

体験型マーケティ
ング

9 ダイアディック

実証主義的認識論

客観主義

定量的な方法

ブランド関連の刺激 通じ 顧
客体験 向上させ 

ブランディング 11 ダイアディック

実証主義的認識論

客観主義

Rose et al.(2012)

定量的な手法

オンライン要素 通じ 顧客体
験 向上させ ため

オンラインマーケ
ティング

仮説演繹的推論13 ダイアディック 客観主義

Teixeira et

al.(2012)

実証主義的認識論 Novak et al.(2000)

カスタマージャーニー全体にわ
た サービスプロセスの設計 
通じ 顧客体験 向上させ 

サービスデザイン
定性的および提唱的
手法（管理ツール）

12
二者関係から体

系的に
客観主義

実証主義的認識論
Patricio et

al.(2008; 2011)

顧客体験 新たな使用価値に
つい 、総合的かつ消費者中心

の視点 提供す 

サービスドミナント
ロジック

定性的方法

18 システマティック 主観主義

Grewal et

al.(2009)

解釈的認識論
Vargo and Lusch

(2004; 2008)

小売要素（マーケティングミック
ス全体） 通じ 顧客経験 向

上させ ため
小売業

定量的な方法

18 ダイアディック 客観主義

Anould and Price

(1993)

実証主義的認識論
Verhoef et al.

(2009)

消費体験の象徴的な   経
験的側面 明らかにす 

消費者調査

定性的方法

24 システマティック 主観主義

解釈的認識論
Holbrook and

Hirschman (1982)

サービスエンカウンター 通じ 
顧客経験 向上させ 

サービスマーケ
ティング

定量的な方法

31 ダイアディック 客観主義

Grove and Fisk

(1992)

仮説演繹的推論
Grace and O'Cass

(2004)

実証主義的認識論

研究の目標 集約のレベル 存在論的仮定
認識論的および方法

論的な仮定

論文数研究 野
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8 つの分析視座とは、サービスマーケティング、消費者調査、小売業、サービス・

ドミナント・ロジック、サービスデザイン、オンラインマーケティング、ブランディ

ング、体験型マーケティングである。それぞれの研究分野は、研究の目標に対応する

現象とメタ理論の前提が異なっている。この中で、S-D logic 研究の目標は「顧客経験

と新たな使用価値について、総合的かつ消費者中心の視点を提供する。」ことにあると

される。そして、知識集約のレベルをシステマティック (体系的) に捉え、主観主義

をメタ理論の前提に置き定性的方法を用いた解釈的認識論に基づくものである。した

がって、現実世界においてどのように機能するのか、とりわけ現実世界の知識集約の

レベル (マクロ・ミクロ・メソ) 間のサービス交換が、どのように調整されるのかに

ついて議論の余地がある。そこで本論文では、S-D logic を使用した実証研究によっ

て、PFC 教育の制度化を議論したい。その切り口として、サービスエコシステムにお

ける調整機能に注目する。次節では、サービスエコシステムにおける制度と自己調整

機能について議論を掘り下げる。 

 

 

2.4.3 制度と自己調整機能 

一般に、価値システムに関心を寄せる研究者は、人々の相互作用による価値生成を制

度理論に沿って強調する傾向にあった。本節では、制度による価値創造の典型的な事例

として、第三者認証制度研究をレビューする。第三者認証とは、特定の規格の安全性と

品質の主張、およびその適合性を証明するための私的または公的な文書であり、第三者

認証をめぐる制度は市場と社会における重要な価値メカニズムとなっている (Shimbo, 

et, al., 2022) 。これまでの第三者認証研究は、市場取引に関連して数多の蓄積がある。

たとえば商品取引においては商品チェーンや生産ネットワーク  (Albersmeier et al., 

2009) 、およびバリューチェーン、第三者認証システム、複数の利害関係者のイニシア

チブ、あるいは参加型保証システムというようなサービスシステムと制度理論との関係

を議論するものが多い (Kurtz et al., 2021, p.300) 。あるいは、DiMaggio and Powell (1983) 

は、特定の社会的な正当性が通用する範囲で、人や企業が同質化するプロセスを、政策

や法制度と密接不可分な強制的な圧力 (coercive pressure) 、同業他社が参加しているか

らというような模倣的圧力 (mimetic pressure) 、あるいは参加しなければならないとい

うような規範的圧力 (normative pressure) として整理し、同質化の理論を検討した。他

方、サプライチェーンの運用における制度と意思決定に関する研究 (WU et al. 2023) 、

ゲーム理論を用いてアクターの目的を最大化するために必要なトレードオフの研究 

(Mizeaee et al. 2022)、集団行動ロジックとダイナミック・ケイパビリティ理論を検証す

る研究 (Chkanikova and Sroufe, 2021) 、エージェンシー理論を用いて情報の非対称性の

軽減を検証する研究 (Nikula and Kivisto, 2020) 、あるいはサービスエコシステムにおけ
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る制度的な和解がイノベーションに与える影響を捉える研究 (Chandler et al, 2019) など、

制度と人々の関係性についての議論は枚挙にいとまがない。 

 これらの議論は総じて、「なぜ人々が制度に従うのか」を問うものである。この問い

をサービス研究の観点から捉え直すと、「制度が自分たちに都合の良い価値提案を行う

からだ」と解釈できる。であるならば、アクターは交換によって得られるベネフィット 

(benefit) を知っていることが前提となる。このような観点は、所与の制度を価値の前提

に置いていることになり、人々の創意工夫というようなプロセスを見逃したまま、価値

創造を客観的に理解しているとの臆断が生じる可能性がある。 

これに対して、PFC 教育の制度化の事例では、教師はサービスの交換によって得られ

るベネフィット (benefit) を知らずに交換に参加している可能性が高い。なぜならば、

教育委員会は PFC 教育の合理性は保証するが、PFC 教育の実施を監視したり評価した

りしない。であるならば、「なぜアクターが制度に従うのか」という問いの答えは、「サ

ービス交換を行う際に、互いの文脈が共有されるからだ」と解釈できる。いいかえると、

サービスエコシステムのもとに教育委員会・教師・児童生徒・家庭と地域の文脈が共有

された結果、サービス交換が起こったと理解できる。しかしながら、そもそも人々の文

脈とはどのようなものなのか、なぜ人々が文脈を共有しようとするのかについては、S-

D logic では明確な答えを導くことは困難となる。なぜならば、S-D logic はアクターの

文脈を理解するときに、実証主義的アプローチと解釈主義的アプローチのどちらの立場

を取るのか (O’Shaughnessy and O’Shaughnessy, 2009) 、顧客の文脈とサービスの使用価

値をどのように関係づけるのか (Grönroos and Voima, 2013,p. 137) において、明確な立

場を示していない。また、研究者はどこまでミクロなレベルに立ち入るのか (分析レベ

ルの問題) 、どのような理論がサービス交換を説明できるのか (理論的基盤の問題) 、

どのような顧客経験を観察するのか (分析ルール) においても明確な立場を示してい

ない。 

第一の分析レベルの問題については、研究者によって異なる選択があることを前提と

しても、サービスエコシステムのダイアド関係や、その連鎖からトライアド関係の交換

へとズームアウトする (Vargo and Lusch, 2014= 2016, p.187) 際に、研究者がどのレベル

のサービス交換を観察するのかによって理論の軸が異なってくる。そこで第二の、理論

的基盤の問題が生じるが、Waqas et al. (2021) がまとめた S-D logic 研究のレビュー論文

によると、S-D logic における顧客経験の理論的基盤については、その殆どがミクロ経済

学あるいは認知心理学の理論を用いていることが明らかになっている。 

以上の議論から、S-D logic における FP11 の課題としては次の 3点が考えられる。第

一にサービス交換のプロセスそのものについての説明が十分ではない (Voorberg et al. 

2015) 、第二に実践ベースで社会理論化を行う際の S-D logic の適合性における課題 

(Hietanen et al, 2018) 、第三に既存研究の殆どが、制度を前提として FP11 を受け入れて
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いる (Koskela-Huotari et al. 2020) である。そして、この 3つの課題が生じる理由として

は、S-D logic が既存の組織研究を理論的基盤としていること、広範な文献調査のデータ

に基づいた認識論的アプローチによって議論されていることが考えられる (Vargo and 

Lusch, 2017,p.51) 。それに加え、S-D logic は価値の源泉を知識や能力というような、無

形の資源 (オペラント資源) にあると論じているが、そもそも知的な資源を FP に当て

はめることができるのかという問題もある。その根拠としては、アクターの問題意識は

動的で時間の経過とともに変化する。しかも知的な活動は同じことの繰り返しではなく

動的 (ダイナミック) である。サービスエコシステムのアクターは、さまざまな制度に

属しており複数の制度を調整しながらサービス交換を行っているはずである。 

しかしながら、これまでの研究では個々のアクターの内側にある制度とサービスがど

のように調整され、行動変容に結びつくのかについて議論がなされていない。であるな

らば、FP11 とは交換現象を如何なる解釈も可能とする FP に変換したに過ぎないのでは

ないか、ということが本論文の問題意識である。本論文の主張は、S-D logic 研究がダイ

ナミックなサービス交換を捉えようする一方で、実際にはスタティックな制度の次元を

議論していると考えるものである。 

以上の議論から示唆される S-D logic の課題とは、サービス交換の根源的な部分を

FP11 によって一括りにしていることにある。であるならば、サービス交換を通じてア

クターのどのような部分に変化が見られ、どのような部分が変わらないのかということ、

そしてその変化する部分と変化しない部分が、どのように調整されてサービス交換に至

るのかについて議論する余地がある。そこで本論文では、FP11 について、制度的ロジッ

クとサービスロジックの調整という観点から述べていくことにしたい。この観点は、変

化するオペラント資源 (知識) に対して如何に対応できる理論を構築できるのか、とい

う S-D logic 研究の本質に踏み込むものである。 

そこで本論文は、PFC の考え方そのものが人々の行動変容に与える影響に注目する。

PFC は、一つの対象に 2つの価値がある特殊なサービス価値創造の事例である。この特

殊性によって、通常のサービス交換で捉えることができないアクターの変化を捉えるこ

とができる可能性がある。そこで PFC の特殊性と人々の行動変容との関係を理解する

ために、既存研究から仕掛学の理論とナッジ理論をレビューする。 

 

 

2.5 知識マネジメントと行動変容研究 

 行動変容とは、一般に個人が特定の行動を変える際に通る一連の段階を示すものとさ

れる。その論理は、心理学や社会学を中心に膨大な数の議論が蓄積されているが、本論

文では、行動経済学の文脈で論じられている仕掛学 (松村, 2015) の観点から PFC 教育

の制度化を検討する。なぜ本論文で仕掛学の論理を援用するのかというと、仕掛学は従
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来の選択肢を残したまま新たな行動の選択肢を追加して、人々がつい行動してしまうき

っかけになるという概念を、行動変容の重要な要素として捉えている。この観点は、ふ

だん利用しているモノやサービスに、もしもの際に役立つ価値を追加するという意味で、

PFC のアプローチと重なる部分がある。また、仕掛学と重なる理論にナッジ (Thaler and 

Sunstein, 2009) がある。そこで仕掛学とナッジの論理の違いについても解説を加える。 

 

2.5.1 仕掛学 

PFC 教育は、防災は欠くべからざるものという合理性とともに、ふだんの授業の中に

災害対応力と学力の向上という二つの目的を埋め込むことの合理性を含んでいる。この

アプローチは、行動経済学の分野において松村 (2016) の提唱する仕掛学の理論と重な

るところがある。仕掛学とは、人の行動変容を促す概念としての「仕掛け」の体系的な

理解を目指す学問分野である。 

仕掛学の考え方は次のようなものである。松村 (p.26) は、人々が行動を起こさない

理由は優先順位の問題であると捉え、人々の行動変容を促す理由を作ることを提案して

いる。そこで、従来の選択肢を残したまま新たな行動の選択肢を追加して、人々がつい

行動してしまうきっかけになるものを仕掛けと呼んでいる。仕掛けの定義は、「社会的

または個人的な問題を解決するための行動変容の具体化されたトリガ」である 

(Matsumura et al., 2015, p.419-420) 。仕掛学は、人々がつい行動したくなるような物理的

な「仕掛け」を用いて、社会的あるいは個人的課題を解決するための方法論の一つであ

る。松村ほか (同) は、仕掛学における「仕掛け」の意味を次のように定義している。 

 

(仕掛学における仕掛けの意味)  

1.仕掛けとは、行動を変えるための具体化されたきっかけ (トリガ)のことである。 

A shikake is an embodied trigger for behavior change. 

2.トリガは、特定の動作を誘発するように設計されている。 

The trigger is designed to induce a specific behavior. 

3 その行動は、社会的または個人的な問題を解決する。 

The behavior solves a social or personal problem. 

 

松村 (2023) は、一般に使用されている「仕掛け」という言葉が、学術的な仕掛学に

充当するのかどうかを区別する基準として、仕掛けの 3 要件を構築している 。仕掛け

の 3 要件とは、公平性 (fairness) ・誘引性 (attractiveness)・目的の二重性 (duality of 

purpose) であり、それらの頭文字を取った FAD 要件と呼んでいる。公平性とは、仕掛

けによって誰も不利益を被らないこと、誘引性 とは、ついしたくなる性質を備えてい

ること、目的の二重性とは、従来の行動の選択肢を残したまま、仕掛ける側と仕掛けら

れる側で目的が異なること、である (p.16) 。仕掛学を埋め込むことができる対象は、
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FAD 要件の 3 つを満たす必要があるが、それに加えて新しいものに対する興味として

の「新規性」と、従来の知識に基づく親しみやすさとしての「親近性」の 2 つの要素が、

仕掛けによる行動変容を起こしやすくすると述べている (松村, p.53) 。 

仕掛学の FAD 要件のうちの F の公平性 (Fairness) とは、PFC を使用しても誰も不利

益を被らないことである。PFC は既存のリソースを再利用するもので、しかも防災をテ

ーマとしていることから誰も不利益を被ることがない。また、A の誘引性 

(Attractiveness) とは、ついしたくなる行動 (松村, p.23) であり、松村 (同) は「そそる」

という用語によって誘引性を説明している。そそるとは「何か楽しいことが起こりそう

だと人に期待させる」という意味である。このようなインセンティブは、ミクロ経済学

の期待効用の考えによって裏付けることができる。期待効用とは、不確実性のもとでは、

期待効用を最大化するように行動するという仮説である。また、FAD 要件の D の目的

の二重性における、「従来の選択肢を残したまま」という特徴は、プロスペクト理論 

(Kahneman and Tversky, 1979) の損失回避性の心理によって裏付けることができる。損

失回避とは、人は同じ価値の利益よりも損失を強く感じるため、新たな行動の選択を避

けようとする性向である。 

仕掛学は社会的課題の解決方法として実装されている。たとえば、大阪環状線の駅の

エスカレーターの混雑緩和の事例がある (松村・松下, 2023) 。「大阪環状線総選挙」と

名付けられた実証実験では、JR大阪駅のコンコースの中に「アフター5 に行くならどっ

ち？」というパネルを掲げ、環状線のホーム下の上り階段の左側を青、右側を赤でラッ

ピングし、それぞれを「福島派」と「天満派」と表記して乗客の行動変容を促した (西

日本旅客鉄道, 2019。その結果、階段の利用者が増え、エスカレーターの混雑解消に一

定の効果が認められている (松村・松下, 2023, p.9) 。 

松村 (2023) は、このような仕掛けによって行動変容が起こるプロセスを次のように

整理している。まず仕掛ける側が、具現化したトリガ (仕掛け) を用意すると、次に仕

掛けられた人がその仕掛によって特定の行動を引き起こし、その結果、仕掛けた側の企

図した問題解決が図られる (松村, p.7) 。このプロセスは、仕掛ける側と仕掛けられた

側のサービス交換の結果であると理解できる。 

以上の議論から、PFC は、防災価値を扱うことの公平性、既存の資源を再利用するこ

との親近性、ふだんの授業に学力と災害対応力の二つの目的を埋め込む目的の二重性を

含んでいる。その意味で、仕掛学は PFC 教育が実践される仕組みの理解に寄与すると

期待される。  

 

 

 

 



43 

2.5.2 ナッジ 

 仕掛学と類似する概念にナッジ理論がある。ナッジ (Nudge) とは、Thaler and Sunstein 

(2009) による行動経済学の理論である。ナッジは、特定のルールや監視を用いることな

く、個人の行動をよりよい方向に導くことを目的としている。ナッジ (Nudge) という

言葉は英語で相手をひじで突く、そっと押すという意味を持ち、Thaler and Sunstain 

(2008) はナッジを次のように定義している。すなわち、「選択を禁じることも、経済的

なインセンティブを大きく変えることもなく、人々の行動を予測可能な形で変える選択

アーキテクチャのあらゆる要素」である。あるいは、白岩ほか( 2021, p.29) は、「限りあ

る認知資源ゆえ最適な決定や行動をし損ねることのある我々を、そっと後押しして状況

に気づかせ、ふさわしい決定や行動に導くための方策」であるとしている。ナッジ理論

を実装した体表的な研究として、Thaler and Sunstein (2009) によるアムステルダムのス

キポール空港における男子トイレの事例がある。この事例は、空港の男子トイレの小便

器にハエを描いた結果、空港の清掃費と水の使用量が削減された、というものである。 

ナッジ理論と仕掛学は、人々の行動変容を促し社会をよくするという目的は共通して

いる。しかしながら、板谷ほか (2018) および 松村 (2023) は、ナッジと仕掛学は、(表 

2.4) に示すように行動変容を促すための手段や思想が異なっていると述べている。その

具体的な違いについて、表 2.4 の上の行から順に説明する。原則とは、仕掛けは楽しい

ことが起こりそうだという遊び心を利用するのに対し、ナッジは認知バイアスを利用し

て行動を促すものである。次に行動の選択とは、仕掛けが遊び心を利用して行動を促す

ことから、自覚的で積極的な行動につながることに対して、ナッジは認知バイアスを使

用するため消極的な選択になりがちである。そして、仕掛けが選択肢を追加して福祉を

改善しようとする思想から、特定の人を対象とするのに対し、ナッジは人々の選択に介

入して福祉を改善しようとする思想 (パターナリズム: paternalism)の思想から、国民や

市民などすべての人を対象とするものである (松村, 2023, p.1) 3。それに加え、仕掛学が

特定の人を対象とする物理的介入を行うことに対して、ナッジはすべての人を対象とし

た概念的な介入を行う。そして、人々が行動変容を起こす行為を指す言葉として、仕掛

けは「そそる」という言葉を用いるが、ナッジは「つつく」という言葉を用いる。 

 

 
3 松村(2023) は、物理的な仕掛けやデザインを通じて人々の行動を変えるアプローチとして

「オルタナティビズム」という造語を提唱している。オルタナティビズムでは特定の人々に

対して物理的な介入を行い、行動を変えることを目的としている。 
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表 2.4 仕掛けとナッジの違い 

(出所) 松村 (2023, p.50) をもとに著者作成 

 仕掛け ナッジ 

原則 遊び心を利用 認知バイアスを利用 

行動の選択 積極的 消極的 

思想 オルタナティビズム 

*選択肢を追加して福祉を改善し

ようとする 

パターナリズム 

*人々の選択に介入して福祉を

改善しようとする 

対象 特定の人 すべての人 

介入方法 物理的介入 概念的介入 

表現 そそる つつく 

 

このように考えてみると、仕掛学もナッジも人々が何らかの価値を獲得するための行

動である点では共通している。ただし、仕掛学が「そそる」という主体の能動的な行動

を重視することに対して、ナッジは「つつく」という主体の受動的な行動を重視する。

本論文では、人々の行動の性向 (能動的か受動的か) と環境との関係に注目し、とりわ

け主体的な行動変容が生じる要因について議論を掘り下げる。そのために、Uexküll 

(1934; 1970= 2020) による[Umwelt：環世界] の議論をレビューする。 

 

2.6 知識マネジメントと環世界 

環世界 [Umwelt] とは、エストニア出身の生物学者・哲学者である Jakob von Uexküll 

(1934; 邦訳, 2005) が提唱する[Umwelt] という概念である。環世界という日本語は、

Uexküll (1934; 1970) を翻訳した日本の動物行動学者、日高敏隆 [1930-2009] による造語

である。環世界という言葉は、動物行動学の観点から、生物がそれぞれの感覚器官を通

じて主体的に知覚し、意味づけ、直接働きかけることができる主観的な世界という意味

である。Uexküll (1934; 1970= 2020) の翻訳書『生物から見た世界』 (2020) に記述され

た日高による「あとがき」によると、環境という言葉は 2つのアプローチから理解でき

るとする (p.165) 。一つが主体の周囲に存在する物理的な世界であり、もう一つが生物

自身の知覚によって意味を与えた世界である。そして環世界の論理では、後者の考え方

から環境を理解する。すなわち、「われわれが動物の周囲に広がっていると思っている

環境は、われわれに固有の人間の環世界 (Umgebung) から切り出されたものにすぎない 

(日高・羽田訳, p.28) 。」という立場である。[Umwelt] の Um とは、ドイツ語で「周囲

の」という意味を持っている。日本語の「環境」という言葉をドイツ語に直訳すると 

[Umgebung] となり、gebung とは「与える」という意味を持っている。つまり Um と
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gebung を語源とする[Umgebung] は環境という言葉の意味を「周囲から与えられた情報

の世界」と理解する。そしてドイツ語の [Umgebung] が、周囲にある世界を環境として

捉えることに対して、Uexküll (1934; 邦訳, 2005) は、環境に [Umwelt] という言葉を当

てている。[Um] は周囲の、という意味で、[welt] とは「世界」を意味している。ここ

で[Um] と[Welt] を合わせた言葉が [Umwelt：環世界]である。この観点から [Umwelt] 

という言葉が意味する環境とは、生物が独自の知覚を通じて構築された世界を意味して

いる。 

本論文では、PFC 教育の制度化は、個々の教師の環世界が結びついた結果であると捉

える。そして、それぞれの教師の環世界を接続する要点としては、PFC 教育の制度化に

関係する次の 3つの概念が考えられる。1つ目が、PFC 教育のコンテンツである。教師

が生成した PFC のコンテンツは、より直感的で使用しやすい授業を実現している。た

とえば、算数の速さの単元で津波の速さと児童の走る速さを比較する問題は、教師の環

世界を起点として生成されている。2つ目が、PFC教育のサービスエコシステムである。

PFC の制度化は、学校種や教科の壁を越えて市内全域で実施されている。こうしたメカ

ニズムを理解するためには、教師の環世界からサービス交換を理解する必要がある。3

つ目が、教師の知識 (サービス) である。教師の環世界を起点とする PFC 教育は、それ

までの教師の経験や実践知に基づいて実施され、学校現場の課題やニーズをより正確に

把握できるものである。 

以上の議論から、個々の教師の環世界の接点には、PFC 教育のコンテンツ、PFC 教育

のサービスエコシステム、教師のサービスがある。この 3 つの概念と環世界の関係は、

S-D logic の論理から説明できる。たとえば、公理 4「価値は常に受益者によって独自に

かつ現象的に判断される」は教師の環世界の範囲を意味している。そして公理 1「サー

ビスが交換の基本基盤である」、公理 2「価値は受益者を含む複数のアクターによって

常に共有される」、公理 3「すべての社会的アクターと経済的アクターが資源統合者で

ある」の 3 つの公理は、文脈の異なる教師の環世界が接続するプロセスを説明できる。

それに加え、公理 5 (FP11) 「価値共創はアクターが生み出す制度と制度配列を通じて

調整される」は、教師は PFC 教育のサービスエコシステムの中で、自ら選択した情報を

切り出し、その情報に基づいて意思決定行うプロセスを示唆している。 

このように考えてみると、環世界の論理は、S-D logic 研究において重要な視点の提供

に期待できる。とりわけ本論文は、環世界で使用されている知覚標識 [Merkmal] とい

う概念に注目する。知覚標識 [Merkmal] とは、生物が周囲から必要な情報を取り出す

際に欠かせない価値の<しるし>である。その<しるし>があることで、生物は外の世界と

つながり生き残ることが可能となる。 

また Vargo and Lusch (2014= 2016, p.29) は、「環境とはイノベーションのための場であ

る」と述べ、イノベーションを生み出すための要素としては、参加のためのアーキテク
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チャを考案し提供する、というエコシステムの視点が重要な枠組みとなる (Lusch and 

Vargo, 2015) 。その意味で本論文では [Merkmal] がサービスエコシステムにおけるイノ

ベーションを生み出す様相、その一つとして検討できると考えている。そして[Merkmal] 

を環世界の観点から整理し、サービス研究に導入する際の課題と可能性を検討したい。 

なお、 [Merkmal] という言葉の哲学的・論理的な意味について、『ドイツ言語学辞典』 

(川島ほか, 1994, pp.586-587) から補足する。すなわち、[Merkmal]とは「我々が恣意的

に選択した当の事物の性質の一つであり、それによって同一の種を固定し、あるいは他

と区別するためのものにすぎない」ものである。この「我々が恣意的に選択した」とい

う [Merkmal] の意味は、サービスエコシステムにおける調整機能の核心を示唆してい

る。つまりサービスエコシステムの調整は、多様なアクターが恣意的に選択した概念が

共有された結果であると理解できる。 

したがって、本論文ではサービスエコシステムにおいて、人々のサービス交換を誘う

概念を [Merkmal] という言葉によって理解できると考えた。そして [Merkmal] は、

人々の信念やフロネシス (実践的知恵) というような、アクターの内側の観念にアクセ

ス可能な概念である可能性がある。ただし踏まえておきたいのは、[Merkmal] という言

葉は、医学や法学あるいはビジネスの現場でも評価や指標という意味で用いられており、

多様な文脈がもたらす多義的が存在する。そこで、本論文における [Merkmal] をサー

ビス研究の枠組みで使用するために、次の節では本論文において使用する知覚標識 

[Merkmal] の意味を整理する。 

 

 

2.6.1 環世界と知覚標識 

知覚標識とは、環世界において生物がそれぞれ独自の知覚を通じて世界を理解する際

に必要な<しるし>を意味する言葉である。Uexküll (1934; 邦訳, 2005)  は、犬の血を吸

うマダニの行動からこの言葉の意味を説明している。マダニは動物に取り付き血を吸う

ことで生きており、その行動は環世界の論理から次のように説明できる。 

草むらや木の枝にいるマダニが犬の血を吸うことができるのは、犬の発する酪酸のに

おいが「犬の上に飛び降りろ」という知覚標識になっているからである。Uexküll (同)  

は次のように述べている。目が見えないマダニにとって、周囲の景色や環境は意味のな

いもので、マダニの環境とは、酪酸のにおいと犬の体温と血を吸うための毛のない感覚

だけである。それこそがマダニの環世界である (pp.11-26) 。であるならば、マダニの環

世界で重要なのは、酪酸のにおいという知覚標識 [Merkmal] である。そして [Merkmal] 

は、生物 (マダニ) が既に持っている情報の中に存在するもので、その情報をもとにマ

ダニが周囲の情報から“しるし”を切り出していると理解できる。 

このような生物の環世界と知覚標識について、Uexküll (同) はもう一つの例として、
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菓子からレーズンを選り分ける美食家の行動にも興味を示している。 Uexküll (p.27) の

興味とは、レーズンが美食家にどんな味覚をもたらすのかということではなく、レーズ

ンが美食家にとって、ある特別な生物学的意味としての知覚標識になっているというこ

とである。 

ここでマダニにとっての酪酸と美食家にとってのレーズンの事例から、双方の知覚標

識を整理する。マダニと美食家の知覚標識は、ともに価値あるものという<しるし>の意

味をもっている点は共通している。しかしながら、マダニにとっての酪酸は、進化の過

程で刷り込まれた先天的なものとも考えられるが、美食家にとってのレーズンはそれま

での経験によって蓄積された後天的なものである。知覚標識の先天性と後天性について

は、Uexküll (p.27) の議論からも示唆されている。Uexküll (同) は次のように述べている。

すなわち、「マダニはまず酪酸の刺激を受け、次にマダニの環世界の知覚信号に変える

が、美食家は、まず美食家の環世界があって、次にレーズンの刺激を知覚標識に変える

のである。」とされる。つまりマダニの事例と美食家の事例では、知覚標識がいつ主体

に知覚されるのかという点で異なっている。本論文では、後者の後天的な知識から認識

される知覚標識について検討する。なお、知覚標識という言葉は幅広い領域で使用され

ているため、次節では知覚標識 [Merkmal] という言葉の意味について議論を掘り下げ

ていく。 

 

 

2.6.2 知覚標識の意味と機能 

環世界の論理における [Merkmal] は、生物が生き残るために欠かせない“しるし”と

して使用されているが、 [Merkmal] という言葉は、一般的にも学術的にも幅広く使用

されている。たとえば、Google scholar による文献検索で [Merkmal] を調査すると、 

[Merkmal] という言葉が幅広い領域で<指標>や<目しるし>のような意味として使用さ

れている。たとえば、医療現場では、診断基準、治療効果や医療水準における評価の指

標として使用されている。 

そこで、本論文で使用する知覚標識という言葉を定義する。その方法としては、 田

中 (2005) が提唱する複数の辞書をレビューする方法を用いる。田中 (p.30) は、ある概

念同士は相互排他的に独立しているわけではなく、相互に連関している場合が多いこと

を指摘し専門用語の定義と説明の条件を示唆している。その方法は次のようなものであ

る。まず、ある用語がある理論の構成概念になっている場合には、関連した用語間の関

係を示す。次に、類義語の場合には、言葉同士の意味の差異を示す。意味の差異とは、

言葉同士の意味の差異である。最後に、言葉同士の意味の差異を理解することで、その

概念を理解する際の参照枠を提供することになると述べている。本論文では田中 (同) 

の考え方に倣い、複数の日独語辞典に記述されている知覚標識 [Merkmal] という言葉
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を次の節で整理する。 

そこで本論文では、日本で出版されているドイツ語および日本語の辞書として、『ド

イツ言語学辞典』 (1994) 、『ドイツ類語辞典』 (2006)、『独和広辞典』 (1986) 、『独和

辞典』(1993) 、『アポロン独和辞典』 (2016)、『ドイツ言語学辞典』  (1994) 、『広辞苑

第六版』 (2008) を参照した。これらの辞書から [Merkmal] という言葉の構造、意味、

類語、学術的な位置づけについて整理する。なお、本節で使用した辞書・事典の編者、

発行年、発行所については本論文の [参考文献] のページの最後の最後に「辞書・事典」

の項を立てまとめて記述する。 

まず  [Merkmal] という言葉の構造について確認する。ドイツ言語学辞典  (1994, 

p.589) によると、 [Merkmal] は「気づく、認める」意味する [Merken] の複合語とされ

る。[mal] の本来の意味は「痕跡」ある。次に [merken] の類語を『ドイツ類語辞典』 

(2006, pp.544-545) から確認すると、[bemerken] 、[wahrnehmen] があり「気づく・認め

る・知覚する」と記述されている 。ただし、[merken] は英語の (notice) の意味を持ち、

感覚により気づくことが機敏であることを指示するものである。また動物による気づき

は [merken] に限られている。 [bemerken] は、最も一般的な用語だが、[merken] と比べ

ると感覚に訴えることは少なく、且つ活発さが弱くなる。人を目的語に持つことはでき

るが、においの感知には用いないとされている。三つの言葉の違いは、 [merken] が心

理的な問題に気づくものであることに対し、[bemerken] は物理的なものに気づくという

意味がある。他方、[wahmehmen] は「感覚によってとらえ、それを [merken] して理解

力をもってそれを把握する、知覚する (p.544) 」とある。この用語は、人にも物にも用

いることができる。 

次に、 [merken] から派生した [Merkmal] の類語を確認する。 [Merkmal] の類語には、 

[Kennzeichen] 、 [Symptom] 、 [Zeichen] がある。『ドイツ類語辞典』 (同) によると、

[Merkmal] が感覚による機敏な気付きであること、動物による気づきに限られるという

点が [Kennzeichen] 、 [Symptom] 、 [Zeichen] とは異なると示されている。また、同辞

典には、それぞれの語の英語の意味が併記されている。それによると、[Merken] は英語

の (mark) の意味を持ち、物を見分けることが出来る特徴、しるし、目印とされている。

続く [Kennzeichen] は (mark, sign) の意味を持ち、同じ種類・性状の他の物から区別す

ると示されている。そのあとの [Symptom] は医学用語であるが、一般には経験から知

られる確かなという意味を持つ。たとえば、「肝臓障害の徴候である」、あるいは、市場

の経験から知られる確かな、という意味から「物価が上昇するのは慢性インフレーショ

ンの徴候である」というような例文が示されている。また、[Zeichen] は、英語の (sign, 

signal) の意味を持っている。この言葉は、何かのことを表わすことになって耳に聞こえ、

目に見える物、何かを指し示すものである。たとえば、「何かを推量できる物、未来の

ことを告げ、知らせる物」とあり、「彗星は、昔は悪い前兆とみなされた」という例文
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が併記されている (p.545) 。 

続いて、『広辞苑第六版』 (2008, p.2772) における [Merkmal] の意味を確認すると、

「メルクマール：目印、指標」と表記されている。また、『独和広辞典』 (三修社, 1986, 

p.902) では、「目しるしとしての特徴、特性としてのしるし、記号における微表、記章」

と説明されている。『独和辞典』(郁文堂, 1993, p.966) もこれに近く、「特徴、哲学の分

野での徽表、生物の分野での形質と記述されている。あるいは『独和大辞典』 (小学館, 

2005, p.1522) には、「 (人や物事を見分けるための) 目しるしとなるもの、特徴、徽標や、

ある種の特徴を手がかりに見分けること」と、言語学における意味論の「素性」概念と

いう 2 つの意味が示されている。前者については、「旅券などの記入欄における特徴」

というような例文が付されている。また、『アポロン独和辞典』 (同学社, 2016) にも、

「特徴、特性」という意味と、言語学における特性、素性という 2 つの説明があり、前

者の例として「彼はこれといった特徴がない」という一文が併記されている。いずれの

辞書も、 [Merkmal] が、ある概念の特徴や目しるし、徽表、素性を意味する語だとして

いる点では共通している。『独和大辞典』の「旅券などの記入欄」という例は、かなら

ずしも外見の「目しるし」だけとは言えない可能性があるが、同書が記している定義を

そのまま当てはめるならば、ある種の特徴を手がかりに、何かを見分けることを評して

いるといえよう。 

最後に [Merkmal] の学術的な位置づけを確認する。『ドイツ言語学辞典』 (川島ほか, 

1994, pp.586-587) によると、 [Merkmal] には、哲学・倫理学と言語学的な 2 つの体系を

持っていることが示されている。前者の哲学・倫理学的では、「メルクマール、徽表、

特徴、特性」という、これまで確認した複数の日独語辞典と同様の定義が記述されてい

る。後者の言語学では、「特徴、素性」という定義されている。ここで注目すべきは、

川島ほか (p.587) が述べる [Merkmal] の特徴である。川島 (同) は、Herder (1772, 木村

訳, 1975) による [Merkmal] の解釈に従い、「物事を知覚した際の<しるし>であり、この

<しるし>の符号が語にほかならない」と主張している。この記述から [Merkmal]が＜し

るし＞を伝達する言葉を伴うことを示唆している。このように考えてみると、知覚標識

は、サービスエコシステムにおいて交換を誘う<しるし>であると考えられる。以上の議

論から [Merkmal] という概念の意味と性質は次のように整理できる。 

 

 (Merkmal] の概念整理) 

1. Merkmal は、ある概念の特徴、特性、目しるし、徽候・符号を意味している。 

2. Merkmal は、人や生物の行動変容と関係がある。 

3. Merkmal は、人を目的の対象とするものではない。 

4. Merkmal は、感覚による機敏な気付きであり、動物による気づきに限られる。 

5. Merkmal は、＜しるし＞を伝達する言葉を伴っている。 

以上の議論から [Merkmal] の言葉の意味と関係性を (図 2-5)に整理した。図の直線



50 

は言葉同士の関係性を表し、点線はその用語のメタファーとなる概念や用語を示してい

る。次節では、<しるし>を意味する [Merkmal] を<記号>という言葉から整理して、本

論文の定義する [Merkmal] の理解を進める。 
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図 2-5 [Merkmal] の言葉の意味と関係性 
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 これまでの議論から、知覚標識 [Merkmal] はサービスエコシステムにおいてサービ

ス交換を促進する <しるし> であることが示唆された。ここでの <しるし> は、伝達す

る手段としての言葉や文字、符号、標章などの記号が含まれる。記号はそれ自体ではな

く、解釈を通じて意味を伝える媒体として機能する。加藤 (2003, p.12) によると、記号

には「表象の機能」と「伝達の機能」がある。表象の機能とは、目の前にないものを心

の中で思い浮かべる機能である。後者の伝達の機能とは、情報やメッセージを他者に伝

えるための手段や方法である。とりわけ後者は、コミュニケーションの道具として欠か

せない言語記号の機能を持つものである。この言語記号は、本質的に自己目的的、自己

回帰体なもので、その言語の形態、響き、匂いが全面的に出てくる反面、その所記や指

示対象は背景に交代されるものである (同, p.14) 。その意味で PFC 教育の制度化にお

いては、フェーズフリーという言葉が、表象機能と伝達機能の両方を有する記号であり、 

[Merkmal] であると考えられる。たとえば、教師がフェーズフリーという言葉の文字や

音声を知覚すると、念頭にまず PFC の主観的な心像ないし概念が浮かび、他のアクタ

ーと PFC の意味を共有する。したがって、PFC 教育の制度化においては、PFC という

言葉がコミュニケーションの道具として機能している。 

 では、PFC という言葉がなぜコニュニケーションの道具として機能できるのだろう

か。その理由の一つに、PFC という言葉のリズムが考えられる。河野 (2007, pp.207-209) 

によると、言葉のリズムは世界の言語に共通で、生得的な現象であり、リズムは話し言

葉を聞いてその意味を理解する、いわゆる聴解 (listening comprehension) のメカニズム

との深い関係があると述べている。あるいは、本間ほか (2006) によると、日本語にお

ける言葉の音とその印象の相関関係は、音相理論によって議論されている。この聴解研

究、音相研究については新しい理論を指示しているものではないので本論文では取り上

げない4。ただし聴解という概念は、Uexküll (1934; 1970= 2020, p.128) の提示する音の知

覚信号 [Ton]と関連性がある。Uexküll (同) は、音の知覚信号は簡単に環世界に移され

ると述べている。トーン [Ton] とは、ギリシア語のトーノスに遡る言葉でありドイツ語

では [Ton] 、英語では [tone] 、フランス語では [ton] 、イタリア語では [tono] と称さ

れている。いずれも音、音色、音調を意味する言葉である。 

このように考えてみると、PFC という言葉は聴解が可能な音の [Merkmal] であると

考えられる。そして、PFC という言葉のトーン (音・音色・音調) もサービス交換を促

進する<しるし>であると考えられる。 

以上の議論から、知覚標識の意味と機能を整理した。次節では、環世界と知覚標識に

類似する概念を取り上げ、それらの概念と本論文で取り上げる環世界・知覚標識との相

違点を整理する。 

 
4 聴解の聴音・聴力的な機能については君付 (2010) が議論している。音相理論については木通 

(1990; 2004) に詳しい。 
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2.6.3 知覚標識に類似する概念 

知覚標識 [Merkmal] は環世界の言葉であるが、生物と環境の関係から行動変容を促

す<しるし>に関連する議論としては、Gibson (1979; 2014= 佐々木, 2015) によって創設

されたアフォーダンス理論がある。また、知覚標識という言葉に類似した知覚品質とい

う言葉がマーケティングの分野で議論されている。そこで本節では、環世界とアフォー

ダンスの関係、および知覚標識と知覚品質の意味の違いについて説明を加える。 

まず、環世界とアフォーダンスの関係を説明する。環世界とアフォーダンスは生物と

環境の関係に注目している点は一致している。しかしながら、前者と後者は主体が知覚

標識によって行動変容を起こすプロセスが異なっている。 

アフォーダンス (affordance) は英語の (afford) が「与える」や「提供する」という意

味を持つ Gibson (同) によって作られた造語である。アフォーダンスにおける動物と環

境の相補性は、環境の知覚とそこから導かれている行為に関連していると捉える。たと

えば、河野・田中 (2023, p.26) は、Gibson の着想を受け継いた Lee and Reddish (1981) の

議論からアフォーダンスの考え方を解説している。Lee and Reddish (1981) は、カツオド

リの飛び込み行動の研究からアフォーダンスを理解している。その論理は次のようなも

のである。カツオドリは獲物を捉えるために、頭から海に飛び込んで獲物となる魚を捕

獲する。そのためには、移動に伴って変化する海面の見え方の変化が重要である。なぜ

ならば、その変化が、海面に到達するまでの残り時間の情報をカツオドリに伝えるもの

であるからである。その結果、カツオドリは海中で獲物を捕獲できるように翼を折りた

たんで姿勢を整えていく。そしてカツオドリは獲物のいる海に向けて飛び込み行動を行

う。河野・田中 (同) によれば、カツオドリの行動は「移動とともに開示されている情

報が最適な行動を導く直接の手がかりとなっている」ものであり、「受動的に取り入れ

た情報を、頭や心の中で加工して最適な行動を決定しているのではない」と述べている。

このことは、「ある対象のアフォーダンスは、観察者の要求が変化しても変化しない 

(Gibson, 1979; 古崎ほか邦訳, p.151)」つまり、情報は動かないということであるから、

飛翔中のカツオドリが、海面の変化と出会う場面で知覚する、という行為の可能性がア

フォーダンスである。 

であるならばアフォーダンスは、内外の状況に関わらず、常にカツオドリの環境の中

に存在するものであることがわかる。河野・田中 (p.34) が述べるように、アフォーダ

ンスが物理的属性である以上、行為主体がそれを知覚するかどうか、十分な注意を払う

かどうかに関わらず、アフォーダンスは環境の中に実在するものである。ではカツオド

リは、アフォーダンスの中から必要な情報をどのように知覚するのであろうか。この疑

問について、河野・田中 (p.78) によれば、アフォーダンスの知覚とは、その動物がその

環境の中でどのような相互作用を引き起こすかということに関係し、その環境が自分に

とってどういう存在であり、環境にとって自分がどういう存在であるかを知ることであ
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ると述べている。この観点から、カツオドリの知覚は次のように理解できる。まず、飛

翔中のカツオドリが海面の変化と出会う場面で知覚される情報とは、環境の中にあって

海中に潜る際の手がかりとなる情報である。それだけではなく、カツオドリの自己特定

的な価値の情報であるといえる。だとすると、環境と価値の情報がカツオドリの知覚と

ともに決定されるものである。このプロセスでは、カツオドリは受動的に受け入れた情

報から最適な行動を決定するから、知覚とは情報に自分を巻き込んでいく行為 (河野・

田中, p.158) である。したがって、 [Merkmal] は、カツオドリに与えられた情報の中に

存在するものである。このように考えてみると、アフォーダンスと環世界における 

[Merkmal] の違いについて、前者の [Merkmal] は主体が受動的に認識するものである

ことに対し、後者の [Merkmal] は、主体が能動的に認識しようとするといえる。 

次に、知覚標識 [Merkmal] と知覚品質の違いについて説明する。知覚品質とは、マー

ケティング分野で使用される言葉で、ブランド・エクイティの議論における重要な要素

の一つとして議論されている (薄井, 2011) 。知覚 (perception) とは、人間が五感を通じ

て周囲の世界や自分自身の内部から生じる刺激を受容し、周囲の世界や自らの状態を知

ることであり、品質とは、マーケティングにおいて消費者に知覚された製品の質である 

(薄井, 2011, p.149)。そしてブランドは、市場における企業の重要な資産 (ブランド・エ

クイティ)として認識されている (Brakus and Zarantonello, 2009) 。そしてブランドとは、

「売り手の製品やサービスを、他の売り手と区別させるものと認識される、名前、用語、

デザイン、シンボル、その他の特性 (Benett et al, 1995) 」である。 

この観点からブランドを、S-D logic における企業と顧客の関係に横滑りさせると、ブ

ランドとは価値提案の一つであり、 [Merkmal] はそのブランドの価値を表すしるしで

ある。ここで、人間は環境にある情報や刺激を全て知覚するのではなく、自分の関心の

ある事柄のみを知覚する性向があり、薄井 (同) はこの性向を選択的知覚と呼んでいる。

選択的知覚 (selective perception) とは、人は重要な情報を選択して知覚することである。

それゆえ、知覚には刺激や情報が、自分の都合の良いように解釈される (選択的歪曲) 

こともしばしばある。また自分に関心のある刺激や情報は、相対的によく記憶される傾

向 (選択的記憶) をもっている (薄井, 2011) 5 。それゆえ、知覚品質はブランド・エク

イティの中でも重要な概念であり、消費者が認識するブランドの品質水準を意味してい

る。たとえば、製品戦略において技術的な品質や客観的な品質よりも消費者に知覚され

た知覚品質のほうが重要であると薄井 (同) は示唆している。このように考えてみると、

知覚品質は消費者が認識する製品やサービスの質を意味する言葉である。したがって、

知覚品質は、市場での購買意欲を促進させる<しるし>という意味を持っている。 

 
5 選択的記憶については、Achrol and Kotler (2012, p.232) によって、選択的注意、選択的弯曲、

選択的記憶として分類されている。 
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2.6.4 知覚標識の定義 

本項のまとめとして、本論文で議論する知覚標識 [Merkmal] を定義する。 

(Merkmal の定義)  

アクターが相互に密接に関連し合う物理的、生理的、心理的な文脈において合理性を意

味する<しるし>。 

 

多様なアクター同士のサービス交換を成立されるためには、それぞれの文脈に基づい

た合理性が必要である。しかしながら、人々の文脈は通常は隠れていて外から見ること

はできない。このような課題に対して、既存のサービス研究は多様な人々に共通する合

理性がどのように精製され、認識され、調整されるのかについて解明されていない。そ

こで、本論文ではサービスエコシステムに [Merkmal] という概念を導入し、 [Merkmal] 

が多様なアクターの文脈を調整する概念であると捉える。であるならば [Merkmal] は、

人々の相互作用を促す合理性を意味する<しるし>の機能を持ち、その<しるし>が引き

金となってサービス交換を促進できる可能性がある。この観点は、PFC 教育の制度化プ

ロセスにおける知識マネジメントの仮説の中に、 [Merkmal] が含まれると捉えるもの

である。以上の議論から、次項では本論文の学術的な位置づけと新規性を順に説明する。 

 

2.7 本論文の位置づけ 

本論文は、知識科学研究の文脈における知識マネジメントの議論に、サービス交換

を促進する知覚標識 [Merkmal] という新たな概念を位置づけることを目指すものであ

る。この新しい研究アプローチは、Vargo and Lusch (2017, p.50) が提起している「サー

ビスエコシステムの将来研究に向けた 10の課題」の課題 2、課題 6、課題 7 に貢献す

るものである。 

 

 (サービスエコシステムの将来に向けた 10 の課題)  

１．サービスエコシステムはどのように構築されるのか。 

２．サービスエコシステムはどのようにアクターに適応し、進化するのか。 

３．サービスエコシステムの回復力 (resiliency) は何によって決まるのか。 

４．エコシステム内の共創を促進する要となるキーストーンアクター (keystone actor)  

はどのようにしてその地位を確立するのか。 

５．サービスエコシステムはどのように革新し、市場の出現をどのように促進するの

か。 

６．エコシステムのサービスは、どのようにしてサービスエコシステムに統合され、

育成されるのか。 
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７．サービスエコシステムが連携して機能することを可能にする制度や制度的取り決

めとは何か。 

８．より関連性の高い、またはデジタルベースの環境に開発する必要がある特定の

institutions は存在するか。 

９．イノベーション、市場の出現、市場の可塑性、さらには企業や産業、使用の衰退

を研究するために制度的観点をどのように活用できるか。 

10.  組織維持の取り組みはどのようにして継続され、組織が新しいルールの探索およ

び実験を行い、リスクや不確実性に直面し、生き残り、場合によっては反映でき

るようになるのか。 

 (Vargo and Lusch, 2017, p.50)  

 

2.8 本論文の新規性 

本論文の新規性は、サービスエコシステムにおける制度とサービスロジックの調整機

能を、知覚標識 [Merkmal] という概念を使用して説明するものである。そのために、鳴

門市の防災教育の事例において、児童生徒の学力と災害対応力の両方を向上させる取り

組み (PFC教育) における、教育委員会の知識マネジメントに注目した。そして「なぜ

鳴門市で PFC 教育が制度化できたのか」をリサーチクエスチョンとして、PFC 教育の

サービスエコシステムにおける知覚標識の位置づけ、および役割と機能を明示するもの

である。その理論的基盤として、本論文は Vargo and Lusch (2004; 2008; 2016) によるサ

ービス・ドミナント・ロジック (Service Dominant Logic: S-D logic) および Vargo and Lusch 

(2016) によるサービスエコシステムの枠組みを援用する。サービスエコシステムとは、

人々のナレッジやスキル、社会的関係、知力・体力などのサービスを交換の原資とする

価値システムの枠組みである。S-D logic とは、その価値システムにおける交換の論理で

あり、Vargo and Lush (2004; 2016) によって 5つの公理と 11の基本的前提が提示されて

いる。 

S-D logic の公理と基本的前提は、サービス (知識や能力、以下オペラント資源という) 

を交換の資源としている。それによって、従来のモノ（オペランド資源という）を中心

としたマーケティングの議論の拡張に貢献している。しかしながら、(Lusch and Vargo, 

2014= 2016, p.3) 自身も、サービスエコシステムがあらゆる交換を説明できるわけでは

ないと述べている。それというのも、人々は自身を取り巻く世界を見て理解し、現実を

秩序立てるのに便利な信念体系を開発するが、それらの信念体系は一人ひとりの訓練と

教育から生じると捉えている。 

であるならば、サービスエコシステムには人々の信念体系を支配する二つの論理が存

在する。一つが制度的ロジックと呼ばれる、既存のルール、規範、信念に基づく価値の

論理であり、もう一つがサービスロジックと呼ばれる交換のプロセスで生じる価値の論
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理である。既存研究では、それらの論理を FP11 (制度) として一括りに捉えている。こ

れに対して本論文では、一人ひとりのアクターの制度的ロジックとサービスロジックが

調整された結果、異なるシステム同士のサービス交換が成立し、PFC教育が制度化され

たと考えた。そして、制度的ロジックとサービスロジックの両方にアクセス可能な概念

として、知覚標識 [Merkmal] を位置づけたい。本論文は S-D logic におけるサービスエ

コシステムの枠組みに、アクターのサービス交換を促進する知覚標識という新たな観点

から整理し、その課題と可能性を検討する。 

図 2-6は、S-D logic の FP11 について、既存研究と本論文の視角を示している。左側

は先行研究の視角である。ここでは制度 (既知の信念体系) として規定されたサービス

交換の論理が、マクロ・ミクロ・メソのシステムに働きかけていることを表している。

そして、制度とアクターの個々の知識 (サービス) を FP11 として一括りに議論してい

る。これに対して、右側は本論文の視角である。知覚標識 [Merkmal] が、異なるシステ

ムを架橋し、システム間の調整を誘う概念であると考えている。したがって、サービス

エコシステムにおける知覚標識 [Merkmal] による調整は、多様なアクターの自由なサ

ービス交換を促進できる可能性がある。 

 

 

 

図 2-6 サービスエコシステムの調整機能 

 

 

この考え方を検証するために、本論文は PFC 教育のサービスエコシステムにおける

制度化プロセスを研究対象としている。そこでまず、既存の防災教育研究をレビューす

ると、数多の議論が学習指導要領に基づいたカリキュラムを実践することが、すなわち

防災教育の効果を高めるという前提がある。つまり公的カリキュラムの遂行を目的とし

て、研究者や専門家による実践手法の修正と追加を重ねることで発展し、現在も進化を

続けているとする。それらの議論によって蓄積された知見は、教師の知識や能力ととも

に地域の特徴とも関係づけられ、より実践的な防災教育の手法を構築している。 

【先行研究】 【本博士論文】
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しかしながら、既存研究は公的カリキュラムの実行プロセスを議論の中心としており、

授業づくりを行う教師の創意工夫のプロセスに踏み込んでいない。たとえば、防災教育

実践の報告である「学校防災のための参考資料「生きる力」を育む防災教育の展開 (文

部科学省, 2013)」によると、防災を教科や総合的な学習の中に取り入れる際の要点や、

家庭や地域社会との連携のあり方が詳細に記述されている (p.6) 。その一方で、教科書

や副読本と向き合いながら授業づくりを行い、実践している教師の取り組み方には注目

していない。また、児童生徒が主体的に考え行動する力を養うことは必ずしも教科目標

とされていない (豊沢ほか, 2019, p.54)。 

日本における防災教育は、学校防災の中に制度として存在するものの、数多の調査か

ら教育現場において発生しうる防災教育の取り組みづらさが生じている。しかしながら、

鳴門市の PFC教育は教師の主体的な取り組みによって実施されていることを鑑みると、

公的な防災教育の制度と、個々の教師のサービスが調整されていると推測できる。そこ

で本論文は、普段は隠れていて見えない教師の知識創造に注目したい。そのために、PFC

教育のサービスエコシステムにおける、教育委員会の知識マネジメントの観点から、

PFC 教育の制度化プロセスを検討する。学校生活の限られた時間の中で、防災教育に取

り組む教師の知識創造のプロセスに光を当てることは重要である。 

 

2.9 小括 

本章では、リサーチクエスチョンに関連する先行研究として、PFCと生活防災、知識

マネジメントと関連付けて、防災教育研究、サービス研究、行動変容研究、環世界の論

理の 4 つの分野から先行研究をレビューした。とりわけサービス研究においては、制度

的ロジックとサービスロジックを提示し、本論文がサービスエコシステムにおける調整

機能の観点から PFC 教育の制度化を解明することの意義を述べた。そして、環世界

Uexküll (1934; 邦訳, 2005) とサービスエコシステム (Vargo and Lusch, 2016) の視座を重

ねて、知覚標識 [Merkmal] を定義した。本論文における Merkmal] は、制度的ロジック

とサービスロジックの両方の論理にアクセス可能な<しるし>であると理解した。ただ

し知覚標識という言葉は、社会や市場で幅広く使用されている言葉であるため、複数の

ドイツ語の辞書を手がかりに  [Merkmal] の語源に遡って、サービス研究における 

[Merkmal] を、サービス交換における合理性の<しるし>として意味付けをした。 

また、知覚標識という言葉をサービス研究の文脈に組み込む前提として、アクターと

知覚標識との接点を踏まえておかねばならない。なぜならば、アクターがなぜ、どのよ

うにして知覚標識を認識するのかに踏み込まなければ、サービス交換を説明できないか

らである。そこで本論文は、環世界の論理 (Uexküll, 1934; 1970= 2020) から、アクター

同士のサービス交換が起こる環境との関係を解釈した。環世界は、生物と環境との関係
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を理解する枠組みであり、アクターの周囲に存在するものとしての環境 [Umgebung] の

観点もあれば、アクターが創り出すものであるという環世界[Umwelt] の観点もある。

本論文では、多様なアクターの環世界で文脈が共有された結果、サービス交換が生じた

と考えている。そして、環世界とアフォーダンスの論理における知覚標識へのアプロー

チについて説明を加えた。また、人々の行動変容の観点から仕掛学とナッジの論理を整

理した。さらにマーケティングの議論で使用されている、覚品質という言葉を本論文の

知覚標識の議論から除外した。 
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第3章  データ収集と分析 

本章では、鳴門市の PFC 教育の制度化の要因と結果を検証するために、実証データ

の収集と分析を行う。本論文は、PFC 教育の制度化をテーマとして、現実世界で通用す

る知識科学の理論を組み立てるものである。鳴門市の PFC 教育は、学校防災計画への

導入を発端として広がりが変化している (Shimbo, et.al, 2023) 。そこで本博士論文では、

市政における PFC の導入 (2018 年) から、PFC 教育が市内全域で実施されている段階 

(2023 年) までのプロセスを観察期間として、PFC の制度化における PFC 教育の導入、

着火、発火、発展の 4 つのプロセスから検討する。それぞれのプロセスにおいて、関係

者に対するインタビュー、フィールドワークを中心とした質的データを収集し Braun 

and Clarke (2020) による再帰的テーマティックアナリシス (Reflexive Thematic Analysis 

Method: TA) および TA の結果を時間軸から裏付けるために、出来事生起表 (田村, 2023) 

を使用する。

 

3.1 調査の前提 

本論文は、現実世界で通用する理論構築を目指している。このような理論構築の考え

方の一つとして中範囲の理論がある。本項では、中範囲の理論 (Merton, 1936; 1968) を、

保城 (2015) が解説した方法に基づいて理論の適用範囲を示す。また、PFC 教育の制度

化に影響を与えた出来事のつながりを裏付けるために、米盛 (2007) によるアブダクシ

ョンの考え方を参照する。 

3.1.1 中範囲の理論 

中範囲の理論とは、「ある時代や地域の範囲内において、繰り返して現れる (と考え

られる) 個々の現象を統一的に、単純化・抽象化されたかたちで説明でき、ある程度検

証もされている体系的知識」(保城, 2015, p.43) である6。中範囲の理論が導出するのは、

論理的に導き出され、ある程度抽象化が行われていながらも、その説明する範囲が限定

されていて実証的に検証することができる理論: empirically grounded theory (Merton, 1968, 

p.68) である。このため中範囲の理論は、Brodie et al (2011) および Lusch and Vargo 

(2014= 2016, p.250) が示唆するように、サービス交換における S-D logic とプラクティ

ス (実践) の橋渡しとなるだけでなく、同時に S-D logic を構築するための下支えを提供

することが期待できる7。本論文もこの考え方に倣い、一般理論と経験的発見を結びつ

 
6 中範囲の理論は観察される社会行動や組織の行動からあまりにも遠く離れた一般理論と、詳

細ではあるが全く一般化を行わない個別記述との間に位置している (Merton, 1968, p.39; 保

城, 2015, p.36) 。 

7 実際に Vargo and Lusch (2016) は、S-D logic の研究手法としてメタ理論と中範囲理論を使用す
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けるために中範囲の理論 (Middle-Range Theory) を使用する。Evera (1997) によると理

論とは、「事象群の原因や結果を記述したり説明したりする一般的論述であり、因果関

係を示す法則 (以下、因果法則 : causal law) や仮説、説明および先行条件から成り立つ

もので、一方の説明とは因果法則あるいは仮説から成り立つ」 (Evera, 1997: 邦訳 2016, 

p.7) 8と定義されている。したがって、因果関係を示す法則を示すためには、より多く

の事例を収集し類似した規則性をつかむことが不可欠である。しかしながら本論文の対

象は、鳴門市のサービスエコシステムの中でダイナミックに変化するアクターの偶発的

な資源統合 (すなわちサービス交換) であり、そのような結合から規則性を導き出すこ

とは非現実的である。もっとも膨大なデータを収集し計量的な結果からパターンが特定

できたとしても、個々のアクターの洞察深い説明や経験的な分析の質を保つことが困難

であると考える。 

そこで本論文では、理論の適用範囲 (scope condition: Goertz, 2006, pp.193-195) の考え

方に基づいて、鳴門市における PFC 教育のサービスエコシステムを設定する。中範囲

の理論の具体的な実践方法として、保城 (2015) は 3 つの限定を踏まえることを推奨し

ている。3 つの限定とは (1) イシューの限定、(2) 時間の限定、(3) 空間の限定である。

イシューとは研究課題である。そしてイシューの限定とは、研究課題において分析する

事例を同種のもの、比較可能なものに絞ることである。時間の限定とは、イシューの経

年変化のうち特定の時間を明示的に切り取って分析することである。空間の限定とは、

そのイシューが影響を及ぼす範囲を限定するものである (保城, 2015, p.117) 。そこで本

論文は保城 (同) の方法に倣い、次の 3つの項目について研究範囲を限定した。 

 

(1) イシューの限定：分析する事例を比較可能なものに絞る。 

本論文のイシューを PFC 教育の制度化プロセスとする。制度化プロセスとは PFC 教

育の導入からすべての公立幼稚園・小中学校の授業における実施である。このプロセ

スは、サービスエコシステムにおける共創行為の正しい形態を創造し定義している。 

(2) 時間の限定：イシューの経年変化のうち特定の時間を明示的に切り取る。 

鳴門市が PFCを地域防災計画に導入した 2018 年 2 月から、学校防災計画に落とし込

まれ、PFC の教員研修「令和 4 年度第 3 回学校防災推進会議防災実務者部会9の開催 

(2023 年 1 月) 」の実施までとする。この期間には、PFC 教育の導入から制度化され

ていることを示す公的なデータが存在する。 

 

ることを推奨している (Vargo and Lusch, 2017, p.50) 。 

8 理論の定義は数多あるが、その多くは現実を抽象化したもの(Lusch and Vargo, 2014= 2016), 

p.63) というように省略されることが多いとされる（Evera, 2016, p.7) 。 

9 学校防災推進会議防災実務者部会とは鳴門市内の全ての公立幼稚園、小中学校の防災担当教

員が参加する会議である。 
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(3) 空間の限定：そのイシューが影響を及ぼす範囲を限定する。 

PFC 教育のサービスエコシステムをイシューが影響を及ぼす範囲とする。この範囲の

アクターには、行政・教育委員会・教師・児童生徒・地域のアクターが存在する。そ

して、S-D logic のレンズを使用するとアクターのサービス交換の結果が PFC 教育の

制度化であると捉えることができる。 

 

3.1.2 仮説の構築 

本論文の仮説は、S-D logic 研究における検討中の課題に対して、最も理にかなった説

明を与える可能性がある。そして、PFC 教育の制度化をテーマとした実証研究によって

その真否を判断しようとしている。さらに、教育委員会の知識マネジメントという仮説

を提示し、制度化が実現できる要因を捉えようとしている。そこで本論文では、中範囲

の理論を使用することを前節で述べた。中範囲の理論に基づいた仮説の構築方法につい

ては、米盛 (2007, pp.70-73) が策定した「パースによる仮説を選択する四つの基準／条

件 (表 3.1) 」を保城 (2015) が解説した方法を参照した。 

 

表 3.1 パースによる仮説を選択する四つの条件／基準 

基準/条件 内容 

もっ もら さ 検討中の課題に対  、最も理にかなった説明 与  い か 

検証可能性 経験的 実 照合す こ によっ 、その真否 判断す こ ができ か 

単純性 同じ程度の説明能力のあ 複数の仮説が存在す 場合、よ 単純な仮説が

選ばれ い か 

経済性 仮説 検証す 際に、でき だ 最少の経費・時間・思考・エネルギーで実行

でき 仮説 優先させ い か 

(出所) 保城 (2015, p.89, 表 3-2) 

 

本論文の仮説が、 (表 3.1) に示した四つの条件を踏まえていることを説明する。ま

ず、 もっともらしさとは、PFC 教育の制度化に対して最も理にかなった説明を与えて

いるかである。この条件において本論文は、教育委員会の知識マネジメントをもっとも

らしさの軸としている。学校防災をマネジメントするのは教育委員会である。よって教

育委員会を PFC 教育の制度化の要因と捉えることは理にかなっている。次に、検証可

能性とは、PFC 教育の制度化という事実と知識マネジメントの要点を照合することによ

って、本論文の仮説である「教育委員会の知識マネジメントが鳴門市のフェーズフリー

教育の制度化に影響を与えた。」の真否を判断することができるか、である。この条件

において本論文は、鳴門市行政、教育委員会、教師、児童生徒らの質的データを収集し、

仮説の真否を判断しようとしている。なお、本論文は、知識マネジメントの真否を実証

研究によって判断するものであり、知識マネジメントを促進する要素として、知覚標識 
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[Merkmal] を位置づけている。したがって、知覚標識は知識マネジメントの仮説に含ま

れるものである。 

続いて単純性とは、PFC教育の制度化の仮説における単純性である。本論文は PFC 教

育の制度化において教師の主体的な授業づくりを軸に議論する。PFC 教育の実施におけ

る教師の能動的な行動は、PFC 教育の制度化における最も単純な仮説である。最後に経

済性とは、教育委員会の知識マネジメントを炙り出す際に、できるだけ最少の経費・時

間・思考・エネルギーで実行できる仮説を優先させているかである。本論文では、一般

社団法人フェーズフリー協会の協力を得て調査を開始し、鳴門市行政および教育委員会

の関係者に対する質的データを収集した。加えて、公式動画などの映像・音声データな

どから児童生徒や地域のデータを収集している。したがって最小のリソースを動員し調

査を遂行している。以上のことから、本論文における仮説は、米盛 (2008 ) が解説した

パースによる 4つの条件 (もっともらしさ、検証可能性、単純性、経済性) を踏まえて

いる。 

 

3.1.3 調査対象と調査の条件 

本論文では中範囲の理論を踏まえ、分析の対象とする範囲と期間の条件を設定する。

範囲条件 (scope condition) とは、理論が適用される特定のケースや状況における条件で

ある。Goertz (2006, pp.193-195) は、範囲条件を設定することで、理論や仮説がどのよう

な文脈で有効であるかを明確にできると述べている。そこで本論文における分析対象範

囲を PFC 教育のサービスエコシステムとして設定し、次に述べる [1] から [9] の条件

に基づいて調査・分析を進めていく。 

 

[1] 調査対象期間の設定 

まず、PFC 教育の発端 (point of no return) を設定した。発端とは、それ以前の出

来事を観察しても当該現象の結果には結びついてこない時点  (Roberts, 1996, 

p.116) である。PFC 教育の制度化は、鳴門市が PFC の考えを地域防災計画に取り

入れた 2018 年 2 月を発端としている。本論文では 2018 年 2 月から 2023 年 1 月

までを調査期間の区切りとした。 

[2] 経験的な出来事の取得 

時間の流れの中で、時間の経過に伴うサービスエコシステムの変化や環境の展開に

焦点を当て、一連の特定の時点で適切な転換点を取得する (Coller, 2011)。本博士

論文における転換点とは、学校防災の取り組み内容が改定される学校年度である 4

月とした。さらに、PFC 教育の制度化プロセスにおける転換点を 4 つの区間に分

けて、それぞれ導入・着火・発火・発展プロセスと呼ぶ。 

[3] データの収集 
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範囲条件を設定するために、まず 2021 年 10 月に鳴門市に訪問して行政・教育委

員会に対する聞き取り調査を実施した。PFC 教育を学校現場に導入した経緯につ

いての情報収集を行うとともに、PFC 教育に関する公的資料や教員研修の教材を

収集した。次に 2022 年 1 月および 2023 年 1 月に防災担当教員研修のフィールド

ワーク、続いて 2022 年 10 月に教育委員会の指導主事と幹部職員に対するフォー

カス・グループ・ディスカッション、さらに 2023 年 1 月に PFC 教育の事例集の

作成に携わった指導主事に対する半構造化面接を実施した。それに加え、鳴門市公

式 YouTube の音声動画や NHK などの報道番組の録画データを参照した。 

[4] 調査対象と方法の特定 

当然ながら、PFC 教育は特定の教師の努力だけで実施できるものではないため、

[2]と[3] のデータに基づいて調査対象を選定し、合理的な調査対象をとデータ収

集方法を選択する。また調査の過程で、教職員の人事異動や社会状況の変化が避け

られないため、PFC 教育と調査対象者との関係を詳細に把握した。調査対象の動

き、言動、背景を表す発言のデータを収集し、Braun and Clarke (2022) の TA を

使用して知識マネジメントの要点を導出した。その際に注目したのは、リサーチク

エスチョンに関連する、次の a.から d.の調査対象の動きである。 

a. 教師の文脈がどのように形成されるのか (教師と行政、教師と PFC 協会、教

師と児童生徒、教師の能動的な行動または外部環境の影響) 。 

b. アクターの文脈は何によって共有されるのか (教師と教育委員会、教師と教師、

教師と児童生徒のサービス交換のメカニズム) 。 

c. PFC 教育は、教師の授業づくりにどのような影響を与えるのか。  

d. 教師の行動がどのように集約され、集合的な知を生み出すのか (教師同士、教

師と教育委員会のサービス交換のメカニズム)。 

[5] 教育委員会のマネジメントの分析 

[4] の結果から、教育委員会の知識マネジメントの要点を導出する。 

[6] 教師の主体的な授業づくりの分析 

[5] と同様に、教師の授業づくりの要点となる概念を導出する。 

[7] アブダクションによる推論 

リサーチクエスチョン (なぜ学校の PFC が制度化されたのか) に対する分析上の

仮説を検証し、破壊し、再検証しながら [5] と [6] で生成したテーマを検証する。

このプロセスでは、佐藤 (2002; 2008) による漸次構造化法を使用する。漸次構造

化法とは「問題設定、データ収集、データ分析、執筆という四つの作業を同時進行

的に進めていき、問題と仮説を徐々に構造化していくだけでなく研究自体も次第に

完成させていくアプローチ (佐藤, 2008, p.295) 10」である。この作業と併行して、

 
10 漸次構造化法によって、いわゆる「分厚い記述」が可能になると佐藤 (2002, p.295) は述べ
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出来事生起表 (田村, 2023) によって時間軸による裏付けを行う。トピックの時間

的推移についても、アブダクションを使用し断片的に収集された PFC 教育の制度

化に関連するトピックをつなぎ合わせる作業を行う。 

[8] 制度化プロセスの再構成 

以上 [1] から [7] のプロセスを通じて、知識マネジメントの要点を生成する。た

とえば、PFC 教育が学校現場に広がる転換点が教員研修であると解釈されたなら、

関連する質的データを活用し知識マネジメント、授業づくりに影響を与えた概念を

特定する。その際に、経験的あるいは資料的な裏付けのないデータは棄却する。 

[9] 事実関係の補強 

[8] の作業において、興味深いエピソードが見いだせれば、新たな知識マネジメン

トの要点として分析結果の中に織り込む。 

 

3.1.4 調査の枠組み：単一ケーススタディ 

本博士論文は、Yin (2018) による単一事例ケーススタディを採用する。単一ケースス

タディとは、「事前に既存理論から用意した、予備的な理論や理論的命題との関係性を

基に選択したケースひとつに焦点をあてるデザイン」である (Yin, 2011; 2018) 。単一ケ

ーススタディは、特定の事例に対して深く掘り下げた分析を行うことが可能で、複雑な

現象や特異な事例についての洞察を深めることができる。一方で、単一事例の分析から

理論構築は可能なのかという課題を伴うものである。たとえば、一つのケースから導か

れた結果はそのケース特有であり他のケースには当てはまらない、という批判は枚挙に

いとまがない。このような批判に対して、Yin (同) は次の 5 つの条件のいずれかに当て

はまっていれば、この課題を克服し単一ケースデザインを選択することを正当化できる

と主張している。 

5 つの条件とは、決定的に重要な意味を持つケース (Critical Case) 、極端なまたは珍

しいケース (Extreme or Unusual Case ) 、日常的なケース (Common Case)、暴露ケース 

(Revelatory Case) 、長期的なケース (Longitudinal Case) である (Yin, 2018; 横澤, 2020 ) 。

本論文は、Yin (同) による 5 つの条件を踏まえることを目指している。一つ目の「決定

的に重要な意味を持つケース」とは、既に完成された理論を検証するときに有用な事例

である。第 2 章の防災教育研究のレビューに示したように、既存の防災教育研究は公的

なカリキュラムに基づいた防災教育の実施に関する理論を構築している。これに対して、

本論文は教師による主体的な防災教育の実施に注目した。Thornton (2004= 2012) によっ

て、教師の主体的な授業づくりは、自身の教科観と教育目標を調整しながら理想の授業

 

ている。 
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を実現することが明らかになっている。であるならば、教師の授業づくりのプロセスに

おいて、教師が自らの知識を総動員して PFC 教育を正当化する行動に出ている可能性

がある。そこで、本論文では教師の主体的な授業づくりに、教育委員会の知識マネジメ

ントが介入していると考え、「教育委員会の知識マネジメントが鳴門市のフェーズフリ

ー教育の制度化に影響を与えた。」という仮説を構築した。この仮説を実証するために、

PFC 教育のサービスエコシステムを基盤として、知識マネジメントの検討、反証あるい

は改良を可能にする事例を選択している。この仮説は S-D logic 研究において、本論文

の事例が S-D logic の FP11 において決定的に重大な意味があるケースであるといえる。 

二つ目の「第二の極端なまたは珍しいケース」とは、理論的慣例や日常的な出来事か

ら逸脱している事例である。PFC 教育とは、従来の行動の選択肢 (普段の授業における

学力の向上) を残したまま、新たな行動の選択肢 (災害時に役に立つ知識の向上) を追

加するという特殊なサービス交換の事例である。したがって、S-D logic の論理とは無関

係に作用するサービス交換の原因が見つかるかもしれない。 

三つ目の「日常的なケース」とは、日常的な状況に共通する特徴や条件を理解するケ

ースである。PFC 教育は、児童生徒にとっては日常の授業の一部である。しかしながら、

PFC をきっかけに既存の知識を総動員する教師の行動に光を当てることで、普段は隠れ

ていて見えない教師の実践的知恵 (フロネシス) を捉えることができる可能性がある。

本論文におけるフロネシス (phronesis) の考え方は、第 6章 (結論) において議論する。 

四つめの「暴露ケース」とは、研究者がアクセスできなかった問題を扱う機会を提供

してくれる事例である。本論文は、鳴門市長をはじめとする行政幹部、教育委員会の教

職員および PFC 協会の代表、さらには現場教師へのインタビューやフィールドワーク

を通じて、以前には研究者が踏み込むことができなかった対象からデータを収集してい

る。それらの分析結果は、実証研究として学術的な貢献に期待できる可能性がある。 

5 つ目の「長期的研究事例」とは、一つの事例を多くの時点で研究するケースのこと

である。長期的な事例は、ある条件や状態が時間の経過とともにどう変化するのかを検

証することを可能とする。本論文は、鳴門市政による PFC の導入から制度化に至る長

期のデータを収集し、時間の経過とともに PFC 教育がどのように制度化するのかを記

録している。 

このように考えてみると、本論文の事例 (鳴門市の PFC 教育の制度化) は、Yin (2018) 

に示された 5 つの条件、決定的に重要な意味を持つケース (Critical Case) 、極端なまた

は珍しいケース (Extreme or Unusual Case ) 、日常的なケース (Common Case)、暴露ケ

ース (Revelatory Case) 、長期的なケース (Longitudinal Case) を踏まえているといえる。

ただし、5 つめの「長期的なケース (Longitudinal Case) 」の場合、時間や空間の中で生

じる膨大な数の出来事が蓄積されているため、制度化に影響を与える出来事を識別しな

ければ収束が困難となる。そこで本論文では、田村 (2023) が構築した「出来事生起表」
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の整理手法を応用し、PFC 教育の制度化における出来事生起表を生成する。出来事生起

表とは「出来事により、ある現象が発生する期間、また結果として影響を及ぼす期間は

異なるけれども、出来事の生起時点の時間軸で整理していくもの」である ( p.43) 。出

来事生起表を生成することで、PFC 教育の制度化プロセスがなぜ生じたのか、の要因と

時間を結びつけることができる。このアプローチは、因果過程追跡法 (Causal Process 

Tracing) を基礎としている。因果過程追跡法とは、特定の事例から中範囲の理論を構築

し、より広い適用可能範囲を持つ理論の確立を目指すものである。 

 

3.2 データ収集の対象 

実証調査では、PFC教育の制度化プロセスを時間軸から把握するために、まず出来事

生起表の基礎となるデータを収集した。2020 年 6 月に PFC 協会代表に対するインタビ

ューおよび、2021 年 1 月に鳴門市教育委員会学校教育課長に対する面接調査を実施し

た。その際に、鳴門市教育委員会が作成した教員研修の資料や、他県から訪れた PFC 教

育の視察者向けの資料、および文部科学省主催の令和 3 年度「学校安全総合支援事業」

全国成果発表会の発表資料 (文部科学省: 鳴門市教育委員会, 2022) などのドキュメン

ト資料を収集した。 

次に、PFC 教育のサービスエコシステムにおけるアクター (行政・教育委員会・教師・

フェーズフリー協会) の認識に関する質的データを収集した。具体的には 2021 年 6 月

から 2023 年 1 月の間に現地に 3 回訪問し、半構造化インタビュー、フォーカス・グル

ープ・ディスカッション (FGD) 、フィールドワークによるデータを収集するとともに、

鳴門市の公式 YouTube 動画の音声テクスト、PFC 教育協会に関する報道番組の録画デ

ータ、ドキュメント資料、徳島県および鳴門市の防災基本計画に関連する公的資料を収

集した。 

インタビューデータは、行政・教育委員会・教師・フェーズフリー協会から収集した。

まず行政には、鳴門市長に対する半構造化インタビューを行った。インタビューの焦点

は PFC を防災基本計画に導入するときの逸話である。次に教育委員会には、指導主事 

(2022年度と 2023 年度担当者、各１名) および学校教育課長の計 3 名に対する、FGD と

インタビュー調査を行った。FGD の焦点は、学校現場を PFC に巻き込むときの逸話で

ある。3 人の指導主事のうち、2021 年度の担当指導主事 C は PFC 事例集を作成した中

心人物であったため、別途、単独で半構造化インタビューを行った。質問の焦点は、PFC

事例集に関する逸話である。 

続いて各園および小中学校の防災担当教員には、「学校防災推進会議の実務者部会 

(以下、実務者部会) 」におけるフィールドワークを行った。実務者部会は、防災に関す

る情報交換や研修の場として、教育委員会によって年に 3回程度開催されている。実証
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調査は、2023 年 1 月に開催された「令和 4 年度第 3 回実務者部会」を対象とした。そ

の際のテーマは、PFC 教育の研修会として、PFC 教育の充実と事例集に掲載する新しい

事例の磨き上げであった。参加者は 28 名で、その内訳は幼稚園・小中学校から 24人の

教師、教育委員会の主事 2 名と学校教育課長および研修の講師を務めた PFC 協会の代

表である。教育委員会の主事は、一定の期間に教育委員会に出向している現役の教師で

ある。このため、現場目線で教育委員会のねらいを推進しやすい立場にある。なお、参

加した教師の属性とグループ分けは (表 3.2) に整理している。 

実務者部会のプログラムは次のようなものであった。冒頭に PFC 協会の代表による

「フェーズフリーへの理解」という 25 分間の講演が行われた。その後 7 班 (3～5 名で

編成) に分かれ、アイランド形式によるグループワーク行われた。グループワークは次

の 3 つの流れで行われた。まず教師一人ひとりが事前に作成した PFC のコンテンツを

発表する。次にその中から班を代表するコンテンツを一つ選び、メンバー全員でコンテ

ンツの磨き上げを行う。最後に班の代表者が全体発表の場で磨き上げたコンテンツを発

表する。すべての班の発表がなされた後で、PFC協会の代表がそれらのコンテンツ講評

と各班へのアドバイスを行った。 

 

表 3.2 実務者部会に参加した教師と得意分野の教科 

 
 

フィールドワーク調査によって、教師の発話や行動、反応などを観察し新しいコンテ

ンツが生成されていく瞬間を把握することができた。観察の際に特に留意した点は、教

師の属性、経験、知識、普段の授業や防災教育に対する姿勢、自身の業務において努力

や工夫といった点でのキーワード、授業でのトピックやリサーチクエスチョンに関連が

あると思われる語やコンセプトの発現である。観察中に不明な点は、グループワークの

中で個別に追加質問を行った。以上の調査に加え、データの事実関係を確認するために、

PFC 協会の代表に対して計 2 回の半構造化インタビューを行った。1回目のインタビュ

ーは、鳴門市に初めて訪問調査を行なうにあたっての事前情報収集を目的に行ったもの

で、2 回目のインタビューは鳴門市への訪問調査が終了した後に出来事の確認を目的と

している。 

班 人数 学校種  科

A 4 中学校 社 英語 数学 理科

B 4 中学校 数学 社 

小学校 国語 家庭

C 4 小学校 算数 音楽  活 保健

D 4 小学校 理科 算数

E 3 小学校 国語 理科 図 

Ｆ 5 幼稚園 ー
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3.3 分析区間の設定 

本論文は、PFC教育の制度化を 4つのプロセスに分けて分析を進めた。4つのプロセ

スとは、導入・着火・発火・発展である。これらの 4 つのプロセスは、時間の流れの中

で時間の経過に伴うサービスエコシステムの変化や環境の展開に焦点を当て、一連の特

定の時点で適切な転換点を設定したものである (表 3.3) 。 

調査対象者から収集した生データのコーディングは、最初にインタビューを行った市

長の遂語録から始めて、Excel を用いたコードブックに記録した (表 3.4) 。逐語録の一

行目に示した、A 注目すべき言葉、B言葉の言い換え、C 文脈のつながり、D テーマ候

補、E 疑問など、の各項目のラベルは調査者が一人で作成した。収集したテクストに加

え、調査の場に同席した鳴門市幹部やフェーズフリー協会代表の語りにも注目した。 

 

 

表 3.3 制度化プロセスの分類 

プロ

セス 
調査対象期間 制度化 状況 調査対象者 

導入 
2018年 5月～ 

2019年 12月 

フェーズフリー教育 説明、パイ

ロット校で スモールスタート 

行政 

フェーズフリー協会 

着火 2020年 1月～12月 
学校防災計画にフェーズフリー教

育が位置づけられる(2020年 1月) 

教育委員会 

フェーズフリー協会 

発火 2021年 1月～12月 
現場教師によるフェーズフリー教

育 実施 

教師 

フェーズフリー協会 

発展 
2022年 1月～ 

2023年 1月 

フェーズフリー教育が市内全域で

広がっている 

児童生徒・家庭地域 

フェーズフリー協会 

 

 

表 3.4 逐語録のサンプル 

 
 

 

表 3.5 は、本博士論文の調査対象とデータの収集方法を整理したものである。表中の

左側に示した項目のアルファベット A から I は、逐語録の記号 (A～I) を示している。

調査分類のうち、A から E は対面で調査を行っている。その際に収集した語りの音声デ

番
号
#

発話者 テクスト

A
注目すべ
き言葉

B
言葉の
言い換 

C
文脈の
つなが 

D
テーマ
候補

E
疑問など

1 指導主 A **** *** **** **** *** ***

2

3
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ータは、調査終了後直ちに文字で起こして逐語録を作成した。そして F から H は、非

対面で調査を行ったもので、鳴門市公式 YouTube チャンネルに投稿されている動画、お

よび NHK 徳島が制作した防災特集番組の動画データである。この調査で収集できた音

声もすべて文字で起こして逐語録を作成した。以上のようなインタビュー調査や動画の

音声は、ドキュメント資料の情報から得ることができない情報を捉えることができる一

方で、語り手の記憶に頼らざるを得ないという点がある。そこで二次資料として、鳴門

市教育委員会および PFC 協会から提供されたドキュメント資料として、 (表 3.5) に示

した項目 [I] として加えた。 

 次節では、各プロセスにおける具体的な調査項目と本論文のリサーチクエスチョンと

の関係を説明する。 
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表 3.5 調査対象とデータの収集方法 

 

 
2018年 ー ー ー ー 2023年

A

2022年6月

調査時期
導入 着火 発火 発展

B

C

D

F

G

E

       
     幹部、2名の
  、小学5年 男子 女
子各1名

収集せず 実
確認のみ

51

文字数

3,609

11,413

10,389

3,609

29,750

収集せず 実
確認のみ

2,571

17,220

収集せず 実
確認のみ

1,190

2020年1月

2023年1月

鳴門市長 フェーズフリー
協 代表

「NHK徳島」制作の 
 特集番組（2021年2

月24日放送）

行政 フェーズフリー
協 

H

2018年～2023
年1月

行政・     ・ 
 ・    ・地域

フェーズフリーハンドブッ
ク、鳴門市  基本計画
などの公式資料、フェーズ
フリーに関す 新聞・雑誌
の記 等

ドキュメント資料
・鳴門市のフェーズフリーの取 組みに関す 
 実関係の裏付 

ー

・実際の授業の観察、授業に参加 た   
 のインタビュー動画

5 52秒 2021年1月

・フェーズフリーの導入 実践につい 、市長
 フェーズフリー協 代表の対談

11 

I ー ー

  
令和4年度学校  推進
 議　実務者部 の参加
者（24名）

フィールドワーク
・フェーズフリーの情報交換、 材開発ワーク
ショップの観察

120 /
うちグループ
発表15 

半構造化面接 246

・地元高校  市長、フェーズフリー協 代表
によ 座談 の観察

2020年1月

50 

48

425

収集せず 実
確認のみ

47

246

フェーズフリー協 フェーズフリー協 代表 半構造化面接
・フェーズフリーの市場 社 にお  広が 
に関す 情報収集、 実関係の確認

120 

行政     
鳴門市長、鳴門高校1年
 女子 2年 男子、
フェーズフリー協 代表

鳴門市公式Youtube
チャンネル

鳴門市公式Youtube
チャンネル

2022年10月

学校  課長 ・学校  に応用す 方法

指導主 A

フォーカス・グループ・
ディスカッション

・各校に展開す  きの苦労、喜び

262

40 2023年1月

調査対象者 主な質問・調査項目 調査時間データ収集方法 テクスト数

78

60 指導主 B ・浸透 普及方法

行政 市長 半構造化面接

・冊子 作成 た時の苦労、喜び

・コンテンツ 集め  きの 職 の反応

逐語録#

2023年1月

2022年11月

 類

1

2

3

半構造化面接

フィールドワーク

・鳴門市が学校のフェーズフリー 導入 た経
緯、普及プロセスにお   実関係の確認

・令和4年度学校  推進 議　実務者部 
の講演 ワークショップの講評

60 

20 

     

     指導主 C

・市政に導入 た時の苦労、喜び 20 2022年10月
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3.3.1 導入プロセス (行政)  

 導入プロセスは、地域防災計画の中で PFC の導入が決定されはじめた、2018 年 5 月

から 2019年 12月までとした。このプロセスの中心的なアクターは行政である。収集し

たデータは市長に対するインタビュー、鳴門市公式 YouTube で配信されている市長と

フェーズフリー協会代表の対談、および関連する公的ドキュメントである。市長に対す

るインタビューには、フェーズフリー協会代表と鳴門市戦略企画課の幹部 3 名が同席し

た。まず、PFC に対する興味に踏み込むことからウォーミングアップを図った。以降、

質問 2 から質問 5 の内容と順序は話し手が話しやすいように順番を変えたりした。最後

の質問 6はインタビューのクロージングをスムーズにするために行った。収集したデー

タから、価値提案、エンゲージメント、サービス経験に関する語りをコーディングした。

リサーチクエスチョンに対応する質問の焦点は (図 3-1) に示している。 

 

 

 
 

図 3-1 導入区間の調査項目 (市長)  

 

3.3.2 着火プロセス (教育委員会)  

着火プロセスは、2020 年 1 月から、2020年 12月までの区間とした。この区間の中心

的な出来事は、学校防災取り組みの重点項目の一つとして PFC が位置づけられたこと

であり、この区間の中心的なアクターは教育委員会である。教育委員会は、学校現場に

PFC の考えを導入し授業における実施とコンテンツの生成を啓発している。そのため

に、学校防災の実務者部会等を通じた PFC 教育の研修や、主導主事による各幼稚園、各

校への直接訪問などさまざまな取り組みが行われている。データ収集は 2 つのソースか

ら実施した。一つが、教育委員会の 2021年度～2022 年度の指導主事 A、2023 年度の指

フェーズフリー 導入  よかった 感じたこ 
はあ ま たか、それはなぜですか

MRQ

SRQ１

SRQ２

SRQ３

  計画にフェーズフリー 導入す メリット
 はどのようなこ で ょうか

RQの答 に間接的に作用す 項目

なぜ鳴門市の学校  でフェーズフリーが制
度化できたのか

フェーズフリーの特性      の知識マ
ネジメントは、どのように発揮され のか

6

2

RQの答 に直接的に作用す 項目

  の主体性に影響 与  フェーズフリー
の特性 は何か

  の主体性に影響 与       の
知識マネジメントには、どのようなものがあ 
のか

3

4

フェーズフリー 知ったきっか  お聞かせ 
ださい

なぜフェーズフリーに興  持ったので ょう
か

フェーズフリーの考  、どのような方法で周
囲に伝 ま たか

フェーズフリーの導入にあた    たこ 、
苦労 たこ は何ですか

5

1
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導主事 B、および学校教育課長の 3 名によるフォーカス・グループ・ディスカッション 

(FGD) である。そしてもう一つが、PFC 教育の事例集の編集を主導した、2020 年度当

時の指導主事 C に対する半構造化インタビューである。まず、3 名による FGD では、

教育委員会の価値提案、エンゲージメントと教師のサービス経験に関連する語りをコー

ディングした。次に、指導主事 C に対する半構造化インタビューでは、PFC 事例集の編

集した経験を中心に価値提案、エンゲージメントとサービス経験に関する語りをコーデ

ィングした。コーディングの順序は、四人の語り手の逐語録から Microsoft の Excel を

用いったコードブックに記録した。併せて、教育委員会の具体的な施策の実証内容を把

握するため、教職員向けの研修教材や説明資料を収集した。FGD と半構造化インタビ

ュー調査の両方に PFC 協会の代表が同席していたため、インタビュー中に PFC 協会代

表に対して語られた出来事がいつ、どのように、なぜ生じたのかの事実確認を行った。

FGD および半構造化インタビューにおける調査項目は (図 3-2) に示している。 

 

 

 
 

図 3-2着火プロセスの調査項目 (教育委員会) 

 

3.3.3 発火プロセス (教師)  

発火プロセスは、2021 年 1 月から、2021 年 12月までの区間とした。この区間の中

心となるアクターは教師であり、市内全域で PFC 教育が実践され始めた時期にあた

る。データ収集は 2 つのソースから行った。一つが、学校防災推進会議の実務者部会

におけるフィールドワークであり、もう一つがそれらの研修に関連するドキュメント

資料である。フィールドワークおよびドキュメント資料から得られたデータに基づ

き、価値提案、エンゲージメント、サービス経験に結びつく語りや言葉をコーディン

グした。リサーチクエスチョンに対する調査項目は (図 3-3) に示している。 
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図 3-3 発火プロセスの調査項目 (教師) 

 

3.3.4 発展プロセス (児童生徒・地域)  

発展プロセスは、2022 年 1 月から、2023 年 12月までの区間とした。この区間は、全

ての教職員に PFC の事例集が配布され、家庭や地域にもフェーズフリーという言葉が

浸透し始めた時期である。この区間では、PFC という言葉が鳴門市全域で制度化してい

る状態である。そこで、このプロセスの中心となるアクターは、教師、児童生徒や家庭・

地域である。この区間のデータは 4 つのソースから収集した。一つ目が、鳴門市の公式

YouTube の動画データ、二つ目が NHK 徳島による防災特集番組の録画データ、三つ目

が PFC 教育における制度化全般に関わったフェーズフリー協会代表に対する 2 回のイ

ンタビュー調査、そして四つ目が、鳴門市が一般市民に向けに募集した「フェーズフリ

ー・アイデアコンテスト」の公式資料、鳴門市のホームページによるドキュメントデー

タである。 

合計 4 つのソースについて説明する。一つ目の YouTube の動画は、鳴門市の広報番組

「テレビ広報なると」において 2020 年 1 月 1 日に配信された「新春座談会～フェーズ

フリーのまちなるとを目指して」という番組である。この番組では、鳴門高校の 1年生

と 2 年生各 1 名、市長およびフェーズフリー協会代表の合計 4 人による座談会形式の対

談が行われ、これから PFC 教育を広めていく段階での意見交換会形式で実施された。

この調査におけるリサーチクエスチョンに対する調査項目は (図 3-4) に示している。 

 

MRQ
なぜ鳴門市の学校  でフェーズフリーが制
度化できたのか

1
初め フェーズフリー いう用語 、その  
 知った時の感想

SRQ１
  の主体性に影響 与  フェーズフリー
の特性 は何か

2
学校のフェーズフリー 実装す 際に、あなた
 身が関わったこ 

SRQ２
  の主体性に影響 与       の
知識マネジメントには、どのようなものがあ 
のか

3
学校のフェーズフリーの導入当初の、現場 
職 の反応

SRQ３
フェーズフリーの特性      の知識マ
ネジメントは、どのように発揮され のか

4
学校のフェーズフリーは、学校現場にどのよう
なメリット もたらすのか

RQの答 に直接的に作用す 項目
5
学校のフェーズフリー 進め う で   た
こ 、苦労 たこ 

6
学校のフェーズフリーの取 組みに関わった
感想

RQの答 に間接的に作用す 項目
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図 3-4 発展プロセスの調査項目 (高校生) 

 

 

二つ目の NHK 徳島の番組とは、2021年 2 月 24日に放映された情報番組11である。こ

の番組は、一般視聴者に鳴門市における PFC 教育の実施を伝えるために、PFC 教育を

受けた複数の小学生に対するインタビューが収録されている。そこで、児童生徒の PFC

教育に対する反応を調査するために、番組収録された内容を観察した。リサーチクエス

チョンと観察項目との関連は (図 3-5) に示している。 

 

 

 

図 3-5 発展プロセスの調査項目 (児童生徒) 

 

 

 三つ目のフェーズフリー協会の代表に対するインタビューは 2回実施した。1 回目の

調査の目的は、PFC 教育の制度化におけるトピックの裏付けであり、2 回目の調査の目

的は市場や社会で PFC を推進させるための、教育委員会による取り組み全体を俯瞰す

 
11 「きょうの徳島がわかる とく 6 とくしま」初回放送日：NHK 徳島放送局、2021 年 2 月 24

日夕方 6 時 10 分から▽震災１０年未来へ・フェーズフリーで自然と防災を。 

RQの答 に直接的に作用す 項目
5 フェーズフリーに対す 期待

RQの答 に間接的に作用す 項目

SRQ２
  の主体性に影響 与       の
知識マネジメントには、どのようなものがあ 
のか

3
フェーズフリー いう用語 その   初め 
知った時の感想

SRQ３
フェーズフリーの特性      の知識マ
ネジメントは、どのように発揮され のか

4
フェーズフリー どのようにかかわっ い の
か

MRQ
なぜ鳴門市の学校  でフェーズフリーが制
度化できたのか

1 南海トラフ地震の危険に対す 向き合い方

SRQ１
  の主体性に影響 与  フェーズフリー
の特性 は何か

2
ふだんの 活の中で、   どのように 識
  いたのか

RQの答 に直接的に作用す 項目
5 フェーズフリーに対す 期待

RQの答 に間接的に作用す 項目

SRQ２
  の主体性に影響 与       の
知識マネジメントには、どのようなものがあ 
のか

3  室運営のや やすさ

SRQ３
フェーズフリーの特性      の知識マ
ネジメントは、どのように発揮され のか

4     の興  引き出  い か

MRQ
なぜ鳴門市の学校  でフェーズフリーが制
度化できたのか

1 授業の面白さ、楽 さ

SRQ１
  の主体性に影響 与  フェーズフリー
の特性 は何か

2   の能動的な行動
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るために行った。最初の 1 回目のインタビューで実施した調査項目は (図 3-6) に示し

ている。 

 

 

 

図 3-6 発展プロセスの調査項目 (フェーズフリー協会代表 1 回目) 

 

 

2 回目のインタビューにおけるリサーチクエスチョンに対する調査項目は (図 3-7) 

に示している。 

 

 

図 3-7 発展プロセスの調査項目 (フェーズフリー協会代表 2 回目) 

 

 

 以上のデータに加え、四つ目のソースとして、2018 年 1月から 2023年 1 月までのお

よそ 5 年間における PFC 教育に関連するドキュメントデータを収集した。それらのデ

ータは、地域防災基本計画などの公的資料に加え、現地調査によって入手した教員向け

研修資料や、ワークショップで使用されたフォーマット、研修の際に教師が作成した

PFC のアイデアシート等も含まれる。 

 

RQの答 に直接的に作用す 項目
5
フェーズフリー ビジネス（組織の目的達成） 
の有機的なストーリー どのように ったのか

RQの答 に間接的に作用す 項目

SRQ２
  の主体性に影響 与       の
知識マネジメントには、どのようなものがあ 
のか

3 フェーズフリーの活用環境整備につい 

SRQ３
フェーズフリーの特性      の知識マ
ネジメントは、どのように発揮され のか

4
フェーズフリー 推 進め う で苦労 たこ
 

MRQ
なぜ鳴門市の学校  でフェーズフリーが制
度化できたのか

1
フェーズフリー 着火させ ための仕掛   
 

SRQ１
  の主体性に影響 与  フェーズフリー
の特性 は何か

2 組織横断での取 組み方法や   たこ 

RQの答 に直接的に作用す 項目
5
フェーズフリーの普及に、影響 与 た出来
 や要因にはどのようなものがあ のか

RQの答 に間接的に作用す 項目

SRQ２
  の主体性に影響 与       の
知識マネジメントには、どのようなものがあ 
のか

3
フェーズフリー 実装す ために、誰にどのよ
うな支援 行ったのか

SRQ３
フェーズフリーの特性      の知識マ
ネジメントは、どのように発揮され のか

4
行政や  、      の関係 どのよう
に構築 たのか

MRQ
なぜ鳴門市の学校  でフェーズフリーが制
度化できたのか

1
初め 鳴門市にフェーズフリーの考  提案
 た時の関係者の反応

SRQ１
  の主体性に影響 与  フェーズフリー
の特性 は何か

2
フェーズフリーの考  学校  に応用す 
際に苦労 たこ 
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3.4 データ分析の方法論 

本博士論文は、Braun and Clarke (2022) による再帰的テーマティックアナリシス 

(Reflexive Thematic Analysis Method: TA) を使用した。そして収集したデータから制度化

に影響を与えた 2 つのマネジメントの分析を進める。一つが、教育委員会による制度的

なマネジメントであり、もう一つが知識マネジメントである。前者の分析は、PFC 教育

の制度化プロセスを公的な制度の面から整理し、田村 (2023) の方法を用いて PFC 教育

の出来事生起表としてまとめる。後者の分析は、PFC 教育における教師の主体的な行動

に注目し、S-D logic のレンズを使用して知識マネジメントの要点を整理する。以上の 2

つの側面から、リサーチクエスチョン「なぜ鳴門市の学校防災でフェーズフリーが制度

化できたのか。」を解明する足掛かりとする。そこで次項から、出来事生起表の生成方

法および TA の分析方法を順に説明する。 

 

3.5 出来事生起表 

 本論文の事例は、2018 年 5 月から 2023年 1 月という長期の時間や空間の中で生じる

膨大な数の出来事が蓄積されている。そのため収集した質的データから PFC 教育の制

度化に直接、あるいは間接的に影響を与える出来事を識別しなければ整理が困難となる。

そこで本論文では、過程追跡法 (Process Tracing) を基礎とした田村 (2023) による「出

来事生起表」を作成する。過程追跡法とは、特に政治学の分野で使用される手法で、特

定の理論や仮説の妥当性を検証することを可能とするものである。出来事生起表とは、

「出来事により、ある現象が発生する期間、また結果として影響を及ぼす期間は異なる

けれども、出来事の生起時点の時間軸で整理していくもの」である ( p.43) 。本論文は、

出来事生起表を作成し、PFC 教育の制度化プロセスを時間的順序に基づいて検討する。

本論文の出来事生起表は、2018年 5 月から 2023 年 1 月を時間の範囲として、その間の

PFC 教育の制度化に関連する特徴的な出来事とその内容を整理するものである。 

 

3.6 再帰的テーマティックアナリシス 

テーマティックアナリシス (Thematic Analysis：TA ) とは質的分析方法の一つであり、

質的データの中にパターンを見出すための体系的なプロセスである。その際に必ずしも

客観性を保持する必要はなく、研究参加者がどのように現実を見たのか、経験したのか

という主観性を基盤とした現実の質を記述することを重視している (今福, 2021, p.3) 。

TA の手法は、もともと Holton (1975) の議論を端緒として、Boyatzis (1998) が開発した

TAとガイドラインが開発されてから、急速に使用されるようになった方法である (Dusi 

and Stevens, 2022, p.294) 。のちに Braun and Clarke (2006) の TAが発表されて以来、現
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代では Braun and Clarke (同) の手法が、徹底的に詳細に描写された TA による分析手法

として数多の研究者が使用している (Byrne, 2022) 。たとえば、Web of Science 誌に掲載

された手法としての TA、あるいは分析技術としての TA を使用する研究は、1998 年に

は500論文に満たなかったものの2020年には6500論文を超えている (Dusi and Steavens, 

2022, p.294) 。質的分析研究において広く使用されている方法としては、グラウンデッ

ド・セオリー (Grounded Theory Approach: GTA)  があるが、本論文が GTA ではなく TA

を使用する理由は、「TA が GTA の複雑な手続きを踏まえた方法論というよりは、むし

ろ主題を炙り出すための分析手法という立場をとっている点にある (土屋, 2016,p.13) 」

からである。それに加えて、「研究者の哲学的立ち位置を問題としない、あるいは、こ

うしなくてはならないという絶対的な枠組みがなく、研究者自身がテーマを選択すると

いう点で自由度が高い (同，p.14) 」。自由度が高いとは、研究者がデータと積極的に関

わりながらテーマを生成することから、研究者の視点や目的を反映しやすいという意味

である。 

TA はいくつかのアプローチがあり、その代表的なものは次の 3 つである (Braun and 

Clarke, 2022, p.248) 。一つ目が Boyatzis (1998)  によるコーディングの信頼性 TA 

(Cording reliability TA) 、二つ目が King (2012) によるコードブック TA (Codebook TA) 、

三つ目が Braun and Clarke (2006) による再帰的 TA (Reflexive TA) である。本論文は、3

つの TA の手法のうち Braun and Clake (2022) による再帰的テーマティックアナリシス

法 (Reflexive Thematic Analysis Method ; TA)を使用する12。岡ほか (2023) によると、Braun 

and Clarke (同) の TA は、Boyatzis (1998) や King (2012) による TA と大きく異なるもの

ではないが、研究者の主観性を重視し、テーマが発見されるのではなく研究者によって

生成されると捉えるところに特徴がある。たとえば、Boyatzis (1989) が複数の評価者間

の信頼性スコアを重視していることや、King (2012) がコードブックとコーディングの

テンプレートを重視していることに対して、Braun and Clarke (2022) は両者を厳密に定

式化していない。また、再帰的 TAは分析プロセスの途中でテーマの改良や新しいテー

マを柔軟に開発できることや、インタビューや FGD などの多様な質的データに適用可

能であるとされる。このため、再帰的 TA を使用することで PFC 教育を実施する教師の

経験や感情の深層に踏み込めると考えた。 

ところで Braun and Clarke (2019) は、研究者の知識資産として主観性、創造性を受け

入れることを奨励している。したがって、知識や能力をリソースとして捉える S-D logic

と、Braun and Clarke (2022) の手法とは親和性があるといえる13。なお Braun and Clarke 

 
12 コーディングの信頼性 TA と、コードブック TA の説明は、Braun and Clake (2022, p.248, Table 

8.4)、Steavens (2023, p.294-315) および岡ほか (2022) に提示されているので本論文では取り

上げない。 

13 柔軟な TA を可能とする Braun and Clarke (同) の手法は、TA の概念の不一致や混乱が指摘さ
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(2022) の TA で使用される主要な用語の意味は、第 1 章 7項に示している。また、本博

士論文では特にことわりのない限り Braun and Clarke の Reflexive TA (再帰的 TA) を TA

として記述する。 

 

3.6.1 データ分析の手順 

Braun and Clarke (2022) の TA の手順は、6 つのフェーズから構成される。6 つのフェ

ーズとは、データに精通する (Familiarizing yourself with the data)、コードを生成する 

(Cording)、初期テーマを生成する (Generating initial themes)、テーマの開発とレビューを

行う (Developing and reviewing themes) 、テーマを定義し名づける (Refining, defining and 

naming themes) 、報告書を作成する (Writing up) である (図 3-8) 。コードとは、分析

的アイデアと，データの意味を簡潔に要約したフレーズであり、テーマとは似通った意

味や概念を持つコードを集約して洞察を加えたものである。 

 

 

図 3-8再帰的テーマティックアナリシスの分析プロセス 

(出所) Braun and Clarke (2022, p.35-36) をもとに著者作成 

 

 

Braun and Clarke (2022) に基づいて、それぞれのフェーズを (1) から順に説明する。 

 (1) データに精通する 

収集した生データおよび関連するドキュメントをテクスト化する。テクスト (語

り) とは生データとなる語りの一まとまりごとを記述したものである。語りの定

義は、渡辺 (2012) による「過去の経験を時間的・空間的連続体として，その流

れに沿って再現するために実現された話しことばまたは書きことばによることば

 

れている (Braun and Clarke, 2013; 2019; 2021) 。このような問題を踏まえ Byrne (2022) は、

Braun and Clarke の TA に基づいた教育研究の事例研究によって TA の実践方法を解説してい

る。Byrne (2022) の事例研究では、調査対象の態度、意見、経験に関する説明を可能な限り

忠実に反映することと同時に、Byrne 自身の理論的立場を組み入れている。 
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のまとまり (p.51) 」を採用した。生データをくまなく読み、コード化のアイデア

を思い浮かべながらメモやノートをとる。データを繰り返し読み取り、S-D logic

の価値提案 (value proposition) 、エンゲージメント (engagement) サービス経験 

(service experience) に関連する言葉や語りをくまなく読みデータの意味を考える。

同時に、Thornton (2012) のゲートキーピングの要素としての、授業間の省察、授

業間の再構築、教育目標のプランニングに関連する語りもくまなく読みデータの

意味を考える。興味深いデータに下線を引きコメントを書き込み、テーマとして

集約できそうな候補に印を付けておく (Braun and Clarke, 2022, pp.34-50) 。 

(2) コードの生成 

話し手の語りの内容で、まとまりのある単位を区切る。そこに一言で言い表す小

見出し (コード) をつけておく。テクスト全体にわたってコーディングを行い、

全てのコードに関連するデータを抽出・照合する。小見出しに分けたデータの中

で価値提案やサービス経験、エンゲージメントに関わる語りや、繰り返し現れる

単語やフレーズをコードの候補として抜粋する。コードの候補を見直し、それが

結束性や一貫性を持っているか再検討し初期コードとして生成する。 

(3) 初期テーマの生成 

初期コードを、既存の仕掛学 (松村, 2015) の FAD 要件 (公平性・誘引性・目的の

二重性)に振り分けていく。振り分けられないコードが生じた場合には予備テーマ

としてまとめていく。初期テーマに関連するプロセスで、何らかの統一的な特徴

を有していると思われるコード、重要な意味を持つ幅広いパターンとしての潜在

的 (latent) なテーマとして特定する。 

(4) テーマの開発と見直し 

潜在的なテーマを磨き上げ、それぞれのテーマがどのように連携しているのかを

検討する。このフェーズでは、潜在的なテーマから RQ とリンクするテーマへと

抽象度の高いテーマに置き換えるものである。また、テーマがデータと関連して

機能しているかどうかを検証する。 

(5) テーマの定義と命名  

出来事生起表とすり合わせた解説を加え、制度化プロセスのテーマを命名し定義

する。データの中からテーマの本質的意味を捉えた抜粋例を抜き出し、解説を加

える。 

(6) 報告書の作成 

出来事生起表と TA の分析結果を元にして、RQや先行文献と関連付けてストーリ

ーを構築し分析結果としてまとめる。 
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3.6.2 データ分析の枠組み 

本論文の目的は、PFC 教育の制度化における知識マネジメントの仮説を検証すること

で、S-D logic 研究における制度的ロジックとサービスロジックの調整機能を調査する

ものである。そのために、PFC 教育の関係者に対する質的データを収集し、2 つの視点

から分析した。 

一つ目の視点は、PFC 教育の制度的なマネジメントである。具体的には、教育委員会

が教師に向けた PFC教育の制度的な啓発と、啓発を受けた教師の行動である (図 3-9) 。 

 

 

 
 

図 3-9 フェーズフリー教育の制度的なマネジメント 

 

分析の手順は次のように行う。Phase1 で収集したデータセットを何度も読み直し、そ

の内容に親しむことで RQ に関連する S-D logic の重要なサービス要素 (価値提案・エ

ンゲージメント・サービス経験) を見つけ出す。ここで述べる価値提案とは、教育委員

会が取り決めた PFC 教育の啓発である。またエンゲージメントとは、啓発を受けた教

師による PFC 教育の実施である。そして、価値提案からエンゲージメントが生じた結

果、教師のサービス経験が生成される。次に Phase2 では、サービス経験の重要な特徴

を識別して簡潔なラベル付けを行うとともに、RQ に関連するデータを抽出し整理する。 

 続く Phase3 では、ラベル付けされたデータを調べて意味のあるパターン (初期テー

マ) を特定する。その際に、教師の行動変容を促す PFC 教育の特性として、松村 (2015) 

による仕掛学の FAD 要件 (公平性・誘引性・目的の二重性) を演繹的なコード (セマン

ティックコード) として振り分けた。また、振り分けられないコードをまとめて、サー
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ビス交換につながる帰納的なテーマとした。このように、演繹的なコードと帰納的なコ

ードによるハイブリッドな分析アプローチは、TA の客観性を強化するとともに TA の

もつ柔軟性を享受できる。さらに Phase4 では、Phase3 で生成した初期テーマをデータ

セット全体と照らし合わせて確認し、それが一貫したパターンを形成しているかどうか

を検討する。Phase5 では、各テーマについて詳細な分析を行い、テーマの範囲や焦点を

明確にし、各テーマに適切な名称をつける。最後に Phase6 では、Phase1 から Phase5 ま

での分析結果を基にして、RQ や S-D logic、既存文献との関連でストーリーを構築し、

本論文の考察・結果としてまとめる。以上のプロセスによって、PFC 教育の制度的なマ

ネジメントがサービス交換に与える影響を理解する。 

次に、二つ目の視点である PFC 教育の知識マネジメントの分析方法を説明する (図 

3-10) 。PFC 教育の知識マネジメントとは、PFC教育に取り組みたくなる教師の信念へ

の啓発である。知識マネジメントの調査では、教師の主体的な授業づくりのプロセスを

中心に、Thornton (2004= 2012) における教師のゲートキーピングの 3 つの要素 (授業観

の省察・授業観の再構築・教育目標のプランニング) に関連する語りを抽出し、コーデ

ィングし仕掛学の FAD 要件に振り分け最終的なテーマを導出する。 

 

 

 

図 3-10 フェーズフリー教育の知識マネジメント 
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3.6.3 コードの信頼性 

TA は反射的なプロセスであり、研究者自身がデータと積極的に関わりながらテーマ

を生成することに重点を置いている (Braun and Clarke, 2022) 。そして、研究者ひとりで

分析を行うことを可能としている。このため、データの客観性における疑問が生じる可

能性がある。そこで本論文では、データ分析におけるコーディングの一貫性を担保する

ために、セマンティックコーディングと潜在的なコーディングの両方を使用する TAの

ハイブリッド・アプローチ (今福, 2021) を行った。セマンティックコード (semantic 

code ) とは、既存の理論や先行研究の仮説から生成され、トップダウンから生データを

当てはめていく演繹的な TA を行う際に使用するコードである。セマンティックコード

を使用することで、一貫性のあるコーディングの実施が可能となりデータの客観性が担

保されるようになる。TA ではコーディングユニットを何にするかは指定されていない。

また文脈で区切りコーディングするという考え方はない。しかしながらコーディングの

単位の方向性を定めて実施しないと、分析の際に収拾のつかないものになる (土屋，

2016，p.18) 。 

このため本論文では、RQ に対する調査対象者の語りをテクストとした。テクストと

は、PFC 教育の制度化に関する語りを発話者の文脈でまとめたものである。収集したテ

クストデータは、最初に完成した導入区間のコードを利用して、番目の発火区間、3番

目の着火区間、4番目の発展区間におけるアクターの語りをコーディングし、Microsoft 

Excel で作成した逐語録に適宜修正を加えた。コードの信頼性の確保は、コード間の類

似性や重複を探りながら、繰り返しコーディングを実施した過程を逐語録の中に詳細に

記録することによって担保している。この方法は、Braun and Clarke (2022, pp.71-91) を

参考に実施した。 

 

 

3.7 推論の方法：アブダクション 

本論文は、C.S. Peirce (1839-1914) の発案した推論の方法であるアブダクションを、米

盛 (2007) および保城 (2015) が解説した方法による推論を行う。アブダクションとは、

変則的な事実、すなわち結果からそれを説明できると考えられる仮説への遡及推論であ

る (米盛, 2007, p.63 ) 。この方法は、PFC 教育の制度化という長期的な観察の結果から、

サービスエコシステムの調整という変則的な事実の検証に使用する。本論文では、変則

的な事実の検証を出来事生起表として構築するために、アブダクションのアプローチを

使用した。 

アブダクションの手順は、まず事例が選択され、その後にデータ収集と仮説構築を同

時に行うというプロセスを得る (保城, 2015, p.91) 。本論文のリサーチクエスチョンは、

「なぜ鳴門市の学校防災でフェーズフリーが制度化できたのか。」であるが、ここで既
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存研究では公的なカリキュラム (学習指導要領など) に基づいた制度的な実施によっ

て理解する。しかしながら PFC 教育の実施は、制度的な観点では説明できない特異な

事例である。たとえば、PFC 教育は公的なカリキュラムではないのに実施されている、

既存の防災教育に加えて実施されている、学校種・教科に偏らず市内全域で実施されて

いるという事実は、教育委員会の制度的なマネジメントによる説明が困難である。これ

に対して、本論文では PFC 教育の制度化の仮説として知識マネジメントを提示し、そ

の中に知覚標識 [Merkmal] が含まれていると考えている。この仮説を解明するために、

本論文では、長期的な観察データを収集し知識マネジメントの要点を分析するものであ

る。そのためには、長期的な観察の途中で生じる変則的な事実を把握し、因果関係や理

論を発案するための推論を働かせる必要がある。 

本論文が参照した、保城 (2015) の提示するアブダクションの方法は、「説明仮説を形

成するものであり、帰納や演繹ではできない新しい諸概念を導入する——科学的発見の

——方法 (p.87) 。」である。それは、「帰納と同じく拡張的機能に優れて知識の増大を

助ける (保城, p.89) 」一方で、「観測データをそのまま一般化する帰納とは異なり、観

察データを証明するために推論を働かせて因果関係や理論を発案する。」という機能も

持っている。そしてアブダクションの推論の形式は次の 3つの手順を踏まえることが示

されている。 

 

<アブダクションの推論の形式>  (保城, 2015, p.88)  

(1)われわれの信念や習慣からそれるような変則的な事実が観察される。 

(2)しかし仮にある「仮説」が正しければ、その事実が生じるのは当然のことだろう。 

(3)したがって、その「仮説」が真であると考えるべき理由がある。 

 

アブダクションの手順としては、まず問いを明らかにできる事例を選択したうえで、

その事例のデータ収集と仮説構築を同時に行う。その結果、プロセスのより深い事例内

分析 (within case analysis) が可能になると保城 (p.91) は述べている。本論文は、収集し

た断片的なデータかアブダクションの手法を用いて、PFC 教育の制度化に影響を与えて

いる出来事を検証する。 

 

 

3.8 小括 

本章では、PFC 教育のサービスエコシステムを形成する関係者の実証データを収集し

質的手法を用いて分析を行った。調査の前提として、PFC 教育のサービスエコシステム

の範囲を設定し、教育委員会による制度的なマネジメントと知識マネジメントの二つの

アプローチに焦点を当てている。次章では、こうした要素が PFC 教育の制度化に如何

に作用していくかについて分析結果から検討する。 



85 

第4章  分析結果 

本章では、収集したデータから PFC 教育の制度化に影響を与える教育委員会の制度

的マネジメントと、教師の主体性を引き出す知識マネジメントの要点を整理し、サービ

スエコシステムにおける両者の役割を整理する。そのうえで、本博士論文のリサーチク

エスチョンである「なぜ鳴門市の学校防災でフェーズフリーが制度化できたのか。」の

答えにつなげていく。 

 

4.1 制度的なマネジメントの観点 

 制度的なマネジメントとは、教育委員会による PFC 教育の制度的な啓発である。本

論文では、制度的な啓発が教師の授業づくりに与える影響を S-D logic のレンズで分析

した。制度的な啓発を S-D logic のレンズで捉え直すと、行政・教育委員会の制度的な

価値提案、それを受けた教師のエンゲージメントとサービス経験が PFC 教育の制度化

に影響を与えたと理解できる。価値提案とは、教師に対する PFC 教育の実施提案であ

る。エンゲージメントとは、教師による PFC教育の実施である。そしてサービス経験と

は、教師が児童生徒に対して理想の授業を実現している状態である。 

 本項では、教育委員会の価値提案、エンゲージメント、サービス経験に関連するテク

ストを抽出し、仕掛学の FAD 要件 (公平性・誘引性・目的の二重性) に演繹的に振り分

けるとともに、テクストから帰納的に生成されたテーマを開発した。次節から、4 つの

プロセス (導入、着火、発火、発展) の順に、教育委員会による制度的なマネジメント

の要点を具体的に述べる。 

4.1.1 導入プロセス 

導入プロセスとは、2018 年 5 月から 2019 年 12 月までの区間である。この区間は、

教育委員会がすべての公立幼稚園長と小中学校長に PFC 教育の枠組みを紹介し、学校

現場での落とし込みを啓発した時期にあたる。そこで、行政・教育委員会・フェーズフ

リー協会代表から収集した語りやドキュメントなどの質的データから、PFC 教育の a. 

価値提案、b. エンゲージメント、c. サービス経験に対応するテクストを示す。文中の

〔 〕は初期コードを記述している。(#) は発話者とテクストの番号を示している。 

 

a. 価値提案 

(1) 日常私たちにすごく快適に便利使えているものが、非常時にも役立って私たちの生

活を支えてくれたら結果として市民を守ることができる。〔行政サービスとフェーズフ

リーとの関連性〕(PFC協会代表#G30)  
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上述 (1) の語りからわかることは、PFC が鳴門市の防災対策に役立つことが、PFC 協

会から鳴門市に向けた価値提案となっている。そこで、〔行政サービスと PFC との関連

性〕を初期コードとした。 

 

(2) 鳴門にとっては南海トラフ地震が、あれだけのものが 10 年に１度繰り返し起こっ

ている、というのはもうみなさん知っていることなんですけれど。ああいうような現場

を見たり皆さんが防災に近づいてしまったんですよね。〔南海トラフとフェーズフリー

との関連性〕 (市長#A4)   

 

上述 (2) の語りからわかることは、PFC が南海トラフに対する危機管理にも役立つこ

とが、行政から市民に向けた価値提案となっている。そこで、〔南海トラフと PFC との

関連性〕を初期コードとした。以上の (1) と (2) は、PFC 教育を実施しても誰も不利

益を被らないという公平性を含んでいる。それゆえ、2 つのコードを集約して〔フェー

ズフリーの公平性〕をコードとした。 

 

b. エンゲージメント 

(1) で、なにもかも防災が前面に出ていて、で、防災やっていくのに何ができるのかな

っていうと、やはりハード面もあるし、ソフト面もあるし。なおかつ、いろんな要望が

来るわけです。で、その時に鳴門市、財政厳しい状況の中で、その防災をすべてやれる

やれるわけではないし。〔防災対策の予算には限りがあるという認識〕 (市長#A7 )   

 

上述 (1) の語りからわかることは、PFC 協会による PFC の価値提案が、防災対策に割

り当てる予算への懸念から行政のエンゲージメントにつながっている。そこで、〔防災

対策の予算には限りがあるという認識〕を初期コードとした。 

 

(2) 首長として (防災を)  やらなきゃいけない、でも、こういう風にやっていこうとし

て、全体的には流れに乗っていたとしても、機能するかどうかよくわからんかった。市

民を守れるのかどうか。〔防災対策の機能に対する不安〕 (市長#A16)   

 

上述 (2) の語りからわかることは、PFC 協会による PFC の価値提案が、防災対策の機

能面の懸念から行政のエンゲージメントにつながっている。そこで、〔防災対策の機能

に対する不安〕を初期コードとした。 

 

(3) ビジネスコンテストの審査委員をしていただくっていうことが、フェーズフリーを

知ったそもそもだったんです。その時のお話の中で初めてフェーズフリーという言葉と

その考え方を聞いたんです。で、その瞬間、私の中ではもう、これって。もう決めつけ

るという感じで。〔フェーズフリーという言葉の閃き〕(市長#A19)   
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上述 (3) の語りからわかることは、PFC 協会による PFC の価値提案が、市民に親しみ

やすい言葉として行政のエンゲージメントにつながっている。そこで、〔フェーズフリ

ーという言葉の閃き〕を初期コードとした。以上 (1) から (3) のテクストは、PFC の

誘引性を示唆している。誘引性とは人々が使用してみたくなる性質である。それゆえ、

3 つの初期コードを集約して〔フェーズフリーの誘引性〕をコードとした。 

 

c. サービス経験 

 (1) じゃあ見た瞬間に、これがフェーズフリーっていうものを多く作っていけないか、

それがまず施設であり、でその施設の中にはこういう風なフェーズフリーの機能が入っ

てます。これがフェーズフリーな道の駅の形なんです。我々がほぼ決めたんですと。〔フ

ェーズフリーをデザインする〕 (市長#A36)   

 

上述 (1) の語りからわかることは、PFC を使用して地域防災の枠組みを設計すること

が行政のサービス経験となっている。そこで、〔フェーズフリーをデザインする〕を初

期コードとした。 

 

 (2) 道の駅とか具体的に造ることによって、わかりやすくしたりすることがまず一つ

です。そしてもう一つはですね、子どもたちの教育にこのフェーズフリーの考え方を入

れていってですね、将来彼らがこういう考えのもとで、コトとかモノを考えるようなそ

んな教育をしていきたいというふうに思っています。〔フェーズフリーのプロトタイプ

をつくる〕 (市長#G49)   

 

上述 (2) の語りからわかることは、公共施設やサービスに PFC を埋め込んだプロトタ

イプを創ることが行政のサービス経験となっている。そこで、〔フェーズフリーのプロ

トタイプをつくる〕を初期コードとした。以上の (1) と (2) の初期コードは、PFC が

ふだんの選択肢を残したまま、新たな選択肢を追加できるものであり、そのような特徴

が予算に限りのある行政のサービス経験につながっている。そこで、〔フェーズフリー

の目的の二重性〕をコードとした。最後に a.価値提案、b.エンゲージメント、c.サービ

ス経験で導出されたコードを集約し、〔防災の大義とフェーズフリーを紐づける〕を導

入プロセスのテーマとした。 

 

4.1.2 着火プロセス 

着火プロセスとは、2020 年 1 月から 2020 年 12 月までの区間である。この区間は学

校防災推進計画に PFC 教育が公式に位置づけられ、教育委員会から全教職員に PFC 教

育の実施を啓発した時期である。そこで、教育委員会・教師・フェーズフリー協会代表

から収集した語りやドキュメントなどの質的データから、PFC 教育の a. 価値提案、b. 
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エンゲージメント、c. サービス経験に対応するテクストを示す。文中の〔 〕は初期コ

ードを記述している。(#) は発話者とテクストの番号を示している。 

 

a. 価値提案 

 (1) その、身近なところ、要するに勉強のためのものではなくて、身近なところ防災に

関わることを教科に盛り込むことで、防災の知識が自然と身に付くということを実現し

ていく、ということで、この冊子を作らせていただいて。〔学力の向上とフェーズフリ

ーとの関連性〕 (学校教育課長＃B29)   

 

上述 (1) の語りからわかることは、教育委員会は教師に対して PFC 教育が児童生徒の

役に立つという価値提案を行っている。そこで、〔学力の向上とフェーズフリーの関連

性〕を初期コードとした。 

 

 (2) たとえば (地震の後で) 保護者が迎えに来たときは、保護者に引き渡して帰るの。

そしたら危ないでしょう。そういった具体的な課題を、こう見つけることができるとい

う。〔子どもたちの安全とフェーズフリーとの関連性〕 (指導主事 A#B111)   

 

上述 (2) の語りからわかることは、教育委員会は教師に対して PFC 教育が児童生徒の

安全にも役に立つという価値提案を行っている。そこで、〔子どもたちの安全とフェー

ズフリーとの関連性〕を初期コードとした。 

 

 (3) 教育の質の向上プラス防災のことを同時に学べるということで発信しているのに、

教員にとっては、それをするために余分な知識と余計なことをしなければならないとい

う意識が強くて。〔教育現場における葛藤〕 (指導主事 A#B75)   

 

上述 (3) の語りからわかることは、公的カリキュラムの外にある PFC 教育を啓発する

ことが、却って現場の負担になるのではないかと懸念している。そこで、〔教育現場に

おける葛藤〕を初期コードとした。以上の (1) から (3) の初期コードは、PFC が誰も

不利益を被らないものであり、そのような特徴が多様な教師のサービス経験につながっ

ている。そこで〔フェーズフリーの公平性〕 をコードとした。 

 

b. エンゲージメント 

 (1) 教師にとっても、防災教育を教えるにあたって、力を入れて PFC のことを学んで、

PFC のコンテンツを頭に入れることができるっていうことをできるだけハードルを、

壁を低くしないと教師にとってもなかなか使い勝手が難しいんじゃないかと。あと、そ

れをやっているのが子供のための効果が大きいというのを如何に教師に伝えるのかっ

ていうのが、普及すると、浸透するうえで如何に重要かもわかりました。〔教師の意識



89 

の壁を壊す工夫〕 (指導主事 A#B77)   

 

上述 (1) の語りからわかることは、教育委員会は教師に対して PFC 教育の啓発 (価値

提案) を行っているが、教師のエンゲージメントを引き出す際の課題を挙げている。そ

こで、〔教師の意識の壁を壊す工夫〕を初期コードとした。 

 

 (2) いま、今やろうとしていることは、子どもにフェーズフリーを浸透させる。そこに

なっている。子どもにフェーズフリーを教えるには、教師がまず子供にフェーズフリー

を教えなければならない。どうするとできるのかな、というので、今年度はモデル校を

選んで、商品開発というところで、まずは、その子供たちの意識付け。まず、子どもた

ちがどう反応するのかやってみないとわからない。〔教師のやりがいを引き出す働きか

け〕 (学校教育課長#B200 )   

 

上述 (2) の語りからわかることは、教育委員会は教師に対して PFC 教育の啓発 (価値

提案) を行っているが、教師のエンゲージメントを引き出す際の工夫を挙げている。そ

こで、〔教師のやりがいを引き出す働きかけ〕を初期コードとした。以上の (1) と (2) 

の初期コードは、教師が PFC を使用したくなる誘引性を含んでいる。そこで、〔フェー

ズフリーの誘引性〕をコードとした。 

 

c. サービス経験 

 (1) 先生方の得意教科や得意分野でいいので、お取り組み頂いたことやらアイデアを

僕の方に送っていただいて使っていただくとこのアイデア、ここ (冊子 )  に入ります

と。あのそれで全幼小中に話を振って、まあこれから事例を集めていきますという依頼

をしました。〔学校のフェーズフリーをデザインする〕(指導主事 C＃C48)   

 

上述 (1) の語りからわかることは、PFC を使用して授業設計することが教師のサービ

ス経験となっている。そこで、〔学校のフェーズフリーをデザインする〕を初期コード

とした。 

 

 (2) フェーズフリーっていう言葉に関しては、前の実務者部会の話はしてました。こう

いうのがある、こういうのに取り組んでいるというように。あ、そう撫養小学校の授業

も大きなきっかけかもしれません。ええと元年 11 月に (フェーズフリーを紹介したテ

レビ番組で「とびっこ遊び」っていう体育館で体育をしていた授業があったと思うんで

すけど。〔学校のフェーズフリーのプロトタイプをつくる〕(指導主事 C#C106)   

 

上述 (2) の語りからわかることは、教師の得意分野の知識を再利用して PFC のコンテ

ンツを創ることが教師のサービス経験となっている。そこで、〔学校のフェーズフリー
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のプロトタイプをつくる〕を初期コードとした。 

 

以上の (1) と (2) の初期コードは、PFC が児童生徒の学力と災害対応力の両方を向上

させるものであり、そのような特徴が時間に限りのある教師のサービス経験につながっ

ている。そこで、〔フェーズフリーの目的の二重性〕をコードとした。最後に a.価値提

案、b.エンゲージメント、c.サービス経験で導出されたコードを集約し、〔フェーズフリ

ーのストーリーをデザインする〕を着火プロセスのテーマとした。 

 

4.1.3 発火プロセス 

 発火プロセスとは 2021 年 1 月から、2021 年 12 月までの区間である。この区間は、

現場教師が PFC 教育を実施し始めた時期である。そこで防災推進会議の実務者部会に

おけるフィールドワークを実施し、a.価値提案、b.エンゲージメント、c.サービス経験に

関連するコードと制度的マネジメントのテーマを集約した。以下に、発話者の語りを一

部抜粋して解説する。 

 

a. 価値提案 

 (1) あの、算数の指導主事がよく言うのは子どもたちが量感を持ちながら、速さにして

も広さにしても重さにしても、計算した数字だけ求めるんじゃあ計算はできるかもしれ

ないけれど、本当に生活の中で生きていかんきゃならんのですよね。距離感とか重さっ

ていうのを感じながら、重さの勉強をすると身につきやすいし、想像できる生活に役に

立つっていうことにつながっていく。フェーズフリーはそういうところもすごくマッチ

しとるのかなと思います。〔授業とフェーズフリーとの関連性〕 (指導主事 C＃C223)   

 

上述 (1) の語りからわかることは、PFCが児童生徒の役立つことが、教育委員会から教

師に向けた価値提案となっている。そこで、〔授業とフェーズフリーとの関連性〕を初

期コードとした。 

 

 (2) 今までになかった考えなので、子どもにとって間違いなく役に立つ考えなので、そ

れを先生方に配布できたというのは自己満足かもしれませんが、残ることができたのか

なあというのは喜びでもあります。〔冊子と教師との関連性〕(指導主事 C#167)   

 

上述 (2) の語りからわかることは、教育委員会は PFC 教育の価値を冊子という形で、

全教職員に価値提案を行っている。そこで、〔冊子と教師の関連性〕を初期コードとし

た。以上の (1) と (2) は、PFC 教育を実施しても誰も不利益を被らないという公平性

を含んでいる。それゆえ、2 つのコードを集約して〔フェーズフリーの公平性〕をコー

ドとした。 
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b. エンゲージメント 

 (1) 卒業制作とかするときに、ちょっと防災とかフェーズフリーの視点が入ったもの

を考えたものを作ると子どもたちがそういった意識を普段から持てるような形になる

んかな、と授業の新しい発見になるんじゃないのかなと、そういう話になりました。〔や

りがいのある授業の実践〕(小学校家庭科教師 A＃D9)   

 

上述 (1) の語りからわかることは、子どもたちが楽しんで取り組める卒業制作の授業

を考えることから教師のエンゲージメントが生じている。そこで、〔やりがいのある授

業の実践〕を初期コードとした。 

 

 (2) ラジオを制作するにあたって生徒はワクワクしながら制作するんですけれど、取

り入れると便利な機能を考えたりとか、災害時に必要な機能を考えて設計してみようと、

えっとブラッシュアップの方をしていければと思います。〔生徒がワクワクする授業の

実践〕(中学校技術科教師 B#15)   

 

上述 (2) の語りからわかることは、教育委員会の啓発によって PFC の使い方を理解し

た教師は、PFC 教育に対するエンゲージメントを伴って具体的な授業づくりを始めてい

る。そこで、〔生徒がワクワクする授業の実践〕を初期コードとした。 

 

 (3) たとえば幼稚園のこれ、ブロックを積んで積み木の遊び方がある。この積み木を、

あの、うまく積める方法を子供たちが学べたら、揺れたときに崩れない積み方というの

を学べていいんじゃないかと。というのが幼稚園の先生、保育園の先生方から出てきま

した。〔フェーズフリーを使った遊びの実践〕(フェーズフリー協会代表 E3#27)   

 

上述 (3) の語りからわかることは、教育委員会による PFC の価値提案が、園児の安全

を守る遊びの実践へのエンゲージメントにつながっている。そこで、〔フェーズフリー

を使った遊びの実践〕を初期コードとした。以上 (1) から (3) のテクストは、PFC を

使用してみたくなる誘引性を示唆している。それゆえ、3つの初期コードを集約して〔フ

ェーズフリーの誘引性〕をコードとした。 

 

c. サービス経験 

 (1) 普段から授業でやっているのじゃなくて 5 つの音のチャイムがある。簡単なのあ

るんです。ベル自体が電源もいらないし簡単なのあるんです。それを使って自由に演奏

さして録音して校内放送を使って流す。そういうものなので、とくにこう、フェーズフ

リーというふだんからこう、そのまま使えちゃうという。〔教師の知識を再利用できる〕

(小学校音楽教師 C#D39)   
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上述 (1) の語りからわかることは、教師の得意分野の知識を再利用して授業を設計す

ることが教師のサービス経験となっている。そこで、〔教師の知識を再利用できる〕を

初期コードとした。 

 

 (2) 体育館が避難場所ですということで、避難場所を一人分の避難スペースはだいた

い 2 メートル四方だと自治体で決められているので。で、それを聞いたときに、Ｌ字型

の面積の中にだいたい何人は入れると思いますか。そうすると子どもたちは寝っ転がっ

てみたりとか枠の中を歩いてみたりとか。〔子供たちの反応を想像できる〕(小学校算数

教師 D#D52)   

 

上述 (2) の語りからわかることは、PFC 教育を実施したときの子供たちの反応を創造

することが教師のサービス経験となっている。そこで、〔子供たちの反応を想像できる〕

を初期コードとした。 

 

 (3) いま誕生会というのをやっているんですけれど、それをフェーズフリーといって

考えたら取り入れておくことで災害時に食料が限られている場合に、好き嫌いがなく何

でも食べられる子供になるように考えました。〔子どもたちのために自分ができること

を考える〕(幼稚園教師 F#74)   

 

上述 (3) の語りからわかることは、教師自身の知識を再利用して子どもたちのために

なる授業づくりを行うことが教師のサービス経験となっている。そこで、〔子どもたち

のために自分ができることを考える〕を初期コードとした。以上 (1) から (3) の初期

コードは、PFC が児童生徒の学力と災害対応力の両方を向上させるものであり、そのよ

うな特徴が時間に限りのある教師のサービス経験につながっている。そこで、〔フェー

ズフリーの目的の二重性〕をコードとした。最後に a.価値提案、b.エンゲージメント、

c.サービス経験で導出されたコードを集約し、〔小さな成功を蓄積する〕 を発火プロセ

スのテーマとした。 

 

4.1.4 発展プロセス 

発展プロセスとは 2022年 1 月から、2023年 1 月までの区間である。この区間は、PFC

教育が市内全域で実践されている。そこで、制度化の全プロセスを通じて行政・教育委

員会・フェーズフリー協会代表から収集した語りと公的動画から収集した児童生徒の語

り、および関連するドキュメントデータに基づき、a.価値提案、b.エンゲージメント、c.

サービス経験に結びつくコードからテーマ生成を行った。以下に、PFC 教育の制度化に

対応する語りを一部抜粋して示す。文中の〔 〕は初期コードを記述している。(#) は

発話者とテクストの番号を示している。 
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a. 価値提案 

 (1) まあ子供をどういう風に成長させてやれるのか、まあ一つのツールといういい方

もあれなんですけど、フェーズフリーを使って子供たちの将来像を描けるように。そう

いう考え方をしていくとちょっと楽しいなと。〔子供たちの将来像を描く〕 (学校教育

課長＃B248)   

 

上述 (1) の語りからわかることは、PFC 教育が子どもたちの未来にもつながる価値提

案となっている。そこで、〔子どもたちの未来を描く〕を初期コードとした。 

 

 (2) 夏休みには地域の人も集まっていただけるので地域との連携の場も持っています

ので、夏休みに。で、そこでフェーズフリー紹介したり。〔フェーズフリーな地域を描

く〕(指導主事 C#C18)   

 

上述 (2) の語りからわかることは、PFC が地域防災にもつながる価値提案となってい

る。そこで、〔フェーズフリーな地域を描く〕を初期コードとした。以上の (1) と (2) 

は、PFC 教育を実施しても誰も不利益を被らないという公平性を含んでいる。それゆえ、

2 つのコードを集約して〔フェーズフリーの公平性〕をコードとした。 

 

b. エンゲージメント 

 (1) そうですね。最初にフェーズフリーという言葉を聞いた時の印象は、聞いたことが

あるかなくらいで、やっぱりわかりづらいと思うことがあった。多分それは私が、防災

はその時に備えるものであって壁を超えるものっていうイメージがあって、抜け道を作

るっていう話で、なんだよそれって思ったんですけれど、今日お話を聞いてちゃんとつ

ながった時間、ていうのがちゃんとわかって良かった。〔フェーズフリーの使い方を聞

く〕(高 1 女子#F33)   

 

上述 (1) の語りからわかることは、PFC の正しい使い方を見聞きしたことで、PFC に

対するエンゲージメントが生じている。そこで、〔フェーズフリーの使い方を聞く〕を

初期コードとした。 

 

 (2) 僕はまだフェーズフリーっていう言葉を聞いたことがなくて、初めて聞いた時な

んだろうって。その話を聞いていく中でフェーズフリーってこんなんだっていうのを知

って。〔フェーズフリーの使い方を聞く〕(高 1 男子#F215)   

 

上述 (2) の語りからわかることは、PFC という言葉に対する興味からエンゲージメン

トが生じている。そこで、〔フェーズフリーの使い方を聞く〕を初期コードとした。 

 (3) 簡単に対策ができて、かつその便利、じゃないけど使えるので、たとえば部活動だ
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ったりとか、学校にいるときとかでもこういう話をして広めていけたらなと思いました。

〔フェーズフリーを伝えようとする〕(高 1 男子#F217)   

 

上述 (3) の語りからわかることは、PFCが実際の学校生活の中で使えることに気づき、

それを他の人にも伝えようとしている。そこで、〔フェーズフリーを伝えようとする〕

を初期コードとした。以上 (1) から (3) のテクストは、PFC を使用してみたくなる誘

引性を示唆している。それゆえ、3つの初期コードを集約して〔フェーズフリーの誘引

性〕をコードとした。 

 

c. サービス経験 

 (1) ご紹介もあるんですけれど、わが市にフェーズフリーの視察に来ていただけるよ

うになって。鳴門市の PR も嬉しいんですけれど、このフェーズフリーっていう考え方

が広がっていってることは非常にうれしいですね。〔鳴門市の PR とフェーズフリーの

広がり〕(市長#A46)   

 

上述 (1) の語りからわかることは、フェーズフリーの取り組みが周囲から評価され、そ

れが行政のサービス経験となっている。そこで、〔鳴門市の PR とフェーズフリーの広

がり〕を初期コードとした。 

 

 (2) たとえば部活動で坂道を走ったり練習したりするんですけれど、その練習で走る

ところを例えば避難する場所に変えたりとか、すると早めに逃げることができるのでい

い。〔部活と避難場所〕(高 2 男子#F172)   

 

上述 (2) の語りからわかることは、生徒は自らの世界 (部活) のシーンと PFC を結び

つけて、PFC のサービス経験を得ている。そこで、〔部活と避難場所〕を初期コードと

した。 

 

 (3) 算数の速さのことも分かって、津波の速さなどもわかって一石二鳥だなと思いま

した。津波が来たらすぐ逃げる一目散に逃げます。〔算数の速さと津波の速さ〕(小学 5

年生男子#H47)   

 

上述 (3) の語りからわかることは、児童が算数の授業の中で津波の速さを理解するこ

とで、非常時の取るべき行動を自ら考えていることである。そこで〔算数の速さと津波

の速さ〕を初期コードとした。以上の (1) から (3) の初期コードは、日常時と非常時の

両方の目的をもつ PFCの特性を含んでいる。そこで、〔フェーズフリーの目的の二重性〕

をコードとした。最後に a.価値提案、b.エンゲージメント、c.サービス経験で導出され

たコードを集約し〔フェーズフリーの仲間づくり〕を発展プロセスのテーマとした。 
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4.1.5 全体プロセス 

すべてのデータを帰納的に分析した結果、仕掛学の FAD 条件 (公平性・誘引性・目的

の二重性) に集約できない二つの概念が浮かび上がった。ひとつが、〔フェーズフリー

の言葉のリズム〕であり、もう一つが〔過去のサービス経験〕である。まず、〔フェー

ズフリーの言葉のリズム〕と関連する 4つの発話を抜粋して (1) から (4) に記述する。 

 

 (1) 初めてフェーズフリーという言葉とその考え方を聞いたんです。で、瞬間、私の中

ではもう、これって。もう決めつけるという感じで。〔フェーズフリーの言葉のリズム〕 

(市長#A18)  

 

 (2) 当時、僕は現場におったんです。まあ中学校におったんですけど、ちょうどコロナ

なんで学校は休みだって、突然、市教委員がきましてフェーズフリーについて話がした

い。フェーズフリーっていう言葉すら知らない教員たちが、なんぞやなんぞや。〔フェ

ーズフリーの言葉のリズム〕 (指導主事 A#B153)  

 

 (3) フェーズフリー、余計なもの一切いらん、普段通りでいいやん、ていうんで、使え

るんじゃないかと思って (事例を) 書かせていただきました。〔フェーズフリーの言葉

のリズム〕 (小学校音楽教師#D47)  

 

 (4) 最初にフェーズフリーという言葉を聞いた時の印象は、聞いたことがあるかな、ぐ

らいで、やっぱりわかりづらいと思ってしまうことがあって。〔フェーズフリーの言葉

のリズム〕 (高 1 女子#f211)  

 

以上 (1) から (4) の語りは、PFC が話し言葉のリズムとして語りやすく、記憶に残

りやすいことを示唆している。また、フェーズフリーという言葉を聞いて災害に対する

気付きやイメージを生じさせている。いいかえると、PFC という言葉を聞いて、その意

味を理解するという意味で、聴解 (listening comprehension) を引き出している。そこで、

潜在的なコードとして〔フェーズフリーが聴解される〕とした。PFC の聴解は、アクタ

ーがサービス交換を行うかどうかの意思決定の基礎となる。すなわち PFC という言葉

が、サービス交換における<しるし>を示唆している。そこで、〔音の知覚標識が生成さ

れる〕を帰納的な TA の一つ目のテーマとした。 

 

 次に〔過去のサービス経験〕のコードに関連する特徴的な発話を抜粋する。 

 (5) じゃあみた瞬間に、これがフェーズフリーっていうものを多く作っていけないか、

それがまず施設であり、でその施設の中にはこういう風なフェーズフリーの機能が入っ

ています。この次の道の駅とか見ていただくと、これがフェーズフリーな道の駅の形な

んです。我々がほぼ決めたんですと。見た目も大事だし、言葉も大事だし、あとは継続
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してつなげていくんだろう、つなげていかなければならないんだろうと思っています。

〔過去のサービス経験〕 (市長#A33)  

 

 (6) たとえばモノづくり、そこで子供たちが興味を持つ、そういう違うところに教育を

絡められるところがフェーズフリーにはいっぱいあって、そういう子供たちの将来像を、

学校なんで、見つけていくというのも仕事なんじゃないかと。〔過去のサービス経験〕 

(指導主事 B#B248)  

 

 (7) 卒業制作とかするときに、ちょっと防災とかフェーズフリーの視点が入ったもの

を考えたものを作ると、子どもたちがそういった意識をもてるような形になるんかな、

と授業の新しい発見になるんじゃないのかなと、そういう話になりました。〔過去のサ

ービス経験〕 (小学校家庭科教師#D9)  

 

 (8) 子供にはね、フェーズフリーするよっていうようなことは言っていないですから

ね。これがな、勉強やると分かりやすくなるし、あの、地震が起こったときとか役に立

つぞっていうと、へーえ。いっぱいしてよっていうから。いっぱいっていうかできる限

りするわ、そのくらいです。子供たちには。〔過去のサービス経験〕 (指導主事 C#C132)  

 

以上 (6) から (8) の語りは、アクターごとに異なる〔過去のサービス経験〕から PFC

の価値を理解していることを示している。それゆえ初期コードを〔過去のサービス経験〕

とした。〔過去のサービス経験〕によって PFCの価値情報を容易に理解することができ

る。そこで〔フェーズフリーの価値情報がわかる〕を、全体プロセスの帰納的なコード

として生成した。そして、フェーズフリーの価値情報を理解したことで、人々の中にあ

る日常と非常時は別のものという意識の壁が取り払われ、ふだんの生活の中で PFC を

考えることができ量になる。そこで、〔人のフェーズフリーが起こる〕を、帰納的な TA

の二つ目のテーマとした。 

 

4.1.6 制度的マネジメントの最終テーマ 

 制度的マネジメントの最終テーマを導出するために、分析結果から生成されたテーマ

が全体的なストーリーを語っているかどうか、またテーマが重複していないかどうかを

確認した。合わせて、それぞれのテーマの意味を PFC 教育の制度化を時間軸で整理し

た出来事生起表と突き合わせて検証した。その結果、制度的マネジメントの特徴として、

PFC の公平性・誘引性・目的の二重性という概念が、教育委員会の価値提案と教師のエ

ンゲージメント、サービス経験に影響を与えることが明らかになった。PFC の公平性と

は、PFC を使用しても教師が不利益を被らないことである。誘引性とは、教師が PFC を

使用したくなる性質のことである。目的の二重性とは、学校施設の機能として学力と災
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害対応力という二つの目的を持っていることである。それに加え、PFC という話し言葉

としての機能が、教育委員会と教師、教師同士の文脈を共有することが示唆された。こ

こで多様な文脈が共有されるのは、ふだんの授業を、もしものときにも役立てるという

PFC の合理性である。その合理性は、行政・教育委員会・教師がエンゲージメントを生

み出す核心となる。たとえば、行政の合理性とは、限られた予算の中で質の高い地域防

災を実施することである。そして教育委員会の合理性とは、限られた時間の中で質の高

い防災教育を支援することである。さらに、教師の合理性とは質の高い教育を実施する

ことである。これらの合理性は PFC という言葉とともに、サービスエコシステムの中

に位置づけられている。 

以上の議論から、制度的マネジメントに影響を与える PFC 教育のテーマを「サービ

スエコシステムにおける合理性の<しるし>」と命名した。そして本論文では、合理性の

<しるし>を知覚標識 [Merkmal] という言葉で理解する。つまり、人が PFC を価値ある

ものと知覚する際に、相互に密接に関連し合う物理的、生理的、心理的プロセスにおけ

る合理性を意味する<しるし>を用いてサービス交換を行っていると考えるものである。

であるならば、教育委員会は、フェーズフリーという言葉を PFC 教育の [Merkmal] と

して使用していることになる。この観点から、フェーズフリーの概念、意味、規範的行

動を共有し、人間の限られた計算能力に負担をかけることなく考え、伝え、行動するこ

と、つまり PFC 教育の制度化には、PFC という言葉の知覚標識が密接不可分である。 

 以上の議論のまとめとして、分析結果から導出されたテーマ同士の関連を (図 4-1) 

に整理した。 
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図 4-1 制度的マネジメントのテーマ関連図 
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・フェーズフリーのプロトタイプ つ  
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・子供たちの安全 フェーズフリ― の関連性
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・フェーズフリーの冊子    の関連性
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フェーズフリー いう言葉 

聴い    理解す 

(聴解)

  のフェーズフリーが起こ 

音の知覚標識

  価値の知覚

標識
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4.2 制度的マネジメントの分析結果まとめ 

前項までの分析結果から、制度化プロセスの各区間における制度的マネジメントの要

点を (1) から (5) として整理する。 

(1) 導入プロセス：鳴門市の防災の大義を PFC 教育に紐づける。 

学校防災計画に PFC を位置づけるとともに、フェーズフリーという言葉によって

防災と PFC 教育を一本化する。 

 (2) 着火プロセス：PFC 教育のストーリーをデザインする。 

PFC の視点から考える学習の手立てを導き出し、PFC が浸透すればするほど子ども

たちの役に立つ、というストーリーをフェーズフリーという言葉とともにデザイン

する。 

 (3) 発火プロセス：教師のフェーズフリーを促進し小さな成功を蓄積する。 

教師のフェーズフリーとは、ふだんの授業と防災教育は別のもの、という意識の壁

を取り払うことである。そして、PFC が子供たちだけではなく、教師にも役に立つ

という認識を共有する。その際に全校の着火から考えるのではなく、学校防災推進

会議の実務者部会の教員を通じてスモールスタートさせる。 

 (4) 普及プロセス：学校内外でフェーズフリーの仲間づくりを推進する。 

PFC 教育を事例集の配布で終わらせないためにも、学校内外における PFC 教育へ

の理解が重要となる。そこで行政は、フェーズフリー・アイデアコンテストの実施

14、フェーズフリーアワード 2020 15で鳴門市が表彰されたことを対外的に示してい

た。また、学校安全フェーズフリーの日16を設定し、学校現場で着火した火を継続

できる仕組みづくりをした。それに加え、夏休みを使った地域の自主防災会も学校

内外の仲間づくりを後押ししている。これらの活動に共通するのは、教育委員会が

フェーズフリーという言葉を日常的な言葉として使用し、学校現場を支援している

ことである。 

 (5) PFC 教育の制度化の全プロセス： 

ⅰ) 音の知覚標識が生成される。 

フェーズフリーという言葉自体が、アクターの興味を引き出してサービス交換のき

っかけとなっている。ここでは、PFC という話し言葉を聞いてその意味を理解する

聴解 (listening comprehension：本論文第 2 章 6 項) が生み出されている。すなわち

 
14 2020 年 11 月 2 日から 2021 年 2 月 19 日までアイデアを募集した結果、市民から 55 件の応募

があった。 

15 フェーズフリー協会による表彰制度。鳴門市は 2020 年度の表彰制度に応募し、全国の 140

を超える取り組みの中から事業部門の金賞を受賞した。 

16 学校安全フェーズフリーの日とは、学校活動で PFC の浸透を啓発する日である。鳴門市では

2020 年 6 月から毎月 1 回、フェーズフリーの日を設定している。 
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フェーズフリーという言葉が音の知覚標識となっている。 

ⅱ) 教師のフェーズフリーが起こる。 

教師のフェーズフリーとは、ふだんの授業と防災教育は別のもの、という意識の壁

が取り払われた状態である。そのためには、まず教育委員会が PFC という言葉を学

校防災の取り組み方として日常的に使用し、次に授業における PFC の応用の仕方を

教師に伝えることで、教師は自身の得意分野の知識を再利用して PFCを埋め込んだ

授業づくりを行う。このプロセスを通じて、教師は PFC という言葉を聞いた瞬間に

その意味を理解できるようになる。 

なお、制度的なマネジメントの分析結果は、次ページの (表 4.1) ～(表 4.4) にまとめ

た。各表の上部の項目の下に示された色付きの三角形は、コーディングが左から右 (初

期コードからテーマ) に進むにしたがって、そのテクストが意味する概念の抽象度が高

くなっていることを表している。



101 

表 4.1 導入プロセス (演繹的アプローチ)   

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

テクスト 初期コード コード テーマプロセス

 
 
の
大
義
 
フ

ェ
ー

ズ
フ
リ
ー

 
紐
 
 
 

鳴門に っ は南海トラフ地震が、あれだ のものが10年に１
度繰 返 起こっ い 、 いうのはもうみなさん知っ い こ
 なんです れど。ああいうような現場 見た 皆さんが  
に近 い  まったんですよね。（市長#A4）

南海トラフ フェー
ズフリー の関連
性

エ
ン
ゲ
ー

ジ
メ
ン
ト

で、なにもかも  が前面に出 い 、で、  やっ い の
に何ができ のかなっ いう 、やは ハード面もあ  、ソフ
ト面もあ  。なおかついろいんな要望が来 わ です。で、
その時に鳴門市、財政厳 い状況の中で、その   すべ 
やれ やれ わ ではない 。（市長#A7）

導入

価
値
提
案

日常私たちにすご 快適に便利使  い ものが、非常時に
も役立っ 私たちの 活 支   れたら結果   市民 守
 こ ができ 。（PFC協 代表#G30）

行政サービス 
フェーズフリー の
関連性

フ

ェ
ー

ズ
フ
リ
ー

の
公
平
性

  対策の予算に
は限 があ  いう
認識 フ

ェ
ー

ズ
フ
リ
ー

の
誘
引
性

首長   （   ）やらなきゃい ない、でも、こういう風に
やっ いこう   、全体的には流れに乗っ いた   も、機
能す かどうかよ わからんかった。市民 守れ のかどう
か。（市長#A16）

  対策の機能に
対す 不安

ビジネスコンテストの審査     いただ っ いうこ が、
フェーズフリー 知ったそもそもだったんです。その時のお話
の中で初め フェーズフリー いう言葉 その考 方 聞いた
んです。で、その瞬間、私の中ではもう、これっ 。もう決めつ
   いう感じで。（市長#A19）

フェーズフリ― いう
言葉の閃き

サ
ー

ビ
ス
経
験

じゃあ見た瞬間に、これがフェーズフリーっ いうもの 多 
作っ い ないか、それがまず施設であ 、でその施設の中
にはこういう風なフェーズフリーの機能が入っ ます。これが
フェーズフリーな道の駅の形なんです。我々がほぼ決めたん
です 。（市長#A36）

フェーズフリー デ
ザインす 

フ

ェ
ー

ズ
フ
リ
ー

の
目
的
の
二
重
性

道の駅 か具体的につ  こ によっ わか やす  た す 
こ がまず一つです。そ  もう一つはですね、子どもたちの
  にこのフェーズフリーの考 方 入れ いっ ですね、将
来彼らがこういう考 のも で、コト かモノ 考  ようなそ
んな     いきたい いうふうに思っ います。（市長
#G49）

フェーズフリーのプロ
トタイプ つ  
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表 4.2 着火プロセス (演繹的アプローチ)  

 

 
  

着火

価
値
提
案

その、身近な ころ、要す に勉強のためのものではな  、身
近な ころ  に関わ こ   科に盛 込むこ で、  の知
識が 然 身に付  いうこ  実現  い 、 いうこ で、この
冊子 作らせ いただい 。（学校  課長＃B29）

学力の向上 
フェーズフリー の
関連性 フ

ェ
ー

ズ
フ
リ
ー

の
公
平
性

エ
ン
ゲ
ー

ジ
メ
ン
ト

  に っ も、        にあたっ 、力 入れ PFC
のこ  学んで、PFCのコンテンツ 頭に入れ こ ができ っ 
いうこ  でき だ ハードル 、壁 低  ない   に っ も
なかなか使い勝手が難 いんじゃないか 。あ 、それ やっ 
い のが子供のための効果が大きい いうの 如何に  に伝
  のかっ いうのが、普及す  、浸透す う で如何に重要
かもわか ま た。（指導主 A#B77）

  の 識 壊す
  

フ

ェ
ー

ズ
フ
リ
ー

の
誘
引
性

今やろう   い こ は、子どもにフェーズフリー 浸透させ 。
そこになっ い 。子どもにフェーズフリー    には、  が
まず子供にフェーズフリー   な ればならない。どうす  で
き のかな、 いうので、今年度はモデル校 選んで、商品開発
 いう ころで、まずは、その子供たちの 識付 。まず、子ども
たちがどう反応す のかやっ みない わからない。（学校  
課長#B200）

  のや がい 
引き出す働きか 

サ
ー

ビ
ス
経
験

先 方の得  科や得  野でいいので、お取 組み頂いたこ
 やらアイデア 僕の方に送っ いただい 使っ いただ  こ
のアイデア、ここ（冊子）に入 ます 。あのそれで全幼小中に話
 振っ 、まあこれから 例 集め いきます いう依頼  ま 
た。（指導主 C＃C48）

学校のフェーズフ
リー デザインす 

フ

ェ
ー

ズ
フ
リ
ー

の
目
的
の
二
重
性

フェーズフリーっ いう言葉に関  は、前の実務者部 の話は
  ま た。こういうのが 、こういうのに取 組んでい  いうよ
うに。あ、そう撫養小学校の授業も大きなきっか かも れませ
ん。   元年11月に（フェーズフリー 紹介 たテレビ番組で
「 びっこ遊び」っ いう体 館で体    いた授業があった 
思うんです ど。（指導主 C#C106）

テーマ

フ

ェ
ー

ズ
フ
リ
ー

の
ス
ト
ー

リ
ー

 
デ
ザ
イ
ン
す
 

た  ば（地震の後で）保護者が迎 に来た きは、保護者に引
き渡  帰 の。そ たら危ないで ょう。そういった具体的な課
題 、こう見つ  こ ができ  いう。（指導主 A#B111）

子供たちの安全 
フェーズフリー の
関連性

  の質の向上プラス  のこ  同時に学べ  いうこ で発
信  い のに、  に っ は、それ す ために余 な知識
 余計なこ   な ればならない いう 識が強  。（指導主
 A#B75）

  現場にお  
葛藤

学校のフェーズフリー
のプロトタイプ つ  

プロセス テクスト 初期コード コード
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表 4.3 発火プロセス (演繹的アプローチ) 

 
 

  

サ
ー

ビ
ス
経
験

普段から授業でやっ い のじゃな  5つの音のチャイムがあ
 。簡単なのあ んです。ベル 体が電源もいらない 簡単なの
あ んです。それ 使っ  由に演奏さ  録音  校内放送 
使っ 流す。そういうものなので、  にこう、フェーズフリー いう
ふだんからこう、そのまま使 ちゃう いう。（小学校音楽  
C#D39）

 科      
  同時にでき フ

ェ
ー

ズ
フ
リ
ー

の
目
的
の
二
重
性

日常時の図形 使っ 求め っ いうや 方 、非常時の実際に
はどれ らい入れ んだろうっ いう、イメージ か見通  持 
 っ いうこ では活用できた 思います。（小学校算数  
D#D58）

図形の計算 空間の
イメージができ 

いま誕   いうの やっ い んです れど、それ フェーズ
フリー いっ 考 たら取 入れ お こ で 害時に食料が限
られ い 場合に、好き嫌いがな 何でも食べられ 子供にな 
ように考 ま た。（幼稚園  F#74）

普段の食   害時
に役に立つ食 がで
き 

や がいのあ 授
業の実践

フ

ェ
ー

ズ
フ
リ
ー

の
誘
引
性

ラジオ 制作す にあたっ   はワクワク ながら制作す ん
です れど、取 入れ  便利な機能 考 た  か、 害時に
必要な機能 考  設計  みよう 、 っ ブラッシュアップの
方   い れば 思います。（中学校技術科  B#15）

  がワクワクす 
授業の実践

た  ば幼稚園のこれ、ブロック 積んで積み木の遊び方があ
 。この積み木 、あの、うま 積め 方法 子供たちが学べた
ら、揺れた きに崩れない積み方 いうの 学べ いいんじゃな
いか 。 いうのが幼稚園の先 、保 園の先 方から出 きま
 た。（フェーズフリー協 代表E3#27）

フェーズフリー 
使った遊びの実践

発火

価
値
提
案

あの、算数の指導主 がよ 言うのは子どもたちが量感 持ちな
がら、速さに  も広さに  も重さに  も、計算 た数字だ 
求め んじゃあ計算はでき かも れない れど、本当に 活の
中で き いかんきゃならんのですよね。距離感 か重さっ い
うの 感じながら、重さの勉強 す  身につきやすい 、想像で
き  活に役に立つっ いうこ につながっ い 。フェーズフ
リーはそういう ころもすご マッチ   のかな 思います。（指
導主 C＃C223）

授業 フェーズフ
リー の関連性

フ

ェ
ー

ズ
フ
リ
ー

の
公
平
性

小
さ
な
成
功
 
蓄
積
す
 

今までになかった考 なので、子どもに っ 間違いな 役に立
つ考 なので、それ 先 方に配布できた いうのは 己満足
かも れませんが、残 こ ができたのかなあ いうのは喜びで
もあ ます。（指導主 C#167）

フェーズフリーの冊
子    の関連
性

エ
ン
ゲ
ー

ジ
メ
ン
ト

卒業制作 かす  きに、ちょっ    かフェーズフリーの視点
が入ったもの 考 たもの 作  子どもたちがそういった 識
 普段から持  ような形にな んかな、 授業の新 い発見に
な んじゃないのかな 、そういう話にな ま た。（小学校家庭
科  A＃D9）

プロセス テクスト 初期コード コード テーマの命名
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表 4.4 発展プロセス (演繹的アプローチ)  

 

 
 

  

発展

価
値
提
案

まあ子供 どういう風に成長させ やれ のか、まあ一つのツー
ル いういい方もあれなんです ど、フェーズフリー 使っ 子供
たちの将来像 描  ように。そういう考 方   い  ちょっ 
楽 いな 。（学校  課長＃B248）

子供たちの将来像
 描 

フ

ェ
ー

ズ
フ
リ
ー

の
公
平
性

フェーズフリーの使
い方 聞 フ

ェ
ー

ズ
フ
リ
ー

の
誘
引
性

僕はまだフェーズフリーっ いう言葉 聞いたこ がな  、初め
 聞いた時なんだろうっ 。その話 聞い い 中でフェーズフ
リーっ こんなんなんだっ いうの 知っ 。〔フェーズフリーの使
い方 聞 〕（高1男子#F215）

フェーズフリーの使
い方 聞 

簡単に対策ができ 、かつその便利、じゃない ど使  ので、
た  ば部活動だった  か、学校にい  き かでもこういう話
   広め い たらな 思いま た。（高1男子#F217）

フェーズフリー 伝
 よう す 

サ
ー

ビ
ス
経
験

ご紹介もあ んです れど、わが市にフェーズフリーの視察に来
 いただ  ようになっ 。鳴門市のPRも嬉 いんです れど、
このフェーズフリーっ いう考 方が広がっ いっ  こ は非常
にうれ いですね。（市長#A46）

鳴門市のPR 
フェーズフリーの広
が 

フ

ェ
ー

ズ
フ
リ
ー

の
目
的
の
二
重
性

た  ば部活動で坂道 走った 練習 た す んです れど、
その練習で走  ころ 例 ば避難す 場所に変 た  か、す
  早めに逃げ こ ができ のでいい。（高2男子#F172）

テーマ

フ

ェ
ー

ズ
フ
リ
ー

の
仲
間
 
 
 

夏休みには地域の人も集まっ いただ  ので地域 の連携の
場も持っ いますので、夏休みに。で、そこでフェーズフリー紹介
 た 。（指導主 C#C18）

フェーズフリーな地
域 描 

エ
ン
ゲ
ー

ジ
メ
ン
ト

そうですね。最初にフェーズフリー いう言葉 聞いた時の印象
は、聞いたこ があ かな らいで、やっぱ わか  らい 思う
こ があった。多 それは私が、  はその時に備  もので
あっ 壁 超  ものっ いうイメージがあっ 、抜 道 作 っ
 いう話で、なんだよそれっ 思ったんです れど、今日お話 
聞い ちゃん つながった時間、 いうのがちゃん わかっ 良
かった。（高1女子#F33）

部活 避難場所

算数の速さのこ も かっ 、津波の速さなどもわかっ 一石二
鳥だな 思いま た。津波が来たらすぐ逃げ 一目散に逃げま
す。（小学5年 男子#H47）

算数の速さ 津波の
速さ

プロセス テクスト 初期コード コード
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表 4.5 プロセス全体 (帰納的アプローチ) 

 

 
 

 

プロセス

導入

じゃあみた瞬間に、これがフェーズフリーっ いうもの 多 作っ
 い ないか、それがまず施設であ 、でその施設の中にはこう
いう風なフェーズフリーの機能が入っ います。この次の道の駅
 か見 いただ  、これがフェーズフリーな道の駅の形なんで
す。我々がほぼ決めたんです 。見た目も大 だ 、言葉も大 
だ 、あ は継続  つなげ い んだろう、つなげ いかな れ
ばならないんだろう 思っ います。(市長#A33)

過
去
の
サ
ー

ビ
ス
経
験

テクスト 初期コード

人
の
フ

ェ
ー

ズ
フ
リ
ー

が
起
こ
 

着火

た  ばモノ   、そこで子供たちが興  持つ、そういう違う 
ころに   絡められ  ころがフェーズフリーにはいっぱいあっ
 、そういう子供たちの将来像 、学校なんで、見つ  い  い
うのも仕 なんじゃないか 。(指導主 B#B248)

発火

卒業制作 かす  きに、ちょっ    かフェーズフリーの視点
が入ったもの 考 たもの 作  、子どもたちがそういった 
識 も  ような形にな んかな、 授業の新 い発見にな ん
じゃないのかな 、そういう話にな ま た。(小学校家庭科  
#D9)

発展

子供にはね、フェーズフリーす よっ いうようなこ は言っ い
ないですからね。これがな、勉強や   か やす な  、あ
の、地震が起こった き か役に立つぞっ いう 、へー 。いっ
ぱい  よっ いうから。いっぱいっ いうかでき 限 す わ、
その らいです。子供たちには。(指導主 C#C132)

コード テーマ

導入

エ
ン
ゲ
ー

ジ
メ
ン
ト

初め フェーズフリー いう言葉 その考 方 聞いたんです。
で、瞬間、私の中ではもう、これっ 。もう決めつ   いう感じで
(市長#A18) フ

ェ
ー

ズ
フ
リ
ー

の
言
葉
の
リ
ズ
ム

フ

ェ
ー

ズ
フ
リ
ー

が
聴
解
さ
れ
 

音
の
知
覚
標
識
が
 
成
さ
れ
 

着火

当時、僕は現場におったんです。まあ中学校におったんです 
ど、ちょうどコロナなんで学校は休みだっ 、突然、市   がき
ま  フェーズフリーについ 話が たい。フェーズフリーっ いう
言葉すら知らない  たちが、なんぞやなんぞや。(指導主 
A#B153)

発火
フェーズフリー、余計なもの一切いらん、普段通 でいいやん、 
いうんで、使  んじゃないか 思っ （ 例 ）書かせ いただ
きま た。(小学校音楽  #D47)

発展
最初にフェーズフリー いう言葉 聞いた時の印象は、聞いたこ
 があ かな、ぐらいで、やっぱ わか  らい 思っ  まうこ 
があっ 。(高1女子#f211)

フ

ェ
ー

ズ
フ
リ
ー

の
価
値
情
報
が
わ
か
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4.3 知識マネジメントの観点 

 本博士論文は、PFC 教育による教師の主体的な授業づくりは教育委員会の知識マネジ

メントの結果であると捉えている。知識マネジメントとは、一人ひとりの知識や能力を

サービス資源として捉え、資源を発見したり、組織化したり、再利用することでイノベ

ーションを生み出す知識創造のプロセス・手法である。 

したがって、知識マネジメントの分析範囲は、制度化プロセスの 4 つの区間のうち、 

(着火) と (発火) 区間を分析対象としている。着火とは、教育委員会がすべての公立幼

稚園長と小中学校長に PFC 教育の枠組みを紹介し、学校現場での落とし込みを啓発し

た区間である。一方の発火とは、現場教師が PFC教育を実施し始めた時期である。本論

文では、教師が PFC 教育のコンテンツを生成し、それを実際の授業で実施している着

火と発火のプロセスを、Thornton (2004= 2012) のゲートキーピング理論の枠組みから分

析する。Thornton (2004= 2012) の理論は、教師による主体的な授業づくりと実践は、1) 

授業観の省察 (reflection)、2) 講義を通じて形成したい授業観の再構築、3) 授業プラン

の作成プランニングと、4)実践、の流れに沿っていると述べている。 

本論文は、Thornton (2004= 2012) および同理論を解説した紙田 (2023) に沿って、PFC

教育における教師のゲートキーピングの要点を検証する。次節から、ゲートキーピング

理論の 1)省察から 4)実践のプロセスの順に、テクストからコードの集約、テーマの導出

結果を説明する。文中の< >は生成されたコード、《 》は振り分けた初期テーマ、〔 〕は

データ全体と関連するテーマを表している。(#) は発話者とテクストの番号である。 

 

 

4.3.1 授業観の省察 

授業観の省察とは、教師がこれまでの枠組みでは説明できない経験をした時に、自ら

に問うて望ましい状況に変えようと考え、新たな枠組みを見出す行為である (足立・久

保, 2023,p.14)。教師は自身の経験を元に省察し授業づくりを設計している。そして PFC

教育において、省察の前提にあるのが PFC の公平性である。公平性とは、PFC 教育が

誰にとっても不利益とならない合理性を持っている。そこで教師の行動から、授業観の

省察と公平性に対応するテクストを提示し、解説を加える。 

 

 (1) たとえば地震の後で保護者が迎えに来たときは、保護者に引き渡して帰るの。そし

たら危ないでしょう。そういった具体的な課題を、フェーズフリーは、こう見つけるこ

とができるという。〔体系化されたフェーズフリーの情報を知る〕 (指導主事 A#B111) 

 

上述 (1) が示唆することは、PFC が学校防災における合理性を持ち、児童生徒や家庭に

とっても公平性を伴うものであったと推測できる。したがって <子供たちの安全対策に

おける合理性> コードを《公平性》として集約し、さらに 〔体系化されたフェーズフ
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リーの情報を知る〕をテーマとした。 

 

 (2) 教師にとっても、防災教育を教えるにあたって、力を入れて PFC のことを学んで、

PFC のコンテンツを頭に入れることができるっていうことをできるだけハードルを、

壁を低くしないと教師にとってもなかなか使い勝手が難しいんじゃないかと。あと、そ

れをやっているのが子供のための効果が大きいというのを如何に教師に伝えるのかっ

ていうのが、普及すると、浸透するうえで如何に重要かもわかりました。〔体系化され

たフェーズフリーの情報を知る〕（指導主事 A#B77） 

 

上述 (2) が示唆することは、PFC が学校防災における合理性を持ち、児童生徒や家庭に

とっても公平性を伴うものであったと推測できる。したがって <防災教育における合理

性> コードを《公平性》として集約し、さらに 〔体系化されたフェーズフリーの情報

を知る〕をテーマとした。授業観の再構築 

 授業観の再構築とは、省察によって新たな授業観を再構築する行為である。教師は、

授業観を再構築することで実践的な知を形成している。このプロセスで欠かせないのが

PFC の誘引性である。誘引性とは、授業で実施してみたくなる PFC 教育の性質である。

そこで教師の行動から、授業観の再構築と誘引性に対応するテクストを提示し、解説を

加える。 

 

 (1) ラジオを制作するにあたって生徒はワクワクしながら制作するんですけれど、取

り入れると便利な機能を考えたりとか、災害時に必要な機能を考えて設計してみようと、

えっとブラッシュアップの方をしていければと思います。〔フェーズフリー教育の仕方

がわかる〕 (中学校技術科教師 B#15） 

 

上述 (1) が示唆することは、PFC を使用すると児童生徒がワクワクするような授業づ

くりが可能であろうと認識され、授業観の再構築に結びついたと推測できる。したがっ

て、<生徒がワクワクする授業づくり>コードを《誘引性》として集約し、さらに 〔フ

ェーズフリー教育の仕方がわかる〕をテーマとした。 

  

(2) 今やろうとしていることは、子どもにフェーズフリーを浸透させる。そこになって

いる。子どもにフェーズフリーを教えるには、教師がまず子供にフェーズフリーを教え

なければならない。どうするとできるのかな、というので、今年度はモデル校を選んで、

商品開発というところで、まずは、その子供たちの意識付け。まず、子どもたちがどう

反応するのかやってみないとわからない。〔フェーズフリー教育の仕方がわかる〕（学校

教育課長#B200） 

 

上述 (2) が示唆することは、PFC の効果については教師自身もわからないけれども、

PFC という言葉から想像される効果から、子どもたちの反応をみてみようという意識に
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つながっている。したがって <教師のやりがいを引き出す働きかけ> のコードを《誘引

性》として集約し、さらに〔フェーズフリー教育の仕方がわかる〕をテーマとした。 

 

4.3.2 教育目標のプランニングと実践 

教育目標のプランニングとは、授業観の省察と再構築の結果から具体的な教育目標を

企画する行為である。このプロセス欠かせない PFC の特性とは目的の二重性である。

目的の二重性とは、PFC教育を実践すると児童生徒の学力と災害対応力の両方を向上さ

せる可能性があるということである。そこで教師の行動から、教育目標のプランニング

と目的の二重性に対応するテクストを提示し、解説を加える。 

 

 (1) いま誕生会というのをやっているんですけれど、それをフェーズフリーといって

考えたら取り入れておくことで災害時に食料が限られている場合に、好き嫌いがなく何

でも食べられる子供になるように考えました。〔教師の自由な裁量権が発揮できる〕(幼

稚園教師 F#74) 

 

上述 (1) が示唆することは、PFC が既存のカリキュラムとしての、誕生会をきっかけと

した食育の選択肢を残したまま、新たな選択肢として、災害時にも役に立つ食育を加え

るものである。したがって、<ふだんの食育を災害時にも役立てる>というコードを《目

的の二重性》として集約し、さらに 〔教師の自由な裁量権が発揮できる〕をテーマと

した。 

 

 (2) 日常時の図形を使って求めるっていうやり方と、非常時の実際にはどれくらい入

れるんだろうっていう、イメージとか見通しを持てるっていうことでは活用できたと思

います。〔教師の自由な裁量権が発揮できる〕（小学校算数教師 D#D58） 

 

上述 (2) が示唆することは、教師が自身の得意分野の知識を再利用して PFC 教育のコ

ンテンツを生成しているものである。したがって、<得意分野の知識を利用できる>とい

うコードを《目的の二重性》として集約し、さらに〔教師の自由な裁量権が発揮できる〕

をテーマとした。 

 

4.3.3 教師のゲートキーピングの全体プロセス 

教師のゲートキーピングに関連するデータを帰納的に分析した結果、新たに《新規性》、

《親近性》、《直感性》というコードが生成された。新規性とは、今までにない新しい情

報に対する興味である。親近性とは、初めて聞いた言葉でも使い方が容易に想像できる

性質である。この二つの概念は、松村 (2015, p.53) によって仕掛けを促進する要素とし

て提示されている。そして直感性とは、使い方や利用の仕方がわかりやすいという性質
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であり、PFC の指針である 5 原則の中に含まれている概念である。そこで教師の行動か

ら、教師のゲートキーピングに対応するテクストを提示し、新規性、親近性、直感性の

概念との関係について解説を加える。 

 

１．授業観の省察 

 (1) 今までになかった考えなので、子どもにとって間違いなく役に立つ考えなので、そ

れを先生方に配布できたというのは自己満足かもしれませんが、残ることができたのか

なあというのは喜びでもあります。〔教師の自由な裁量権が発揮できる〕(指導主事

C#167)  

 

上述 (1) が示唆することは、PFC が防災教育の新しいアプローチとして、教師にとって

有意義な情報を追加するものであったと認識されている。したがって <今までにない新

しい防災教育> というコードを《新規性》として集約し、さらに〔教師の自由な裁量権

が発揮できる〕をテーマとした。 

 

 (2) 卒業制作とかするときに、ちょっと防災とかフェーズフリーの視点が入ったもの

を考えたものを作ると、子どもたちがそういった意識を普段から持てるような形になる

んかな、と授業の新しい発見になるんじゃないのかなと、そういう話になりました。〔体

系化されたフェーズフリーの情報を知る〕（小学校家庭科教師 A＃D9） 

 

上述 (2) が示唆することは、PFC は児童生徒と教師にとって新しい概念であるから、そ

の情報を知ったことで新しい知識を追加できると考えている。したがって、 <今までに

ない新しい防災教育> というコードを《新規性》として集約し、さらに〔体系化された

フェーズフリーの情報を知る〕をテーマとした。 

 

２．授業観の再構築 

 (1) 5 つの音のチャイムがある。簡単なのあるんです。ベル自体が電源もいらないし簡

単なのあるんです。それを使って自由に演奏さして録音して校内放送を使って流す。そ

ういうものなので、とくにこう、フェーズフリーというふだんからこう、そのまま使え

ちゃうという。〔教師の自由な裁量権が発揮できる〕(小学校音楽教師 C#D39） 

 

上述 (1) が示唆することは、教師が得意分野の知識を再利用して、PFC教育を自由に実

施していることを示唆している。したがって、 <今ある知識を使う> というコードを

《親近性》として集約し、さらに〔教師の自由な裁量権が発揮できる〕をテーマとした。 

 

 (2) その、身近なところ、要するに勉強のためのものではなくて、身近なところ防災に

関わることを教科に盛り込むことで、防災の知識が自然と身に付くということを実現し

ていく、ということで、この冊子を作らせていただいて。〔教師の自由な裁量権が発揮

できる〕（学校教育課長＃B29） 
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上述 (2) が示唆することは、教師の身近なアイデアが公式の PFC 事例集に掲載される

ことで、教師のアイデアに合理性が付加されることになる。したがって <身近なアイデ

アを利用できる> コードを《親近性》として集約し、さらに〔教師の自由な裁量権が発

揮できる〕をテーマとした。 

 

３．教育目標のプランニングと実践 

 (1) 先生方の得意教科や得意分野でいいので、お取り組み頂いたことやらアイデアを

僕の方に送っていただいて使っていただくとこのアイデア、ここ冊子作りますと。あの

それで全幼小中に話を振って、まあこれから事例を集めていきますという依頼をしまし

た。 〔フェーズフリーを使ってみたくなる〕(指導主事 C＃C48)  

 

上述 (1) が示唆することは、PFC 事例集が全教職員に配布されたことで、学校種や教科

の壁を超えて PFC 教育の成功事例が共有されることになった。前例があると簡単に広

がることも、教師が PFC を使用する大きな理由であったと推測できる。そこで、<教師

のアイデアを事例集に掲載する>を《直感性》として集約し、〔フェーズフリーを授業で

使ってみたくなる〕をテーマとした。 

 

 (2) フェーズフリーっていう言葉に関しては、前の実務者部会の話はしてました。こう

いうのがある、こういうのに取り組んでいるというように。あ、そう撫養小学校の授業

も大きなきっかけかもしれません。ええと元年 11 月に（フェーズフリーを紹介したテ

レビ番組で「とびっこ遊び」っていう体育館で体育をしていた授業があったと思うんで

すけど。〔フェーズフリーを授業で使ってみたくなる〕（指導主事 C#C106） 

 

上述 (2) が示唆することは、NHK 徳島の番組で PFC 教育の授業が紹介されたことが、

PFC 教育が広がる一つのきっかけであると認識されている。そこで、<フェーズフリー

がテレビ番組で紹介される>を《直感性》として集約し、〔フェーズフリーを授業で使っ

てみたくなる〕をテーマとした。 

 

4.3.4 知識マネジメントの最終テーマ 

テーマの生成の最終段階として各プロセスにおけるテーマの組み合わせと、全体的な

ストーリーを語っているかテーマが重複していないかどうかを、出来事生起表によって

確認した。その結果、教師のゲートキーピングの 3 つのプロセスの全てにおいて、フェ

ーズフリーの公平性・誘引性・目的の二重性がテーマとして存在した。教師にとっての

公平性とは、学校で PFC を使用しても教師が不利益を被らないことである。誘引性と

は教師が PFC を使用したくなる性質のことである。PFC の目的の二重性とは、PFC 教

育を実践すると児童生徒の学力と災害対応力の両方を向上させる可能性があるという
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ことである。分析結果から明らかになったのは、PFC が教師の主体的な授業づくりによ

って実践されていることである。ここでは、PFC という言葉が PFC 教育における合理

性の<しるし>として、学校種や教科の壁を越えて PFC 教育のサービスエコシステムで

使用されている。以上の議論から、PFC 教育を制度化における最終的なテーマを「サー

ビスエコシステムにおける合理性の<しるし>」と命名した。このテーマは、第 1章で定

義した知覚標識 [Merkmal] によって説明できるものである。つまり、人が PFC のベネ

フィットを知覚する際に、相互に密接に関連し合う物理的、生理的、心理的プロセスに

おける合理性を意味する<しるし>を用いてサービス交換を行っていることになる。教

師は、フェーズフリーという言葉を [Merkmal] として使用することで、学校生活の中

でフェーズフリーの概念、意味、規範的行動を共有し、人間の限られた計算能力に負担

をかけることなく考え、伝え、行動することを可能にしている。 

 

 

4.4 知識マネジメントの分析結果まとめ 

 前項までの議論から、制度化プロセスの各区間における知識マネジメントの 3 つの要

点を整理する。すなわち PFC 教育という新しい知識の発見、その知識の組織化と再利

用である。 

 (1) フェーズフリー教育の基盤づくり 

基盤づくりとは、防災実務者部会などで PFC 教育の方法を示すことである。それ

によって教師は PFCが「子供たちのためになる」という価値の発見をする。このプ

ロセスに必要なマネジメントは、「体系化されたフェーズフリーの情報」である。 

 (2) フェーズフリー教育の仕組みづくり 

仕組みづくりとは、教職員のアイデア収集、事例集の作成、パイロット校による前

例をつくることである。それによって教師は PFC が「自分でもできそうだ」と認識

し教師の間で PFCの制度化が進んでいく。このプロセスで必要なマネジメントは、

「フェーズフリー教育の仕方がわかる」ことである。 

 (3) フェーズフリー教育の仲間づくり 

仲間づくりとは、事例集の配布、フェーズフリーの日、自主防災会をきっかけとし

た PFC 教育への理解者の巻き込みである。それによって教師は PFC の価値を再利

用するようになる。このプロセスに必要なマネジメントは、「フェーズフリーを授

業で使ってみたくなる」である。 

 

本稿の最後に、教師のゲートキーピングにおける分析結果を (表 4.6) と(表 4.7) によ

って整理した。それぞれの表の左側には特徴的なテクストとコード、テーマが示されて

いる。表の上部の項目の下に示された色付きの三角形は、コーディングが左から右 (コ

ードからテーマ) に進む過程で概念の抽象度が高くなっていることを表している。 
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表 4.6 教師のゲートキーピング (演繹的アプローチ)  

 
 

  

日常時の図形 使っ 求め っ いうや 方 、非常時の実際に
はどれ らい入れ んだろうっ いう、イメージ か見通  持 
 っ いうこ では活用できた 思います。（小学校算数  
D#D58）

得  野の知識 利
用でき 

  がワクワクす 
授業   

誘
引
性

フ

ェ
ー

ズ
フ
リ
ー

 
 
の
仕
方
が
わ

か
 

今やろう   い こ は、子どもにフェーズフリー 浸透させ 。
そこになっ い 。子どもにフェーズフリー    には、  が
まず子供にフェーズフリー   な ればならない。どうす  で
き のかな、 いうので、今年度はモデル校 選んで、商品開発
 いう ころで、まずは、その子供たちの 識付 。まず、子ども
たちがどう反応す のかやっ みない わからない。（学校  
課長#B200）

  のや がい 引
き出す働きか 

 
 
目
標
の
プ
ラ
ン
ニ
ン
グ

いま誕   いうの やっ い んです れど、それ フェーズ
フリー いっ 考 たら取 入れ お こ で 害時に食料が限
られ い 場合に、好き嫌いがな 何でも食べられ 子供にな 
ように考 ま た。（幼稚園  F#74）

普段の食   害時
にも役立  目

的
の
二
重
性

 
 
の
 
由
な
裁
量
権
が
発

揮
で
き
 

 
 
の
ゲ
ー

ト
キ
ー

ピ
ン
グ

授
業
観
の
省
察

た  ば（地震の後で）保護者が迎 に来た きは、保護者に引
き渡  帰 の。そ たら危ないで ょう。そういった具体的な課
題 、（フェーズフリーは）こう見つ  こ ができ  いう。（指導
主 A#B111）

子供たちの安全対
策にお  合理性

公
平
性

体
系
化
さ
れ
た
フ

ェ
ー

ズ
フ
リ
ー

の

情
報
 
知
 

  に っ も、        にあたっ 、力 入れ PFC
のこ  学んで、PFCのコンテンツ 頭に入れ こ ができ っ 
いうこ  でき だ ハードル 、壁 低  ない   に っ も
なかなか使い勝手が難 いんじゃないか 。あ 、それ やっ 
い のが子供のための効果が大きい いうの 如何に  に伝
  のかっ いうのが、普及す  、浸透す う で如何に重要
かもわか ま た。（指導主 A#B77）

    にお  
合理性

授
業
観
の
再
構
築

ラジオ 制作す にあたっ   はワクワク ながら制作す ん
です れど、取 入れ  便利な機能 考 た  か、 害時に
必要な機能 考  設計  みよう 、 っ ブラッシュアップの
方   い れば 思います。（中学校技術科  B#15）

テクスト 初期コード コード テーマ

プロセス
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表 4.7 教師のゲートキーピング (帰納的アプローチ)  

 

 

フェーズフリーっ いう言葉に関  は、前の実務者部 の話は
  ま た。こういうのが 、こういうのに取 組んでい  いうよ
うに。あ、そう撫養小学校の授業も大きなきっか かも れませ
ん。   元年11月に（フェーズフリー 紹介 たテレビ番組で
「 びっこ遊び」っ いう体 館で体    いた授業があった 
思うんです ど。（指導主 C#C106）

フェーズフリーが社 
の話題にな 

今あ 知識 使う

親
近
性

フ

ェ
ー

ズ
フ
リ
ー

 
 
の
仕
方

が
わ
か
 その、身近な ころ、要す に勉強のためのものではな  、身

近な ころ  に関わ こ   科に盛 込むこ で、  の知
識が 然 身に付  いうこ  実現  い 、 いうこ で、この
冊子 作らせ いただい 。（学校  課長＃B29）

身近なアイデア 利
用でき 

 
 
目
標
の
実
践

先 方の得  科や得  野でいいので、お取 組み頂いたこ
 やらアイデア 僕の方に送っ いただい 使っ いただ  こ
のアイデア、ここ（冊子）に入 ます 。あのそれで全幼小中に話
 振っ 、まあこれから 例 集め いきます いう依頼  ま 
た。（指導主 C＃C48）

  のアイデア 
 例集に掲載す 

直
感
性

フ

ェ
ー

ズ
フ
リ
ー

 
授
業
で

使

っ
 
み
た
 
な
 

 
 
の
ゲ
ー

ト
キ
ー

ピ
ン
グ

授
業
観
の
省
察

今までになかった考 なので、子どもに っ 間違いな 役に立
つ考 なので、それ 先 方に配布できた いうのは 己満足
かも れませんが、残 こ ができたのかなあ いうのは喜びで
もあ ます。（指導主 C#167）

今までにない新 
い    

新
規
性

体
系
化
さ
れ
た
フ

ェ
ー

ズ
フ

リ
ー

の
情
報
 
知
 

卒業制作 かす  きに、ちょっ    かフェーズフリーの視点
が入ったもの 考 たもの 作  、子どもたちがそういった 
識 普段から持  ような形にな んかな、 授業の新 い発見
にな んじゃないのかな 、そういう話にな ま た。（小学校家
庭科  A＃D9）

子供たちの新 い
知識の発見

授
業
観
の
再
構
築

5つの音のチャイムがあ 。簡単なのあ んです。ベル 体が電
源もいらない 簡単なのあ んです。それ 使っ  由に演奏さ
  録音  校内放送 使っ 流す。そういうものなので、  に
こう、フェーズフリー いうふだんからこう、そのまま使 ちゃう 
いう。（小学校音楽  C#D39）

テクスト 初期コード コード テーマ

プロセス
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図 4-2 知識マネジメントの分析結果 

  

【授業観の省察】

・子供たちの安全対策にお  合理性
・    にお  合理性

・今までにない新 い    
・子供たちの新 い知識の発見

【授業観の再構築】

・  がワクワクす 授業   
・  のや がい 引き出す働きか 

・今あ 知識 使う
・身近なアイデア 利用でき 

【  目標のプランニング】

・ふだんの食   害時にも役立  
・得  野の知識 利用でき 

演繹的TAの初期コード

【  目標の実践】

帰納的TAの初期コード ・  のアイデア  例集に掲載す 

・フェーズフリーが社 の話題にな 

コード のリンク

授業実践の流れ

最終テーマ 演繹的TA 演繹的TAの結果

テーマ

公平性
体系化されたフェーズフリー

の情報 知 

誘引性
フェーズフリー  の仕方が

わか 

目的の

二重性
  の 由な裁量権が

発揮でき 

フェーズフリー 授業で

使っ みた な 

サ
ー
ビ
ス
エ
コ
シ
ス
テ
ム
に
お
け
る

合
理
性
の<

し
る
し>

新規性

親近性
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4.5 出来事生起表の結果 

 収集した全データから、PFC 教育の制度化に関連する出来事を時間軸で整理し (表 

4.8) にフェーズフリー教育の出来事生起表としてまとめた。 

 

表 4.8 フェーズフリー教育の出来事生起表 

 

年 月～ 日 特徴的な出来 内容

2018 5

2019 11 ・NHK徳島の取材

2020 1 17 ・フェーズフリー協 の代表によ 導入研修 ワークショップ開催

・実務担当者に、授業等によ 実践報告 依頼

・異動があ 場合には引継ぎ 確実に行うよう申 送 

1 31 第15回　鳴門市学校  推進 議開催

・市内全園・校での「フェーズフリー」研修の実施

・学校での授業等への導入推進 、実践 例の報告 依頼

2 ・  によ 授業等での実践

3 ・  によ 授業等での実践

4 文部科学省「学校安全総合支援 業」受託 ・市内全園、校での「フェーズフリー」研修の実施

・学校での授業等への導入推進 実践 例の報告 依頼

5 29 第16回　鳴門市学校  推進 議開催

6 毎月1日 フェーズフリーの日 す 。 ・各園、校に授業での実践 例の提出 依頼

・各園、校での授業等での実践

7 1 フェーズフリーの日

13

8 1 フェーズフリーの日

19 令和2年度学校  推進 議第2回実務者部 開催① ・中学校区ご （撫養町、大津町）の2カ所で開催

25 令和2年度学校  推進 議第2回実務者部 開催② ・授業等への導入推進 依頼、喚起す 。

9 1 フェーズフリーの日

10 1 フェーズフリーの日

11 1 フェーズフリーの日

2 な  フェーズフリーアイデアコンテスト 業 ・一般市民にもフェーズフリー 啓発す （鳴門市行政）

13 二中避難所運営ワークショップ

19 林崎小学校に フェーズフリー校内研修実施

12 1 フェーズフリーの日

3 里浦小学校に フェーズフリー校内研修実施 ・NHK徳島取材、同日放映

11 令和2年度学校  推進 議第3回実務者部 開催

11 NHK徳島「フェーズフリーforスクールについ 」取材 ・NHK徳島、共同通信社の取材

2021 1 1 フェーズフリーの日

4 NHK徳島「フェーズフリーforスクール」の放映 ・NHK徳島によ   特集番組でPFC   取 上げ 

15 NHK徳島「フェーズフリーforスクール」の放映 ・同上　再放映

22 撫養小学校におい 、5年 算数・国語の授業実施 ・NHK徳島取材

23 NHK徳島の取材記 掲載

2 1 フェーズフリーの日

「いつも も もがつなが 学校のフェーズフリー」発刊 ・市内全 職  園・小中校に配布

8 第17回鳴門市学校  推進 議開催

3 各園・校での授業等での実践継続 ・フェーズフリーの日の年間計画への位置  

5

9 フェーズフリーアワード2021の 業部門でゴールド 受賞

2022 新型コロナウイルス感染症予 への対応によ 特別体制

12 11 NHK「明日 まも ナビ」でPFCの授業実践 紹介

2023 1 17 令和4年度学校  推進 議第3回実務者部 開催 ・フェーズフリー協 代表の講演  材   のワークショップ開催

(*1)鳴門市  推進 議：市内全校長、園長、副園長が     参加す 。

(*2)鳴門市学校  推進 議実務者部 ：市内全校、園の  担当  が参加す 。

新型コロナウイルス感染症予 への対応によ 全校一
斉休校

令和2年度学校  推進 議第1回実務者部 (*2)
開催

撫養小学校の体 、国語、保険の授業におい 
フェーズフリー授業 実践す 

令和元年度　学校  推進 議第3回実務者部 開
催

「鳴門市学校・幼稚園  推進計画」 改訂 フェー
ズフリー 計画の中に位置付  。

・”備 ない  ”「フェーズフリー」日常のものが 害時にも使  !?」2022年
12月11日放送

・令和2年度の学校  取 組み重点項目の一つ   
「フェーズフリー」 位置付  。

・    の2名の専門家（徳島大学、鳴門  大学）によ 講演  実施

・市内全幼稚園長、小中学校長に対  フェーズフリのさらな 充実・浸透につい
 理解 協力 求め 

・文部科学省の総合  政策局安全  調査官（当時）の講演 「震   き
抜いた子どもたちに学ぶ、フェーズフリーの学校  への導入につい 」

鳴門市学校  推進 議(*1)および実務者部 等に 
フェーズフリーの説明 行う

・鳴門市危機管理課よ 全校長、園長、副園長に対  フェーズフリーの説明 
行う

・学校種にお  フェーズフリーの具体的導入につい の成果物作成依頼

・市内全幼稚園長、小中学校長に対  「フェーズフリー」の学校  への導入
につい の理解 協力 求め 。
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4.6 小括 

 本章では、PFC 教育のサービスエコシステムにおける交換を、行政、教育委員会、教

師、児童生徒、家庭地域、フェーズフリー協会の質的データから明らかにした。S-D logic

のレンズのもとに PFC教育の制度化を分析すると、マクロ (行政) 、メソ (教育委員会)、

ミクロ (教師) の文脈によって、サービス交換の時間や交換の範囲が異なっていること、

また、それぞれのアクターの置かれた状況によって、防災に対する向き合い方や実践手

法に違いが生じていることが明らかになった。たとえば行政は、限られた予算の中で地

域防災の質を高める手法として PFC を導入し、教育委員会は限られた時間の中で学校

防災の質を高める手法として PFC を着火し、教師は理想の授業を実現するために PFC

教育を発火している。つまり PFC 教育の制度化は、既存の制度と新たなサービスがさ

れていることになる。ここでは、行政や教育委員会がフェーズフリーという言葉に合理

性を与えることで、学校現場における PFC 教育の制度化が促進すると同時に、PFC を

埋め込んだコンテンツの再生産を可能にしている。次章の考察では、PFC教育における

制度的マネジメントと知識マネジメントが、サービスエコシステムのなかでどのように

調整されるのか、そして個々の知識が集団の知識としてどのように生成されるのかを明

らかにすることで、本論文のリサーチクエスチョンの解明につなげていく。 
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第5章  考察 

本章では、分析結果に基づき PFC 教育の制度化に影響を与えるマネジメントについ

て 5 つの項を立てて説明する。次の第 1 項では、制度化プロセスと教育委員会のマネジ

メントを定式化する。第 2 項では、PFC 教育の機会が限られた時間の中で効果的に広が

っていることを説明する。第 3 項では、教育委員会による制度的なマネジメントと知識

マネジメントの要点を説明し、本論文の仮説であるフェーズフリー教育の制度化は、教

育委員会の知識マネジメントによって促進される、の正誤を検証する。そのうえで、

Vargo and Lusch (2016) による制度の束の論理と、Norman (2001) による資源密度の論理

から、PFC教育の制度化が進展する要因を述べる。ここでは、第 2 章の 7 項で提起した

Vargo and Lusch (2017, p.50) による「サービスエコシステムの将来研究に向けた 10の課

題」の課題 2、課題 6、課題 7 に対する考察も加える。第 4 項では、PFC 教育の制度化

の要因として、サービスエコシステムの中に知覚標識の概念を位置づける。最後の第 5

項では、本章の議論をまとめて次章の結論と理論モデルへの足掛かりをつける。 

 

5.1 制度化プロセスの定式化 

分析結果から、PFC 教育の制度化プロセスを定式化した (図 5-1) 。図 5-1 の縦軸は

PFC 教育の広がりを示し、横軸は制度化の時間軸を示している。調査対象期間は、PFC

が鳴門市の地域防災計画に導入された 2018 年を発端として、PFC 教育の制度化が維持・

継続している 2023 年 1月までとした。本論文は、制度化の進展を、導入・着火・発火・

発展の 4 つのプロセスから分析した。次節から各区間の制度的マネジメントとその要

点、および制度化を促進するテーマとの関係を説明する。 

 

5.1.1 制度的マネジメントの要点 

 図 5-1 に示した区間 A の導入は、PFC が初めて学校現場に導入された時期である。

この区間の特徴的な出来事は、2018 年の 5 月に開催された学校防災推進会議の場で、

鳴門市危機管理課から全幼稚園長と小中学校長に PFC が説明されたことであった。こ

の説明の核心は、「防災の大義と PFCを紐づける」ことにあった。防災の大義とは、鳴

門市が直面する南海トラフ地震の危機への対応という大義であり、学校現場で PFC を

使用することの合理性を含んでいる。この会議をきっかけとして、教師が「体系化され

た PFC の情報を知る」動きにつながった。 

 区間 B の着火は、PFC 教育の実践方法が各教師に周知された時期にあたる。この区

間の特徴的な出来事は三つある。一つ目が学校防災推進会議実務者部会において PFC

教育の研修が行われたこと、二つ目が毎月 1 日をフェーズフリーの日として継続的に啓
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発したこと、三つ目が指導主事の全校訪問に伴う教員研修が実施されたことである。こ

れらの動きは、学校現場における PFC のストーリーを、授業づくりと結びつけるもの

であった。すなわち教師が「PFC のストーリーをデザインする」動きにつながった。PFC

のストーリーとは、学校現場における南海トラフの危険に対応するためのストーリーで

ある。その結果、教師は既存の知識を総動員して「フェーズフリーの使い方がわかる」

ようになった。 

 

 

図 5-1 フェーズフリー教育の制度化プロセス 

 

 

 区間 C の発火は、教師が PFC 教育の授業実践を始めた時期にあたる。この区間の特

徴的な出来事は三つある。一つ目が、NHK 徳島の防災特集番組において PFC 教育の実

践が紹介されたこと、二つ目が「PFC の事例集」が発刊されたこと、三つ目が、第 1 回
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フェーズフリーアワードの事業部門で教育委員会がゴールド賞を受賞したことである。

PFC 教育の取り組みが第三者から評価されるようになると、他の自治体やメディアから

鳴門市に対する取材や視察の問い合わせが相次いだ。こうした外部の評価は、PFC 教育

を推し進めることの機運を高めたといえる。たとえば、PFC アワードの受賞について、

指導主事は次のように述べている。 

 

これを絵に描いた餅にしちゃあかん、と。これが、このアワードで賞取って全国的にも

一目置かれた、と、これが絵に描いた餅になったらあかんと。という話を教育長とずっ

としていました。 (指導主事 A#C185)  

 

一方で、教師は自ら考案した PFC 教育のコンテンツに対する児童生徒の反応から、

小さな成功を蓄積していたが、PFC 教育が現場レベルで急激に広まったのは、図 5-1 の

区間 C (発火プロセス) に示された急激な傾きの期間である。この傾きは、新型コロナ

ウイルス感染症のパンデミックの影響 (以下、COVID-19 禍) を受けて、すべての学校

が休校した 2021 年 4 月から 5 月を示している。休校中に児童生徒は自宅待機となって

いたが、教師は現場に出校し COVID-19禍中の対応にあたっていた。このため、教師が

教職員室で校務を行う時間が増えたことに気づいた主導主事 (2022 年当時) は、全校を

訪問して PFC 教育の理解を深める校内研修会を開いた。この研修会は、教育委員会に

よって計画されていたものではなく、指導主事 C が自らの判断で主体的に行ったもの

であった。休校中の状況について指導主事 C は次のように述べている。 

 

COVID-19 禍といっても、各校に連絡したんですが職員会議のような場は設けているな

と。であれば少しの時間に研修をさせていただいて、フェーズフリーの事例をさらに集

めるような時間にしたいなと思いまして。 (指導主事 C#C43)  

 

以上の語りからわかることは、フェーズフリーという言葉が指導主事 C の日常的な言

葉として使用されており、全校訪問によって PFC という言葉の意味と機能がこの区間

で全教職員に共有されたと推測できる。であるならば、教師は PFC という言葉を聞い

た瞬間に、その意味を理解できるようになる。そして PFC に含まれる (公平性・新規

性・誘引性・親近性・目的の二重性・直感性) は、教師の行動変容に影響を与えている。

その結果、一人ひとりの教師が PFC 教育を実施して「小さな成功を蓄積する」ようにな

っている。この小さな、という表現は、教師一人ひとりのという意味である。この区間

の要点は、公的カリキュラムの外にある PFC 教育が教師の主体的な授業づくりを促進

すること、つまり「自由な裁量権が発揮できる」ことが密接不可分であった。 

 最後に区間 D の発展では、PFC が家庭や地域にも普及しはじめた時期にあたる。こ

の区間の特徴的な出来事は、「PFC 教育の事例集」に掲載するコンテンツを作成するた
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めの教員研修が開催されたことである。この出来事は、学校現場で「フェーズフリーの

仲間づくり」が進んでいることを示唆する。PFCの仲間づくりとは、PFCという言葉の

意味を共有するコミュニティが広がっていることである。たとえば、PFC教育の事例集

に掲載された授業での成功経験は、他の教師が「フェーズフリーを使ってみたくなる」

理由となる。このように考えてみると、PFC教育の制度化はフェーズフリーという言葉

を軸に進展しているもので、その言葉は教育委員会が制度的に導入したものである。し

かしながら、PFC という言葉が導入されても、それが使用されなければ PFC 教育を制

度化することはできない。そこで次節では、教師の内側の行動変容に影響を与える知識

マネジメントを検証する。 

 

5.1.2 知識マネジメントの要点 

 教師の行動変容は、図 5-1 の横軸の下部に示した体系化された PFC の情報を知る、

PFC の使い方がわかる、自由な裁量権が発揮できる、PFC を使ってみたくなる、の順に

推移している。行動変容と PFC の広がりは、図 5-1 の矢印の直線に示している。 

区間 A では、直線が右上に推移しているが、区間 B に入ると傾きが鈍化している。

その理由として、学校現場に “着火” してから、実際の授業に落とし込む “発火“ にお

ける教師の困難さがある。たとえば、分析結果として導出された〔教育現場における葛

藤〕というコードは、こうした学校現場の状況を表すものである。それではなぜ、教育

現場における葛藤が起こるのかというと、PFC 教育が新しい教育のアプローチであるた

め、教師の現状維持バイアス17が働きやすかったと考えられる。たとえば、指導主事Ａ

のテクストは現状維持バイアスの存在を示唆している。 

 

教育の質の向上、プラス防災のことを同時に学べるということで発信しているのに、教

員にとっては、それをするために余分な知識と余計なことをしなければならないという

意識が強くて。〔教育現場における葛藤〕(指導主事 A#B75)  

 

しかし、なぜ教師は葛藤を乗り越えて PFC を使用するようになったのかというと、教

育委員会の知識マネジメントが存在したからである (Shimbo et al., 2024) 。教育委員会

の知識マネジメントの特徴は 3 つあり、普段の授業で PFC が使えるように、鳴門市の

防災の大義と学校教育を結びつけること、PFC の実践事例を全ての教職員間で、いつで

も効率的に使えるようなシステムを作り上げること、教員の研修や各校の交流を通じて

PFC という言葉を定着させることである。それに加え、具体的な手法を「PFC 事例集」

 
17 Samuelson and Zeckhauser (1988) によって提唱された認知バイアスの一つで、変化を避

けて現状維持を求める、現在の状況よりも好転するとわかっていても行動できない心理

傾向を指す。 
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として明文化することで、教師の異動や環境の変化が生じても PFC 教育を維持・継続

させることを可能としている。 

以上の説明に加え、実務者部会 C 班代表の語りは、知識マネジメントの 3 つの要点

をすべて含んでいる。 

 

フェーズフリー、余計なもんも一切いらん、普段通りでええやんというので、使えるん

じゃないかと思って、書かせていただきました。 (小学校音楽教師 C#29)  

 

下線部の「余計なもん、いっさいいらん、普段通りでええやん」というのは、PFC教

育に特別な知識がいらない、自分でもできそうだという認識である。そして「使えるん

じゃないかと思って」というのは、PFC が子供たちの役に立つという認識である。さら

に、「書かせてかせていただきました」というのは、自ら考えた PFC のコンテンツを他

者に伝えたいという認識を示唆している。 

 なお、本博士論文で扱う PFC 教育の機会について、具体的な授業時間数は公表され

ていなかったため、インタビューやフィールドワーク、公的資料等のドキュメントから

得られる情報を推計値とした。また、各区間の授業時間の推定量は、後述する「フェー

ズフリー教育の実践機会」の項に含めたため (図 5-1) には反映しなかった。 

 

5.2 フェーズフリー教育の機会 

 PFC 教育は、公的なカリキュラムに基づいた授業時間の中で実践される。したがって、

PFC 教育は限られた時間の中で実施される。したがって、PFC 教育の実施機会は各制度

化の区間 (導入・着火・発火・発展) で変化しないことになる。しかしながら、PFC 教

育の制度化が時間の経過とともに広がっている理由を (図 5-2) によって説明する。 

 
 

図 5-2 フェーズフリー教育の実践機会 
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図 5-2 に示す白い縦棒は通常の授業時間を示し、グレーの縦棒は PFC 教育の機会を

示している。導入区間 (A) では、地域防災計画において PFCが組み込まれたことによ

って、PFC と教育の大義がつながったものの、教育委員会から学校現場に対して公的な

カリキュラムに組み込まれていなかった。したがって PFC 教育の実施機会は殆ど存在

していない。着火区間 (B) では、学校防災の手段として PFC が提供されたものの、具

体的な授業実践はグレーの縦棒に示された授業時間の中にとどまっている。続く区間 C

では、グレーの縦棒で示した PFC 教育の時間とともに、白の縦棒で示した学校生活に

おいても PFC が使用されるようになっている。この区間では「PFC の事例集」が全教

職員に配布され、一般の教師が PFC に対する知識や能力が蓄積されていた。 

そして着火区間 (C) では、COVID-19 禍による休校や授業時間の制限が生じた。その

影響でグレーの棒の PFC 教育の実践機会が減少しているが、白い棒の学校生活におい

て PFC 教育の制度化が進んでいる。ここでなぜ、制度化が進んだのかというと、区間 B

と C における教育委員会の制度的なマネジメントが影響を与えていた。たとえば、学校

防災計画に PFC 教育を位置づける、あるいは学校内外の PFC 研修や、教育委員会の主

事による全校訪問によって PFC という言葉を定着させた。その結果、教師はそれまで

の授業観にない新たな視点で授業づくりが可能となり、授業のさまざまな問題に対して

PFC を応用した解決法を見出せるようになっていた。 

続く発展区間 (D) では、ふだんの授業時間に加えて、学校生活においても PFC を実

践できる機会が増えている。つまり鳴門市のサービスエコシステムにおいて PFC が定

着している状態を表している。 

このように考えてみると、教育委員会の制度的なマネジメントとは、鳴門市のサービ

スエコシステムの中に PFC という言葉サービスエコシステムを定着させ、その言葉の

意味を共有することでサービス交換を促進していると考えられる。したがって、教育委

員会の制度的マネジメントの要点は、PFC という言葉の合理性を保証し、人々がその言

葉を見たり聞いたり使用したりする機会を増やすことにある。つまり教育委員会は、

PFC という言葉を教師のエンゲージメントを引き出す概念とすることで、サービス交換

を促進しているといえる。しかしながら、教育委員会 PFC 教育という価値提案を差し

出しても、教師がそれを受け取らなければサービス交換は成立しない。そこで、次項で

はサービスエコシステムにおける調整機能の観点から PFC 教育の制度化を検証する。 

 

5.3 サービスエコシステムにおける調整機能 

本項では、PFC 教育のサービスエコシステムにおける調整機能の観点から、PFC 教育

の制度化を議論する。前項までの議論によって、本論文の仮説である「知識マネジメン

トが鳴門市のフェーズフリー教育の制度化に影響を与えた。」の正誤を検証した。その
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結果、PFC教育の制度化には制度的マネジメントと知識マネジメントの両方が影響を与

えていることが明らかになった。残る課題は、既存理論によって調整機能のメカニズム

を検証することにある。そこで本論文は、（図 5-1）に示した直線の矢印の傾きに注目し

た。本論文では Vargo and Lusch (2016) による制度の束 (institutional arrangements) およ

び資源密度 (resource density) の理論から、PFC 教育のサービスエコシステムにおける

調整機能のメカニズムを議論する。この 2つの議論から知識マネジメントの核となる知

覚標識 [Merkmal] という概念を定義し、本論文の理論モデルの足掛かりとする。 

 

5.3.1 制度の束の観点 

 制度の束とは、経済や社会における様々な制度が相互に関連し合い機能する様子を指

す概念である。第 2 章で述べた制度の定義を再掲すると、「行動を可能にしたり制約し

たり、また社会生活を予測することを可能にしたり、意味あるものにしたりする、人に

よって作られたルール、規範、信念」である。S-D logic と制度の束は密接に関連してお

り、企業と顧客がどのように相互作用し、価値共創を行うのかに大きな影響を与える。 

S-D logic における制度の束とは次のような考え方である。サービスエコシステムは

烏合の衆ではなくルールの下にサービスを交換し合っていると考える。したがって、制

度の束とは多様なアクターの属する制度の集合体であり、それらの一部は他の制度に含

まれている。その制度とは、固定されたものではなくアクターが認識する重要度によっ

て変動するものである（Vargo and Lusch, 2016, p.11）。であるならば、既存の教育目標は

学校教育のシステムにおける一つの制度の種類のようなものであるといえる。その意味

で、公的な教育目標はサービスエコシステムにおける固定化された交換の核の一つであ

る。しかしながら、PFC教育には公的な教育目標は存在しない。このためサービスエコ

システムの中に、教師の自由な裁量権が発揮できる余地があった。その結果、サービス

交換が促進されたと考えられる。 

ただし、PFC が資源となるためには、他の教師や児童生徒、家庭や地域のアクターと

いうように、サービスエコシステムのミクロ・メソ・マクロのすべてにアクセスできる

概念が必要であった。本論文の制度的なマネジメントと知識マネジメントがつながるた

めには、あらゆるアクターが認識できる合理性が不可欠である。したがって、アクター

に共有された合理性の<しるし>の存在が、教育委員会のマネジメントを推し進めてい

たといえる。本論文では、フェーズフリーという言葉が、共有された合理性の<しるし

>であったと考えている。PFC 教育は、サービスエコシステムにおける制度の束を通じ

て制度化が促進され、アクターが持つ資源や能力が相互に結合される枠組みを形成し、

学校防災の質の向上に結びついているものである。 
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5.3.2 資源密度の観点 

本節では、PFC 教育を拡張する概念として資源密度を議論する。その前提として本論

文は (図 5-1) に示した直線の傾きの要因は、資源密度が高まった結果であると考えて

いる。資源密度とは、「ある特定の時間と場所で、当該アクターが価値創造するために

資源を集結させること（井上, 2021, p.100）」である。密度とは、場所に関係なく、特定

の状況 (たとえば特定の時間、特定の場所の顧客) に対して動員される資源の最適な組

み合わせのことであり、最適な価値やコストの結果を生み出すという意味をもっている 

(Norman, 2001, p.27) 。いいかえると、資源密度とは価値共創においてどのような資源を

組み合わせるかを示す指標であり、資源の統合が価値創造にどのように影響を与えるの

かを理解するための鍵となる概念である。 

この考え方は、Norman (2001) による資源密度の考え方を端緒として、サービスエコ

システムにおける資源の最適な組み合わせという観点から、S-D logic の資源統合 

(resource integration) の核心となっている (Wei and Pardo, 2024, p.3) 。それというのも、

資源密度は、時間・空間・アクターの単位に対して、資源の動員がどの程度行われるか

を議論の軸としているからである。本論文では S-D logic における資源密度を理解する

うえで、Norman (2001) の議論で提示されている「資源密度を促進する 4 つの要素」か

ら PFC 教育を考察する。Norman (2001) によると、ビジネスを再構築する組織は資源の

非物質化、流動化とアンバンドリング、再バンドリングという 4つの要素を通じて資源

密度の変更が行われると述べている。資源の非物質化 (Dematerialization) とは、情報の

側面を物理的世界から分離する機会を与えることである (Norman, p.31) 。流動化とは、

資源の流動化とは、非物質化されたものは簡単に移動できることである (Norman, p.33) 。

アンバンドリングとは、以前は互いに密接に結びついていた活動セットと資産を分離す

ることであり、リバンドリングとは、以前は不可能または困難であった、または非常に

時間がかかっていた、あるいは高価過ぎてまとめられなかった活動や資産を再びリンク

することである (Norman, p.28) 。 

この議論は Wei and Pardo (2024) が (図 5-3) として整理している。本論文では、Wei 

and Pardo (2024) のモデルを参照しながら資源密度を高める 4 つの要素と、PFC 教育の

制度化の関係を理解する。まず、資源の非物質化とは、情報の側面を物理的世界から分

離する機会を与えることである (Norman, p.31) 。PFC 教育においては、教師がふだんの

授業づくりを行っている際に、PFC 教育の方法を知ることで、将来の教育目標を効果的

に実践できる機会を得ることになる。したがって、非物質化の概念の核となるのは、PFC

の情報を簡単に共有できることにある。鳴門市の事例では、「PFC の事例集」が全教職

員に配布されており、いつでも誰でも PFC教育を実践できる仕組みが構築されていた。 

次に資源の流動化とは、非物質化されたものは簡単に移動できることである (Norman, 

p.33) 。ここで鳴門市においては、ふだんの授業を、もしものときにも役立てることが
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できるという情報がフェーズフリーという言葉に埋め込まれている。したがってフェー

ズフリーという言葉は、サービスエコシステムの中で簡単に移動できる。教員研修のフ

ィールドワークでは、さまざまな教師がフェーズフリーという言葉を、日常的な言葉と

して使用していた。つまり、PFC 教育のサービスエコシステムにおいて PFC という言

葉が防災価値を意味する<しるし>として存在していることになる。 

続いてアンバンドリングとは、以前は互いに密接に結びついていた活動セットと資産

を分離することであり、リバンドリングとは、以前は不可能または困難であった、また

は非常に時間がかかっていた、あるいは高価過ぎてまとめられなかった活動や資産を再

びリンクすることである (Norman, p.28) 。この観点から、教師の授業づくりにおいては

以前の授業観を省察 (アンバンドリング) し、再構成 (リバンドリング) していると解

釈できる。その際に、PFC という言葉を使用しながら、他の教師とサービス交換を行い

新たな情報を獲得して教育目標の実践につなげている。 

 

 

 

図 5-3 価値創造フレームワーク：資源密度の高まり 

(出所) Wei and Pardo (2024,p.3) 

 

以上の議論から、PFC教育は学校防災の情報 (サービス) のエコシステムを基盤とし

て、既存の資源 (教師の知識) が PFC の考え方のもとに変換され (非物質化) 、フェー

ズフリーという言葉とともに共有 (流動化) されている。そして、PFCがさまざまな教

師の授業観の省察と再構築に影響を与え、PFC 教育が学校種や教科の壁を超えて実施さ

れるようになった。その結果、サービスエコシステムにおける資源密度が高まって、PFC

教育の制度化が進展したと考えられる。ただし、Norman (同) の理論に対する批判もあ

る。たとえば、Lusch and Nambisan (2015) は、資源の液化だけでは資源密度を説明する

には不十分であり、エンティティがさまざまな資源にいかに簡単にアクセスし、それら
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を効果的に統合できるかが重要であると主張している。これに対して本論文は、フェー

ズフリーという言葉が、資源の効果的な統合に影響を与えたと考えている。なぜならば、

教師は PFC という言葉を媒介として PFC の情報を学校内外で共有している。このこと

は、PFC という言葉が、あらゆるアクターにアクセス可能な<しるし>として、サービス

交換を実現しているといえる。 

 

5.4 フェーズフリー教育の制度化と知覚標識 

本論文の分析結果から、PFC 教育のサービスエコシステムの中に、サービス交換を促

進する合理性の<しるし>の存在が明らかになった。本論文では、フェーズフリーという

言葉がその<しるし>であると考え、サービスエコシステムにおける知覚標識 [Merkmal] 

という言葉として定義する。知覚標識とは、第 2章に述べた (Uexküll, 1934; 1970= 2020) 

による、環世界 (Umwelt) という概念を起点とした思考枠組みで使用されている用語で

ある。環世界の概念は、PFC の制度化と直接的な関連がないように見えるが、環世界が

「現実に存在する環境とは主体が主観的に作り上げた世界である」と捉えている点で、

アクターの内側の観念に踏み込んだサービス交換を推論するうえで示唆に富んでいる。

ここで本論文は、サービスエコシステムの中に多様な環世界が存在すると考えている。

そして、アクターごとに異なる環世界が接続するためには、個々のアクターの環世界に

アクセス可能な価値の標識 [Merkmal] を組み込んでおく必要がある。価値の標識とは、

たとえば行政においては、限られた予算の中で質の高い地域防災を実現できること、教

育委員会においては、限られた時間の中で質の高い学校防災を実現できること、そして

教師においては、得意分野の知識を再利用して理想の授業を実現できることが、PFC の

価値となる。したがって、知覚標識とは、サービスエコシステムにおける多様なアクタ

ーの社会的な事柄を接続する概念であると考えられる。 

一方で、知覚標識は、PFC 教育のサービスエコシステムの中で防災価値の＜しるし＞

を伝達する機能を伴っていることや、実際に日常的な言葉として使用されていることか

ら、本論文における知覚標識とはフェーズフリーという用語であると考えられる。ここ

で重要なのは、サービス交換が成立するには人々の環世界にアクセス可能な概念として

の合理性が欠かせないということである。そこで教育委員会が、PFCという言葉を使用

し、その言葉の合理性を保証している。その影響から、PFCという用語がサービスエコ

システムのアクターの中で普段遣いの言葉として浸透していることが、分析結果から明

らかになっている。つまり、知覚標識 [Merkmal] とは、アクターの最小の思考でサービ

ス交換の意思決定を行うことを可能にする性質がある。 

 

 



127 

5.4.1 S-D logic の将来研究と知覚標識 

本節では、第 2章の 7項で提起した Vargo and Lusch (2017, p.50) による「サービスエ

コシステムの将来研究に向けた 10 の課題」のうち、サービスエコシステムの調整機能

に関連する、課題 2、課題 6、課題 7 と知覚標識との関係を考察する。それぞれの課題

を順に再掲し考察する。 

 

(サービスエコシステムの将来研究に向けた 10 の課題)  

課題 2. サービスエコシステムはどのようにアクターに適応し、進化するのか。 

 サービスエコシステムは、知覚標識によってアクターに適応し進化する。知覚標識と

は、個々のアクターの文脈に適応する合理性のしるしである。知覚標識がサービスエコ

システムに含まれることで、多様なアクターのサービス交換が促進される。その結果、

サービスエコシステムが進化する。本論文の事例では、フェーズフリーという言葉の知

覚標識が個々の教師の文脈に適応し、サービス交換を促進した結果、学校種や教科の壁

を超えた集団の知識として進化している。 

 

課題 6. エコシステムのサービスは、どのようにしてサービスエコシステムに統合され、

育成されるのか。 

 エコシステムのサービス、すなわち個々のアクターの知識が知覚標識によってサービ

スエコシステムに統合され育成される。本論文の事例では、個々の教師の知識がフェー

ズフリーという言葉の知覚標識によって、サービスエコシステムに統合された。その結

果。学校種や教科の壁を超えて PFC 教育のコンテンツが再生産されている。 

 

課題 7. サービスエコシステムが連携して機能することを可能にする制度や制度的取り

決めとは何か。 

 サービスエコシステムに含まれる知覚標識が、アクターの制度や制度的取り決めを調

整する。本論文の事例では、鳴門市の学校防災においてフェーズフリーという言葉の知

覚標識が個々の教師の制度や制度的取り決めを調整している。 

 以上の議論から、本論文が提示する知覚標識 [Merkmal] はVargo and Lusch (2017, p.50) 

による「サービスエコシステムの将来研究に向けた 10 の課題」のうち、課題 2.6.7の体

系的研究を進めることに貢献している。 

 

 

5.5 小括 

本章では、PFC 教育の制度化プロセスを定式化し、PFC 教育が広がる要因を分析結果

と先行研究に基づいて考察した。鳴門市の事例では、PFC が公的な教育目標の外にあり

ながら、教育委員会が合理性を保証していたことから、教師の自由な裁量権を発揮しや
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すかったと推測できる。したがって、教育委員会のマネジメントにおいては、まず学校

防災に体系化された PFC の情報を組み込み、それらの情報から授業づくりを行えるよ

うな仕組みを作ることで、教師が PFC 教育を実践する機会が生まれ、得意分野の知識

を使って理想の授業を実施していたと考えられる。その意味で、教育委員会による PFC

教育の制度的な枠組みと教師が自由な裁量を発揮できる知識マネジメントによって、教

師は主体的に授業づくりに取り組むようになる。その結果、高い蓋然性をもって教師の

知識や能力が蓄積される。 

教師は PFC 教育の経験を通じた知識を再利用して、PFC 教育の成功体験を積み重ね

ている。さらに、PFC 教育の成功を他の教師に伝えたいというような、コミュニケーシ

ョンの道具として PFC を使用するようになっている。したがって、PFC 教育が制度化

できた要因は、ふだんの授業を、もしものときにも役立てるというという機能的な理由

だけではない。その本質は、教師が知覚した防災教育の新しい見方や意味を、ほかの教

師も価値あるものと感じてくれるのではないか、と期待すること、その価値を伝えたい

という信念 (phronesis) にあるといえる。 

つまるところ PFC 教育の制度化とは、行政・教育委員会・教師が南海トラフの危険に

対応できる新しい知識を獲得するために、PFC を利用して他のアクターと結びつこうと

した結果であったと考えられる。この働きは、S-D logic の FP6「価値は受益者を含む複

数のアクターによって常に共有される。」を体現している。 
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第6章  結論 

 本章ではリサーチクエスチョン (MRQ、SRQ1、SRQ2、SRQ3) の答えを提示し、PFC

教育の制度化における理論モデル (サービスエコシステムの調整モデル：Coordination 

Model of Service Ecosystem) を構築する。 

 

6.1 リサーチクエスチョンの回答 

SRQ1：教師の主体性に影響を与えるフェーズフリーの特性とは何か。 

(回答)  

教師の主体性に影響を与える PFC の特性としては、先行研究の概念から仕掛学が提

示する 5つの概念としての、公平性、誘引性、目的の二重性と新規性および親近性であ

る。公平性 (Fairness) とは PFC を使用しても誰も不利益を被らないこと、誘引性 

(Attractiveness) とは PFC を使用してみたくなること、目的の二重性 (Duality of purpose) 

とは、ふだんの授業の目的と防災教育の目的の 2つを実現できることである。この 3つ

の概念は、仕掛学によって FAD 要件と呼ばれている。そして FAD 要件に、新規性と親

近性、直感性という概念を満たすことで人々が PFC に反応しやすくなる。新規性とは

PFC という未知の概念に対する意識的あるいは無意識の興味を持つこと、親近性とは

PFC の使い方が容易に想像できること、直感性とは使いやすく分かりやすいという性質

である。 

 

SRQ2：教師の主体性に影響を与える教育委員会の知識マネジメントには、どのような

ものがあるのか。 

 (回答)  

 知識マネジメントとは、一人ひとりの知識を資源として捉え資源を発見したり組織化

したり再利用したりすることで、イノベーションを生み出す知識創造のプロセス・手法

である。したがって、本論文における教育委員会の知識マネジメントとしては 3 つの要

点が挙げられる。それらは PFC 教育の基盤づくり、仕組みづくり、仲間づくりである。 

一つ目の基盤づくりとは、教育委員会による PFC 教育の枠組みを構築することであ

る。基盤づくりにおいては、PFC が学校防災計画に組み込まれるまで、教職員には PFC

とは何か、なぜそのような考えを導入するのかが周知されていなかった。そこで教育委

員会は、まず防災推進会議において学校長などの上層部を巻き込み、学校防災の小・中

拠点校において PFC 教育をパイロット的に導入した。PFC 教育の前例があることで、

教師も PFC を教育の題材として取り組みやすくなる。他方、教育委員会の指導主事が

全校を訪問して現場の教職員に PFC 教育の目的や意義を伝えた。全校訪問は、COVID-

19 禍による 2021 年 5 月の休校期間中に実施された。それは、教師が職員室に在席して
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いる時間が増えたことに気づいた指導主事が主体的に実施したものであった。指導主事

の全校訪問は、PFC 教育を受け入れる現場教師のポジティブな理解につながっている。 

二つ目の仕組みづくりとは、教職員のアイデア収集、事例集作成、パイロット校によ

る前例から教師は PFCが自分でもできそうだと認識できる仕組みをつくることである。

教育委員会の仕組みづくりとしては、教師一人ひとりの PFC 教育のアイデアを収集し

事例集の作成と配布が挙げられる。事例集の存在は、個々の教師が自らの授業づくりに

応用できるツールとなる。教師は事例集を参考にして、自らのアイデアを磨き上げ授業

で実施し小さな成功を積み重ねていった。自ら考案したアイデアが公的な事例集に掲載

され、共有されることは教師の行動が肯定されたことになり、教師の主体性を促進させ

た。その結果、教師一人ひとりの文脈に PFCという概念が位置づけられている。 

三つ目の仲間づくりとは、PFC 教育の基盤づくり、仕組みづくりに加え、フェーズフ

リーの日、自主防災会を通じた啓発、定期的な教員研修によって PFC という言葉が防

災価値を表す言葉として日常的に使用されている。その結果、PFC教育の制度化を促進

している。 

 

SRQ3：教師の主体性と教育委員会の知識マネジメントは、どのように発揮されるのか。 

(回答)  

 教師の主体性と教育委員会の知識マネジメントは、ふだんの教育カリキュラムのもと

に発揮される。カリキュラムと教師の主体的な授業づくりに対応する先行研究として、

本論文は教師のゲートキーピング理論(Thornton, 2004= 2012) を援用した。同理論では、

授業観の省察と再構築、および教育目標のプランニングと実践を通じて、教師がカリキ

ュラムと自らの信念を調整すると述べている。このうち、授業観の部分については教育

委員会が踏み込むものではない。なぜならば、学校教育のプロフェッショナルである教

師が、理想的な学習を保証しうる考え方を持っていることは自明である。一方で、教育

目標のプランニングと実践の部分については、知識マネジメントによって教師の主体性

を引き出せる可能性がある。なぜならば、知識マネジメントは隠れていて見えない教師

の信念にアクセスできるからである。そのために、教育委員会は、PFC を合理性のしる

し [Merkmal] とした、知識の伝送チャネル/メカニズム (知識共有の導管) を構築し、教

師の主体性を発揮させていたといえる。導管 [conduit] とは、物、特に液体や気体を、

ある場所から他の場所へ送る管という意味がある。本論文では教師の知識を別の教師に

送る際の導管が生成されていたと考えている。 

 そして、教師の主体性を発揮させる機会としては、たとえば実務者部会における教師

同士の知識交換や、PFC の教員研修、あるいは PFC 事例集の配布がある。それらの機

会は、PFC 教育のサービスエコシステムにおける知識共有を促進している。その際に重

要なのは、PFC 教育には運用ルールや評価制度は存在していない。このため、授業づく

りにおける教師の自由な裁量権を発揮できる余地があった。自由な裁量権の発揮は、教
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師の授業観に基づいた理想の授業の実現につながる。鳴門市の事例では、PFC 教育の合

理性を教育委員会が保証していたため、教師は合理的に授業づくりを実施していた。ま

た、PFC が公的なカリキュラムの外にあるからこそ、教師が授業づくりに意味づけしや

すい仕組みが作られ、その結果、主体性に影響を与えていたと考えられる。公的なカリ

キュラムの外とは、教育委員会が PFC による授業を監視したり、評価したりしないこ

とである。 

 

MRQ：なぜ鳴門市の学校防災でフェーズフリーが制度化できたのか。 

 (回答)  

教育委員会の知識マネジメントが、教師のフェーズフリーに影響を与えたからであ

る。教師のフェーズフリーとは、学習指導要領に基づいたふだんの授業と、防災教育の

授業は別の枠組みであるという教師の意識の壁である。PFC 教育が導入されるまで、教

師にとって防災教育は特別なものという認識があった。しかしながら、PFC は教師がふ

だんの授業で発揮していた得意分野の知識、すなわち実践知に基づいた防災教育を可能

とした。ここで教育委員会は、PFCという言葉を使用し、PFC による防災教育の価値を

保証し情報を共有することで、個々の教師の知識を学校種や教科の壁を超えた集団の知

識として生成した。 

PFC 教育の制度化プロセスにおいて、教育委員会は PFC という言葉を知覚標識 

[Merkmal] として使用している。知覚標識とは、サービスエコシステムにおける交換に

おいて合理性を意味する<しるし>である。本論文における知覚標識とは、フェーズフリ

ーという言葉であった。その言葉は、今まで気づかれていなかった防災教育のニーズを

捉えたものであり、そのようなニーズを PFC という言葉として啓発したことが、サー

ビス交換を推し進めたと考えられる。つまりフェーズフリーという言葉の知覚標識が、

多様な教師の実践知を架橋し、エコシステムの密度が高まった結果、フェーズフリー教

育が制度化していたといえる。それというのも、学校防災には多様なアクターが存在し、

それぞれのアクターは複数の制度と固有の文脈を持っている。したがって、サービス交

換が成立するためには、双方のアクターの文脈にアクセス可能な合理性が欠かせない。

この合理性の<しるし>がフェーズフリーという言葉であり、サービスエコシステムに

おける知覚標識である。たとえば、授業における学力の向上と災害対応力の向上は、児

童生徒にとってどちらも大切な概念である。両方の価値を同時に満たしていることを、

PFC という言葉を聞いた瞬間に想像がつくようになっている状態が、PFC教育の制度化

である。 

このように考えてみると、フェーズフリーという知覚標識が、人々の制度的なロジ

ックとサービスロジックの両方に作用し、サービスエコシステムにおける調整機能に影

響を与えていた。以上がリサーチクエスチョンの回答である。 
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6.2 フェーズフリー教育の制度化とは何か 

 PFC 教育の制度化とは、サービスエコシステムのアクターが PFC という言葉の意味

と行動を共有することである。その際に、教育委員会は教師に PFC 教育の意味と正し

い使い方を伝えることで、一人ひとりの教師の知識から集団の知識を集積できている。

この動きは S-D logic の FP11「価値共創はアクターが生み出す制度と制度配列を通じて

調整される」に関連している。しかし先行研究では、なぜ、何によって制度配列が調整

されるのかについては明らかにしていない。それというのも、S-D logic 研究は制度や制

度配列の調整が調整された後の状態を示唆しており、制度や制度配列が調整されている

プロセスについては踏み込んでいないからである。これに対して本論文の主張は、制度

配列が調整されるプロセスに存在する知覚標識という概念を提示している。知覚標識は

一人ひとりの教師の文脈にアクセス可能な合理性の<しるし>である。鳴門市のサービ

スエコシステムでは、フェーズフリーという言葉が知覚標識にあたる。 

鳴門市の取り組みにおいて、フェーズフリーという言葉が知覚標識となっている要因

は 3 つある。第一に、PFC 教育の枠組みの存在である。PFC 教育の枠組みとは、PFC を

使用した授業づくりの枠組みである。鳴門市の学校防災において、教師は PFC 教育の

事例集を授業づくりに生かしている。この事例集のコンテンツは、学校種や教科の壁を

超えた個々の教師の創意工夫が集積されたもので、各校における PFC 教育の実施に影

響を与えている。このような動きは、Vargo and Lusch  (2014, p.70) が述べるように、「問

題解決のためのソリューションのいくつかは一般化され、それが他のアクターに採用さ

れると、そのソリューションは制度化される。」によって説明できる。他方、PFC 教育

が導入された背景には、南海トラフ地震の危機と人口減少による地域防災のリソース不

足に対する懸念があった。そのために地域防災計画に PFC の考えが導入され、教育サ

ービスにも応用されるようになった。この動きは、S-D logic の FP6「価値は受益者を含

む複数のアクターによって常に共有される。」によって説明できる。 

 第二に、学校防災のサービスエコシステムの存在である。その中には、PFC 教育の事

例集や、PFC の教員研修、毎月一日に設定されている学校安全フェーズフリーの日、あ

るいは行政から市民に向けたフェーズフリー・アイデアコンテストというような制度的

な啓発も含まれている。しかしながら、公的カリキュラムの外にある PFC 教育を実施

するには、教師の主体性を引き出す価値提案が不可欠となる。ここでの効果的な価値提

案の一つは、PFC の特性である。PFC の特性は、公平性・誘引性・目的の二重性・新規

性・親近性・直感性から構成される。それに加え、ふだんの授業と防災教育は別のもの

という教師の意識の壁を取り除く価値提案が必要であった。そこで教育委員会は、PFC

という概念を使用して、ふだんの授業を、もしものときにも役立てる方法を学校現場に

導入した。この動きは、S-D logic の FP2「間接的な交換は交換の基本的基盤を見えなく

する。」によって説明できる。 
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 第三に、教育委員会が PFC の合理性を保証しているということである。合理性とは、

PFC が学校で使用されるコンテンツとして正しく道理に適っていることである。一般に

防災教育のカリキュラムは、学習指導要領の制度や枠組みが基盤となる。そして先行研

究は、公的なカリキュラムに基づいた制度的な実施に光を当て、制度・枠組みの作り手

の視点から議論している。これに対して本論文は、教育委員会の知識マネジメントに注

目している。とりわけ、教師の主体性を引き出す知識マネジメントの要点に光を当て、

防災教育の担い手の視点から PFC 教育の制度化を議論している。ここで、なぜ防災の

専門家でない教師が PFC 教育を実施できたのかというと、PFC という言葉を聞いた瞬

間に PFC が価値あるものと認識できていることを発見した。この動きは、S-D logic の

FP4「オペラント資源は戦略的ベネフィットの基本的源泉である。」、および FP10「価値

は常に受益者によって現象学的に判断される。」によって説明できる。 

 以上の 3 つの議論から、PFC 教育の制度化がサービスエコシステムのアクターが共有

する合理性の<しるし>によって促進されることを述べた。ここで一つ理解しておきた

いのは、授業における PFC の価値は、通常は隠されていて児童生徒は外から見ること

ができない。児童生徒が見ているのは、算数や国語の問題の解き方である。また教師は、

授業の中で PFC を前面に押し出す必要はない。授業の中で PFC の話を持ちかければ児

童生徒は当惑する。しかしながら、学校や教育委員会は PFC 教育の実施を内外に示し

ていくことが良いと考える。なぜならば、PFC という言葉を使用して他者とつながるこ

とで、新たな課題の解決や価値創造が期待できるからである。 

なお、本論文では、児童生徒の学力と災害対応力への影響についての分析は行わなか

ったが 2024 年 3月現在も PFC 教育が継続していることから、この取り組みが一定の評

価を得ていると判断した。そして、PFC教育の持続可能性においては、PFC 教育のコン

テンツを更新し、新たな情報を共有することも欠かせない。鳴門市教育委員会は、防災

実務者部会を通じて、新たに防災担当として着任した教師や、PFC 教育の経験のない教

師に対する PFC 教育の教員研修を実施している。このように、教師に対する教育委員

会の知識マネジメントは、PFC 教育の制度化に大きな影響を与えている。 

以上の議論から、鳴門市において PFC 教育が制度化できたのは、ふだんの授業と防

災教育は別のもの、という意識の壁を取り払った教育委員会の知識マネジメントにあっ

た。そして、知識マネジメントの核心とは、フェーズフリーという防災価値の知覚標識 

[Merkmal] であった。以上が本論の結論である。 
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6.3 サービスエコシステムの調整モデル 

本論文のまとめとして、PFC 教育の知識マネジメントをサービスエコシステムの調整

モデルとして提示する。サービスエコシステムの調整モデルは、既存の知識マネジメン

ト研究の一つである Hislop et al. (2018) の「知識共有の導管モデル (The Conduit Model 

of Knowledge Sharing) 」 (図 6-1) を基礎としている。知識共有の導管モデルとは、特

定の伝送チャネルやメカニズムを介して、送信者から別の受信者に知識が転送され共有

されることを示している。 

 

 

図 6-1 知識共有の導管モデル 

(Hislop et al.,2018, p.24, figure2.1) 

 

 

図 6-1 の左から、知識の送信者 (sender) 、伝送される知識の伝送チャネル/メカニズ

ム (specific transmission channel / mechanism) 、受信者 (receiver) と、それらの間をつな

ぐ知識が左から右に進む矢印で示されている。矢印で示された知識の中には送信者と受

信者の文脈が含まれている。PFC 教育の制度化を知識共有の導管モデルから理解する

と、教育委員会が伝送チャネルとなって教師から別の教師に知識が伝送されているとみ

ることができる。本論文では教師の主体性が PFC 教育の授業づくりを促進しているこ

とを明らかにした。であるならば、 (図 6-2) の矢印には「ふだんの授業を、もしもの

ときにも役立てる」という文脈がフェーズフリーという言葉として存在している (真保

ほか, 2024) 。つまり PFC という言葉が、あらゆるアクターの文脈にアクセス可能な<し

るし>となっている。本論文では、この<しるし>を知覚標識 [Merkmal] と呼んでいる。 

 本論文は、Hislop et al (2018) が構築した知識共有の導管モデルを基礎として、サービ

スエコシステムが調整される枠組みを検討した。そして、サービスエコシステムの調整

モデルを構築した (図 6-2) 。サービスエコシステムの調整モデルとは (図 6-1) に示し

た Hislop et al (2018) の論理に、知識を共有する際の<しるし>となる知覚標識を位置づ

けている。 

 

知識の伝送チャネル/メカニズム

knowledge

送信者 受信者

Sender Receiver



135 

 

図 6-2 サービスエコシステムの調整モデル 

 

サービスエコシステムの調整モデルとは、送信者と受信者が互いに結びつこうとする

主体的な動きを示している。図 6-3 の左から、送信者 (Sender) と右の受信者 (Receiver) 

はともに知覚標識に向かって結びつこうとしている。ここに両者の合意が得られる落と

しどころ (rationality channel / mechanism) を探すことになる。その落としどころを表す

<しるし>が Merkmal である。つまり [Merkmal] とは、常識的に考えて正しいと両者の

合意が得られる合理的な落とし所である。そしてアクターが知覚標識を見つけた結果、

知識の伝送チャネル/メカニズムが構築される。本論文の事例では、教育委員会が知覚標

識を意図的に作ることで教師一人ひとりの知識や経験を蓄積・共有し、更に活用できる

ことを表している。そして知識とは、教師一人ひとりが実践している PFC 教育の理解

や方法であり、教師の実践知 (フロネシス：phronesis) である。実践知とは、思慮分別

(prudence) と実践的知恵 (practical wisdom) を合わせたものである (Nonaka and Toyama, 

2007; Nonaka, 2009) 。このモデルにおけるフェーズフリーとは、既存の知識と新しい知

識をつなぎ、教師が理想とする授業を実現できる知覚標識 [Merkmal] である。 

 次に、サービスエコシステムの調整モデルによって、PFC教育の制度化を説明する(図 

6-3) 。 

 

知識
Knowledge
(実践知)

知識の伝送チャネル/メカニズム

知覚標識
Merkmal

送信者
Sender

受信者
Receiver
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図 6-3 フェーズフリー教育の制度化モデル 

 

送信者である教師 A の知識は知識の伝送チャネルを介して教師 B に伝送される。こ

こで教師 A と B の文脈は異なるが、双方の合理的な落としどころとしてフェーズフリ

ーという概念がある。そして、フェーズフリーという<言葉>を使用することで、新しい

授業づくりの情報 (知識) が教師 A から教師 B に伝わり、サービスエコシステムにお

ける集団の知識として蓄積されるものである。それではなぜ PFC が互いの教師をつな

ぐ知覚標識となったのかについて、次節では環世界と知覚標識の論理から説明を加える。 

 

6.3.1 サービスエコシステムにおける環世界と知覚標識 

本章の最後に、サービスエコシステムの調整モデルにおいて知覚標識が駆動する理由

を環世界の論理から説明する。図 6-4は、PFC 教育のサービスエコシステムと教師の環

世界との関係を示している。第 2 章第 6 項で説明したように、環世界とは個々の教師が

主観的に見ている世界を指している (図中 [A] ) 。ここでの教師の環世界は、身体を使

って働きかける作用世界と感覚器によって知覚される知覚世界が連動することで構築

される (図中 [B] ) 。教師の環世界では、PFCという言葉を使用したり聞いたりするこ

とで、環世界が構築される (図中 [C] [D] ) 。ここで、教育委員会は、PFC が教師にと

って重要であるという刺激を与えている (図中 [E] ) 。その結果、PFC という言葉が、

個々の教師の環世界における知覚標識となる。なぜならば、PFC がプロフェッショナル

としての教師の実践知に基づくもので、教師が PFC 教育を使用しようとする行動を促

している。この行動の本質は、第 5 章 5 項でも触れたように、教師が知覚した PFC 教

育の見方や意味を、ほかの教師も価値あるものと感じてくれるのではないか、と期待す

ること、その価値を伝えたいという信念 (phronesis) である (図中 [F] ) 。 

知識
Knowledge
(実践知)

   伝送チャネル/メカニズム

知覚標識
Merkmal

(フェーズフリー)

送信者
Sender

(  A) 

受信者
Receiver

(  B)
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図 6-4 サービスエコシステムにおける環世界と知覚標識 

 

 

6.4 小括 

 PFC 教育の制度化は、教育委員会の知識マネジメントによって促進され、その論理は

サービスエコシステムの調整モデルによって説明できるものである。サービスエコシス

テムの調整モデルでは、知覚標識 [Merkmal] がサービスエコシステムの中の異なるシ

ステムを架橋し、システム間の調整を誘うことを提示している。PFC教育のサービスエ

コシステムにおける制度とサービスは、知覚標識 [Merkmal] によって調整され多様な

関係者のサービス交換を促進していたと結論した。 
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第7章  終章 

本論文は、PFC 教育の制度化のメカニズムを解明するために、さまざまな先行研究や

実証分析による考察を行ってきた。この終章では改めてこれまでに述べてきた論点を振

り返って理論的含意・実務的含意を整理するとともに、今後の課題と将来研究への示唆

を述べる。 

 

7.1 総括 

本論文が結論する知識マネジメントとは、組織の成員一人ひとりが持つ知識や経験を

蓄積・共有し、更に活用することで組織業務の効率化や、アウトプットの向上を図る知

識科学研究の枠組みである。本論文は教育委員会の知識マネジメントの要点を導出する

ために、社会科教育研究の分野から教師のゲートキーピングの枠組み (Thornton, 2004= 

2012) を使用した。教師のゲートキーピングとは、教師が教育現場や授業の中でどのよ

うな教育内容や価値観を選択・排除・提供するかを決定する役割や行為である。ここで

Thornton ( p.31) は、授業設計の重要な要素として、授業のねらい、教科内容と指導方法、

生徒の興味関心と取り組みという三つの要素を踏まえることを提示している。 

本論文の分析結果から、教師は PFC という言葉を使用して理想の授業を実現してい

ることが明らかになった。具体的には、PFC 教育は導入の段階から教育委員会のカリキ

ュラムや教材が提供されたわけではなく、教師が PFC という言葉を使用してサービス

交換を行いながら、PFCを埋め込んだ授業を実施していた。そこで本論文では、教師の

ゲートキーピングの中にフェーズフリーという考え方を組み込み、防災に関する内容を

講義に盛り込む過程で、教師の知識や能力が生成されることを発見した。 

しかしながら Thornton (2004= 2012) の枠組みは、本博士論文とは異なる視角から授

業づくりを議論している。それというのも Thornton (同) は、ゲートキーピングに必要

な要素群に光を当てている。要素群とは、カリキュラムや授業において目的意識のある

教師を養成する際の基礎となる要素である。たとえば、カリキュラムと教師個人の背景、

関連性、職業観などが考えられる (Thornton, 2004, p.66) 。これに対して本博士論文では、

PFC 教育の合理性を表わす知覚標識を提示している。また、Thornton (2004= 2012) は、

ゲートキーピングを活発化する要素として、教師がカリキュラムに本質的に従事するこ

とを挙げている（p.95）。それによって、教師に最大限に満足のできる仕事の実現をもた

らすからである。これに対して、本博士論文では教育委員会による知識マネジメントを

挙げている。それによって教師が、自らの授業観に基づいた防災教育の実践機会をもた

らすことになるからである。ここで重要なのは、PFC という考え方は既に存在していた

が、今まで気づかれていなかった防災教育のニーズを捉えたもので、防災教育が公的カ

リキュラムにないからこそ、教師の自由な裁量権が発揮できたと考えられる。 
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7.2 理論的含意 

 本博士論文における理論的な含意は次の四点である。 

第一に、サービスエコシステムを拡張する論理として、従来の S-D logic 研究にはな

いアプローチを提起し、実証研究によってサービスエコシステムにおける知覚標識とい

う概念を定義した。第二に、サービス交換に影響を与える環境に光を当てた。ここでは

Uexküll,  (1934; 1970= 2020) による環世界の考え方を導入した。第三に、PFC 教育の制

度化プロセスを長期的に観察し、教師の知識や能力の向上が効果的な防災教育につなが

ることを示唆した。第四に、PFC 教育のサービスエコシステムにおける理論モデル (サ

ービスエコシステムの調整モデル：Coordination Model of Service Ecosystem) を構築した。

同モデルは、サービスエコシステムにおける制度と制度配列の調整を促進する知識科学

の枠組みである。以上は、S-D logic の FP11 (制度) の議論で体系的研究を進めることに

貢献するものである。 

 

7.3 実務的含意 

 本博士論文における実務的な含意は次の四点である。 

第一に、教師の得意分野の知識から効果的な防災教育を生み出せることを実証した。

防災教育の現状は多忙な教師の時間の確保という面で、学校現場にとって取り組みづら

い構造であった。しかしながら PFC 教育が、防災教育のための時間の確保や、防災教育

の質の維持という面から、防災教育の課題解決の処方箋となり得ることを示唆した。 

第二に、知覚標識 [Merkmal] による新たなサービス価値創造の可能性を示唆した。

市場において企業は、それまで顧客の制度に基づいたマーケティングや戦略構築を図っ

てきた。しかしながら、あらゆる情報がつながる時代になると、相互に作用するさまざ

まな要因や部分が結びついた結果として、変化を想定しなければならない。本博士論文

が提示する知覚標識は、このような複雑なマーケティングを理解するうえで、興味深く

示唆に富むものである。 

第三に、昨今の多様な文脈に適合可能な価値創造の要素として、サービスエコシステ

ムの中に知覚標識を位置づけた。そして知覚標識は多様なアクターが結びつくための合

理性を含んでいる。たとえば SDGs で求められている、多様性を受け入れる社会の実現

という目標に関して知覚標識が貢献できる可能性がある。それゆえ知覚標識がサービス

交換を促進し新たなサービス価値を生み出す可能性は高い。 

第四に、教育委員会による学校防災のマネジメントに注目した。一般に、教育委員会

は市の防災計画に基づいて防災の取組を行うが、教育委員会は最初から防災の知識や対

応力を保有しているわけではない。それにもかかわらず PFC教育が制度化できたのは、

PFC 教育の枠組みと、それを実施するための自由な裁量権を教師に与えた教育委員会の
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マネジメントであったと考えられる。また、フェーズフリーという言葉そのものが、教

師の主体性を引き出す概念であると実証されたため、今後は知覚標識がサービス経験を

如何にして構築するか、ということもサービス研究のテーマとして有効であろう。

 

 

7.4 今後の課題 

 本博士論文では、防災教育における学校現場の課題に注目し、S-D logic の論理におけ

る制度的ロジックとサービスロジックの調整という視角から、多様なアクターのサービ

ス交換を促進する知覚標識 [Merkmal] の概念を導出した。しかしながら、この理論を

具体的に展開するためには次の 4つの課題が挙げられる。 

 第一に、児童生徒が PFC 教育をどのように感じているのかが明確ではない。本博士

論文のデータ収集では、NHK 徳島放送局が制作した番組や YouTube における鳴門市公

式チャンネルで提供された児童生徒のインタビューに限定したものであった。さらに

PFC 教育の効果を述べるうえで、児童生徒の学力と災害対応力の向上にどのような影響

を及ぼすのかという点は、あくまで行政、教育委員会あるいは教師から見た期待の範疇

であるため、知覚標識の効果を図る変数となりえるのかという点で疑問が残る。 

第二に、本博士論文は制度化の要因を仕掛学とナッジ理論を比較することで PFC 教

育のサービスエコシステムにおけるアクターの行動変容を議論しているが、行動変容の

アプローチには心理学をはじめ数多の理論が存在するため、それらの理論と知覚標識と

の関連性についても検討が必要であろう。 

第三に、S-D logic の FPはメタ理論から構築されているが、本博士論文では中範囲の

理論に基づいた実証研究において FPを使用している。このため、S-D logic の既存研究

と本博士論文における価値提案、エンゲージメント、サービス経験の分析にギャップが

存在したのか否かは定かではない。第四に、PFCという言葉に含まれるエンゲージメン

トの本質を捉える必要がある。本博士論文では PFC という言葉がサービス交換を促進

するという仮定のもとに知覚標識を解釈しているが、そもそも知覚標識とエンゲージメ

ントがどのようにリンクするのかに踏み込んだ議論が必要である。 

 このように考えてみると、本博士論文は学術的・実務的な議論に貢献できる要素を含

んでいるものの、具体的な理論的結果に結びつくような研究には発展していない。しか

しながら、本博士論文は PFC 教育を通じてサービス交換を行いながら、防災対応力を

高めていくことの有効性を示唆するものであり、このアプローチは公助に依存する防災

の限界に対する自助・共助の取り組み18として有効であろう。 

 

 
18 「自助」は一人ひとりが自ら取り組むこと、「共助」は地域や身近にいる人どうしが一緒に

取り組むこと、「共助」は国や地方公共団体が取り組むこと (内閣府, 2010) 。 
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7.5 将来研究への示唆 

 少子化高齢化に直面する我が国では、公助主導の防災対策に割ける財源への危機感も

不可逆的に加速している。私たちは東日本大震災をはじめ、数々の災害で公助による防

災対策の限界を経験してきた。学校施設は児童生徒の学習・生活の場を提供するだけで

はなく、災害時には地域住民の避難所としての機能を持ち、地域防災の観点から重要性

を増してきている。この意味で、教育委員会は効果的な防災教育の概念枠組みを実践す

るという課題を有している。それゆえ、教育委員会は多様なアクターの相互作用を通じ

て、どのような取り組みを推進するのかについて、その基盤となるエコシステムを編成

する必要がある。PFC 教育のサービスエコシステムにおいて、知覚標識 [Merkmal] が

多様なアクターの相互作用を促進する一つの試みとなりうる。本博士論文における将来

研究への示唆として、実務的には防災教育における教師の主体的な授業づくり、および

学術的には知覚標識 [Merkmal] がきっかけとなり、サービス価値創造の試みや問題意

識による体系的研究の発展に期待できるものである。 

最後に、本博士論文の実証研究は、鳴門市の現場におけるインタビューやフィールド

ワークを中心に展開してきたものであり、サービス研究における制度とサービスの調整

という観点から、それらの論理を整理しサービスエコシステムの調整機能の核となる知

覚標識 [Merkmal] を導出しようとしたものである。学校防災のサービスエコシステム

をテーマとする本博士論文は、ますます重要性を増す学校施設の防災機能のみならず、

それを支える現場教師によるサービス価値創造の営みを示唆している。 
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付録 

フェーズフリー認証の登録法人・団体名 

 

（出所）フェーズフリー協会の資料をもとに著者作成 (2024年 2月現在) 

№ 法人・団体名 フェーズフリー認証商品名

1 OUTING DAYS 永岡食品株式 社 お茶梅干

2 アスクル株式 社 扉付き折 たたみコンテナ

3 エース株式 社 テオフィールド（05161）

テオフィールド（05162）

ガジェタブルPF品番68151,品番68152

フロートビズリュック（34051）

フロートビズリュック（34052）

ラグレンティス品番：68321、68322、68323

4 エレコム株式 社 ランタン付きポータブルバッテリー

NESTOUT バッテリーシリーズ

USB Type-Cポート搭載ソーラー充電器シリーズ

乾電池式枕元ライト

笛付き懐中電灯

乾電池式懐中電灯

ウェアラブルWEBカメラ

5 オオサキメディカル株式 社 環境除菌クロス

6 グッドハーモニー株式 社 いつもの快適 、も もの備 の浄水器「アクアクオリア」

7 コクヨ株式 社 GRABIS（グラビス）

MULTIS（マルティス）

SOLOS　（ソロス）

カウンターテーブル【VaMoS(バモス)】

8 サンナップ株式 社 紙コップ

ペーパーカップ　２０５ml　３０個

クリアーカップ　３００ml　８個

9 セコム株式 社 YORiSOS （よ そす）

10 パナソニックエナジー株式 社 ＵＳＢ入出力付急速充電器　ＢＱ－ＣＣ８７

11 パナソニック株式 社 ブラケット階段灯デザインシリーズ

12 ミタニ建設 業株式 社 ew-BOX（コンテナ型サウナ）

13 ユカイ 学株式 社 BOCCO

14 ライオンハイジーン株式 社 ハンドミスト

15 阿波コミュニティエネルギー株式 社 阿波コミエネ

16 株式 社 東急エージェンシー 明治ほほ みら ら ミルク　および　専用アタッチメント

17 株式 社アシックス ASICS RUNWALK（アシックスランウォーク）

アシックスランウォーク（GORE-TEX搭載モデル）

18 株式 社イガラシ ポンプインエアーマット

19 株式 社オカムラ ポータブルバッテリー「ＯＣ（オーシー）」

20 株式 社キングジム 日常で使    スリッパ

21 株式 社 ればぁ 魔法のポケット

22 株式 社コスモテック wemo ウェアラブルメモ

23 株式 社デベロップ レスキューホテル ／HOTEL R9 The Yard

24 株式 社トヨダプロダクツ クロスパーテーション・トヨダプロダクツ

25 株式 社ヤギ 「GOAT」 SHORT SLEEVE TEE 9010

26 株式 社リーフライト ストークUSB

27 株式 社リリーフ tast(タスト)

28 株式 社建設システム クロスゼロforビジネス

29 株式 社研恒社 SlideNote

30 株式 社光和インターナショナル コ－ワライティングシート

31 株式 社三和製作所 水も運べ 撥水バッグ

32 株式 社舟岡製作所 SUCS

33 三菱鉛筆株式 社 加圧ボールペン パワータンク・スタンダード

34 小清水町 小清水町  拠点型複合庁舎

35 森永乳業株式 社 森永絹 うふ

36 森紙業株式 社 【底面A3】【120サイズ】 「現場のチカラ」 強化ダンボール A3×高さ295mm 1梱包（10枚入）

37 青山商 株式 社 コントロールαスーツ

コントロールαワイシャツ

コントロールα肌着（インナー）

38 大東建託株式 社 ぼ ラボ賃貸「niimo（ニーモ）」

ぼ・ ・ラボ賃貸　エール

39 瀧本株式 社 瞬間消臭体操服

40 土佐泊コミュニティエネルギー株式 社 土佐泊コミエネ

41 東京サラヤ株式 社 サラヤ　手指消毒剤

42 東洋シヤッター株式 社 TSウォータータイト

TS耐風セーブ

TSベンチタイト

43 日本ノート株式 社 Tree's　Wリングメモ

44 日本製紙クレシア株式 社 スコッティ ティシュー ウェルネス 5箱パック

45 鳴門コミュニティエネルギー株式 社 鳴門コミエネ

46 鳴門市企業局ボートレース企画課 ウズパーク

47 鳴門市危機管理課 土砂 害・洪水及び高潮ハザードマップ

48 鳴門市戦略企画課 道の駅「     な  」
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